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I はじめに 

I.A 作業指針 

1. 世界遺産条約履行のための作業指針（以下、作業指針）は、以下

に示す手続きを定めることにより世界の文化遺産及び自然遺産の

保護に関する条約（以下、「世界遺産条約」又は「条約」）の履

行を促すことを目的とする。 

a) 世界遺産一覧表及び危険にさらされている世界遺産一覧表へ

の資産記載 

b) 世界遺産一覧表記載資産の保護及び保全 

c) 世界遺産基金に基づく国際援助 

d) 条約に対する各国の支援、国際的支援の動員 

2. 作業指針は世界遺産委員会での決定を反映するため定期的に改定

される。 

3. 本作業指針の主な利用者は以下の通り。 

a) 世界遺産条約の締約国 

b) 顕著な普遍的価値を有する文化遺産及び自然遺産の保護のた

めの政府間委員会（以下、「世界遺産委員会」又は「委員

会」） 

c) 世界遺産委員会事務局としてのユネスコ世界遺産センター

（以下、「事務局」） 

d) 世界遺産委員会諮問機関 

e) 世界遺産一覧表記載資産の保護に携わる遺産管理者、関係者、

パートナー 

I.B 世界遺産条約 

4. 文化遺産及び自然遺産は、一国にとどまらず人類全体にとって、

貴重なかけがえのない財産である。これら価値ある財産がその一

部でも損壊や滅失によって失われることになれば、世界のすべて

の人々にとって遺産が損なわれることとなる。遺産を構成する個

々の資産は、特別に秀でたその性質ゆえに「顕著な普遍的価値」

を持つと考えられ、増大しつづける脅威、種々の危機から保護す

べく特別な対策を施すに値するものである。 

5. 世界の遺産の適切な認定、保護、保全、公開を出来る限り担保す

るため、ユネスコ加盟国は 1972 年に世界遺産条約を採択した。

同条約には、「世界遺産委員会」及び「世界遺産基金」の設立が

盛り込まれており、委員会、基金共に 1976 年から活動を行って

いる。 

作業指針改定の歴史につい

ては以下の URL を参照。  
https://whc.unesco.org/en/guidelines/ 
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6. 1972 年に条約が採択された後、国際社会は「持続可能な開発」

という概念を採択した。自然遺産及び文化遺産を保護、保全する

ことは、持続可能な開発に大いに資するものである。 

7. 条約の目的は、顕著な普遍的価値を有する文化遺産及び自然遺産

を認定し、保護、保全、公開するとともに、将来の世代に伝えて

いくことである。 

8. 個々の資産が有する顕著な普遍的価値を評価することと共に、締

約国が世界遺産の保護管理を進めていく上での指針を示すことを

目的として、世界遺産一覧表へ資産を記載するための基準及び条

件のとりまとめが行われた 

9. 世界遺産一覧表に記載されたある資産が重大かつ明確な危険に脅

かされている場合には、委員会は当該資産を危険にさらされてい

る世界遺産一覧表に掲載することを検討する。当該資産を世界遺

産一覧表に記載する根拠となった顕著な普遍的価値が失われたと

きは、委員会は世界遺産一覧表からの削除を検討する。 

I.C 世界遺産条約締約国 

10. 各国は条約の締約国になることが奨励されている。批准書、受諾

所、加入書の見本を付属資料 1 に示す。（寄託する際には、）署

名された原本をユネスコ事務局長宛に送付すること。 

11. 条約締約国の一覧表は次のウェブアドレスに掲載されている。 
https://whc.unesco.org/en/statesparties 

12. 条約締約国は、世界遺産の認定や推薦、管理、保護において、人

権に基づくアプローチを採用し、遺産管理者、地方自治体、地域

コミュニティー、先住民、非政府組織（NGO）及びその他の利

害関係者やパートナーを含む幅広い関係者や権利者のジェンダー

バランスの取れた参加を確保することが推奨される。 

13. 条約締約国は、条約の履行に関する窓口として主要な責任を有す

る政府機関の名称及び連絡先を事務局に提出すること。事務局に

よる公式の連絡及び文書の送付は、この窓口機関に対して行われ

る。  

14. 締約国は、定期的に 文化遺産及び自然遺産の専門家を集め、条

約の履行について議論することが奨励される。その際、適宜、諮

問機関の代表及びその他の専門家やパートナーを招聘することも

考えられる。 

決定 43 COM 11A 参照 

決定 43 COM 11A参照 

決定 43 COM 11A参照 
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14bis. 締約国は、世界遺産委員会、条約の締約国会議、およびユネスコ

統治機関によって採択された関連政策の基本理念を、世界遺産条

約に関連するプログラムおよび活動に取り込んでいくことが奨励

されている。関連政策には例えば、持続可能な開発の視点を世界

遺産条約のプロセスに統合するための政策文書、先住民との関わ

りに関するユネスコの方針、及び持続可能な開発のための 2030
アジェンダや国際人権基準を含むその他の関連する方針や文書が

ある。 

15. 文化遺産及び自然遺産が存在する締約国の主権を十分に尊重しつ

つ、条約締約国は、遺産を保護するために協力することが国際社

会の集団的利益となることを認識する。世界遺産条約締約国は以

下の責務を有する。 

a) 自国の領域内の文化遺産及び自然遺産を認定し、推薦、保護、

保全、公開するとともに、将来の世代に確実に伝えていくこ

と。また、他の締約国の要請に応じて、これらの作業に係る

支援を行うこと。 

b) 遺産に、人々の生活の中での機能を与えるような政策を採る

こと。 

c) 特に資産の社会生態学的システムのレジリエンスを考慮し、

遺産保護を包括的な計画プログラムと調整メカニズムに統合

すること。 

d) 遺産の保護、保全、公開に係る業務を確立すること。 

e) 遺産をおびやかす危険への対策を特定するための科学的、技

術的研究を進めること。 

f) 遺産保護のための適切な法的、科学的、技術的、行政的、財

政的措置をとること。 

g) 遺産の保護、保全、公開を行う国又は地域研修センターの設

置、発展を促進し、これらの分野における科学的調査を推進

すること。 

h) 自国の遺産及び他の条約締約国の遺産に直接的、間接的被害

を及ぼすような意図的措置をとらないこと。 

i) 世界遺産一覧表に記載することが適当な資産の目録を世界遺

産委員会に提出すること（これを暫定一覧表と呼ぶ）。 

j) 世界遺産基金に対し、条約締約国会議で決定された額に基づ

いて分担金を定期的に拠出すること。 

k) 世界遺産の保護のための寄附を募るため、国、公共、民間に

よる財団又は団体の設立を検討、推進すること。 

l) 世界遺産基金のために行われる国際的募金運動を支援するこ

と。 

世界遺産条約第 6 条第 1 項参

照 

決定 43 COM 11A参照 

世界遺産条約第 4 条及び第

6 条第 2 項参照 

世界遺産条約第 5 条参照 

世界遺産条約第 6 条第 3 項参

照 

世界遺産条約第 11 条第 1項
参照 

世界遺産条約第 16 条第 1項
参照 

世界遺産条約第 17 条参照 

世界遺産条約第 18 条参照 

決定 43 COM 11A参照 
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m) 教育及び広報を通じて、自国民が条約の第 1 条及び第 2 条に

より定義される文化遺産及び自然遺産に対する理解を深め、

より尊重するよう努めること。又、遺産を脅かす危険ににつ

いて公衆に周知すること。 

n) 世界遺産条約の履行及び資産の保全状況について 、 世界遺 
産委員会に報告すること。 

o) 世界遺産のプロセスと遺産の保全管理システムにおいて、ジ

ェンダー平等を含む持続可能な開発目標に貢献し、それを遵

守すること。 

16. 締約国は、世界遺産委員会会合及びその下部組織の会合に出席す

ることが奨励される。 

I.D 世界遺産条約締約国会議 

17. 世界遺産条約締約国会議は、ユネスコ総会の会期の間に開催され

る。締約国会議は、手続規則に従って進行される。手続規則は以

下のウェブアドレスに掲載されている。 
https://whc.unesco.org/en/ga 

18. 締約国会議では、すべての締約国に適用される同一の割合の世界

遺産基金への分担金を決定し、世界遺産委員会の構成国を選出す

る。締約国会議及びユネスコ総会の両者に対して、世界遺産委員

会は活動報告を行う。 

I.E 世界遺産委員会 

19. 世界遺産委員会は 21 の構成国から成り、年 1 回以上の頻度で会

合を開催する（6 月～7 月頃）。委員会は、ビューロー会議を設

置し、委員会会合期間中に必要と判断される回数のビューロー会

議を開催する。委員会及びビューロー会議の構成は、次のウェブ

アドレスを参照。https://whc.unesco.org/en/committee 

20. 委員会は、手続規則に従って会議の運営を行う。手続規則は次の

ウェブアドレスで公開されている。 
https://whc.unesco.org/en/committee 

21. 委員会の構成国の任期は 6 年間とするが、衡平な代表性を確保し、

持ち回りにより機会が均等に与えられるように、締約国各国が自

発的に任期を 6 年から 4 年に短縮するとともに、再選を自粛する

ことを検討するよう締約国会議は推奨している。 
 

 

22. 各選挙では、世界遺産委員会の構成国を務めたことのない少なく

とも 1 つの締約国について、その選出において十分な考慮が払わ

れることとする。 

世界遺産条約第 8(1)条、第

16 条第 1 項、第 29 条参照 
世界遺産委員会手続規則第

49 条 参照 

世界遺産条約第 27 条参照 

世界遺産条約第 29 条参照 
第 11 回締約国会議（1997）
決議参照 

世界遺産条約第 8 条第 1 項
参照. 
世界遺産委員会手続規則第

49 条 参照 

締約国会議手続規則第 14 条
第 1 項参照 

決定 43 COM 11A参照 

世界遺産委員会手続規則第

8 条第 1 項 参照 

世界遺産条約第 8 条第 2 項参

照 
世界遺産条約締約国会議第

7 回会合（1989）、第 12 回
会合（1999）、第 13 回会合

（2001）決議参照 
世界遺産条約第 9 条第 1 項参

照 

事務局の世界遺産センター

を通じて世界遺産委員会へ

連絡をとることができる。 
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23. 委員会の決定は客観的かつ科学的な検討に基づくものであり、委

員会の名のもとに実施される査定は完全かつ責任を持って行われ

なければならない。そのような決定は以下に依存することを委員

会は認識する。 

a) 注意深く準備された書類 

b) 完全かつ一貫性ある手続き 

c) 資格ある専門家による審査 

d) 必要な場合は、専門審査員の利用 

24. 委員会は、締約国と協力し、以下の主要な機能を有する。 

a) 暫定一覧表及び締約国により提出される推薦書に基づいて、

条約のもとで保護すべき顕著な普遍的価値を有する文化資産

及び自然資産を認定し、世界遺産一覧表に記載すること。 

b) 世界遺産一覧表記載資産の保全状況をリアクティブモニタリ

ング（第 IV 章参照）及び定期的報告（第 V 章参照）を通じ

て調査すること。 

c) どの世界遺産一覧表記載資産を危険にさらされている世界資

産一覧表に記載するか又は削除するかについて決定すること。 

d) 資産を世界遺産一覧表から削除すべきかどうか決定すること

（第 IV 章参照）。 

e) 国際的援助の要請を検討するための手続きを決定し、決定に

至る前に必要に応じて調査及び協議を実施すること（第 VII 
章参照）。 

f) 顕著な普遍的価値を有する資産の保護に関して、締約国を支

援するために、最も効果的な世界遺産基金の使途を決定する

こと。 

g) 世界遺産基金を増額する方法を検討すること。 

h) 締約国会議及びユネスコ総会に対して 2 年毎に活動報告書を

提出すること。 

i) 条約の履行について定期的に調査及び審査を行うこと。 

j) 作業指針の改定及び採択を行うこと。 

25. 条約の履行を促進するため、委員会は戦略目標を策定する。戦略

目標は、委員会の目標及び目的を定義するとともに、世界遺産へ

の新たな脅威に確実に効果的な対応がなされるよう、定期的に見

直しと改定を行う。 

26. 現在の戦略目標（５つの C）は以下のとおり。 

1. 世界遺産一覧表の信用性（Credibility）の強化 

2. 世界遺産資産の効果的な保全（Conservation）の確実な担保 

世界遺産条約第 29条参照 

世界遺産条約第 11 条第 4 項
及び第 11 条第 5 項参照 

世界遺産条約第 21 条第 1 項 
及び第21条第 3項 参照 

世界遺産条約第 13条第 6項
参照 

世界遺産条約第 29 条第 3 項
参照 
世界遺産委員会手続規則第

49 条 参照 

1992 年に委員会で採択され

た最初の「戦略的方向性」

については、文書 WHC-
92/CONF.002/12の付属資料

II を参照。 

2002 年に世界遺産委員会が

改定を行った戦略目標「世

界遺産に関するブダペスト

宣言」(2002)は、下記か ら 
入手可能：  
https://whc.unesco.org/en/budap
estdeclaration 

世界遺産条約第 11 条第 2項
及び第 11 条第 7項参照 
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3. 締約国における効果的な能力構築（Capacity-building）の促

進 

4. コミュニケーション（Communication）を通じた世界遺産に

関する普及啓発、参画及び支援の拡大 

5. 世界遺産条約の履行においてコミュニティー（Communities）
が果たす役割の強化 

I.F 世界遺産委員会事務局（世界遺産センター） 

 

27. 世界遺産委員会は、ユネスコ事務局長が任命する事務局の補佐を

受ける。現在、事務局の役割は、この目的のために 1992 年に設

立された世界遺産センターが担っている。また、ユネスコ事務局

長は、世界遺産センターのセンター長を委員会の幹事（Secretary 
to the Committee）に任命している。事務局は締約国及び諮問機関

を補佐し、協力する。事務局はまたユネスコの他の活動分野及び

地方事務所と緊密な連携を図りつつ活動する。 

28. 事務局の主要な活動内容は以下のとおり。 

a) 締約国会議及び委員会会合の開催。 

b) 世界遺産委員会会合及び締約国会議の決議の履行、及び、実

施状況の報告。 

c) 世界遺産一覧表推薦書の受理、事務局登録、書類の完全性の

確認、保管及び関係諮問機関への伝達。 

d) 世界遺産一覧表における不均衡の是正及び代表性、信用性の

確保のためのグローバル・ストラテジーの一環としての研究

活動やその他の活動の調整。 

e) 定期報告の運営  

決定 31 COM 13B参照 

ユネスコ世界遺産センター 
7, place de Fontenoy 
75352 Paris 07 SP 
France 
https://whc.unesco.org/ 

世界遺産条約第 14 条参照 
世界遺産委員会手続規則第

43 条参照 
回覧書簡 16（2003年 10 月

21 日付）参照 
https://whc.unesco.org/circs/cir
c03-16e.pdf 

世界遺産条約第 14条第 2項
参照 

世界遺産条約第 14条第 2項
参照 
「世界遺産に関するブダペ

スト宣言」(2002)参照 

決定 39 COM 11参照 
決定 43 COM 11A参照 
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f) リアクティブモニタリングミッション1 を含むリアクティブ

モニタリングの調整及び実施、また、適宜、諮問ミッション
2の調整及び参加。 

g) 国際援助の調整。 

h) 世界遺産の保全管理のための予算外資金の動員。 

i) 委員会の計画及びプロジェクトの履行に関する締約国への支

援。 

j) 締約国、諮問機関、一般市民への普及啓発活動を通じた世界

遺産及び世界遺産条約のプロモーション。 

29. これらの活動の実施にあたっては、委員会の決定及び戦略目標、

締約国会議の決議に従うこととし、諮問機関と密接に連携するこ

と。 

I.G 世界遺産委員会諮問機関 

30. 世界遺産委員会への諮問機関は、ICCROM（文化財保存修復研究

国際センター）、ICOMOS（国際記念物遺跡会議）、及び IUCN 
（国際自然保護連合）とする。 

31. 諮問機関の役割は以下のとおり。 

a) それぞれの専門分野に関して世界遺産条約の履行に関する助

言を行うこと。 

b) 委員会文書及び会議議題の作成、委員会決定の履行に関して

事務局を補佐すること。 

                                                      
1 リアクティブモニタリングミッションは、脅威にさらされている特定の資産の保全状況について、事務局

及び諮問機関が世界遺産委員会に対して行う、条約上に規定された報告の一環である（第 1 6 9 段落参照）。

世界遺産委員会による要請により、関係締約国と協議しつつ、資産の状態、資産に対する危機、適切に資産

を復元することの実現性について確認するため、もしくはそのような改善策の実施の進捗を評価するために

行われ、ミッション（現地調査）の結果について委員会に報告するところまでを含む（第 176.e 段落参照）。

リアクティブモニタリングミッションの内容（TOR）は、世界遺産委員会により採択された決定に準拠して、

世界遺産センターが提案し、締約国及び関係諮問機関との協議のもと決定される。ミッションの専門家は、

資産が位置する国の国民であってはならない。 ただし、可能であれば、資産と同じ地域の出身であることが

推奨される。リアクティブモニタリングミッションにかかる費用は、世界遺産基金が負担する。 
2 諮問ミッションは締約国により自主的に開始され、要請を行う締約国の考え、判断に拠るものであり、厳

密に条約上に規定されたものでも必須の手続きでもない。諮問ミッションは、具体的な事項に関して、締約

国に対して専門家によるアドバイスを行う現地調査であると捉えることが出来る。資産の特定、暫定一覧表

もしくは世界遺産一覧表への記載のための推薦に関して「アップストリーム」のサポートやアドバイスを行

ったり、それとは別に、資産の保全状況にかかわったり、主要な開発事業が資産の顕著な普遍的価値に対し

て及ぼし得る影響の評価や管理計画の策定/改訂、特定の影響緩和策の実施において達成された進捗等につい

てアドバイスを行ったりする。諮問ミッションの内容（TOR）は締約国自身が提案し、世界遺産センター及

び関係諮問機関、その他の機関や専門家との協議のもと決定される。ミッションの専門家は、資産が位置す

る国の国民であってはならない。 ただし、可能であれば、資産と同じ地域の出身であることが推奨される。

諮問ミッションの全費用は、現地調査を招聘する締約国が負担する。ただし、当該締約国が国際援助もしく

は決定 38COM12 により承認された諮問ミッションのための新たな予算費目からの支出を受けることができる

場合を除く。 

世界遺産条約第 8 条第 3 項参

照 

世界遺産条約第 13 条第 7項
参照 
決定 39 COM11 参照 
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c) 世界遺産一覧表の不均衡の是正及び代表性、信用性の確保の

ためのグローバル・ストラテジー、世界遺産能力構築戦略、

定期報告の策定及び履行に関する補佐を行うこと。また、世

界遺産基金の効果的な活用の強化に関する支援を行うこと。 

d) 世界遺産の保全状況を監視し（委員会の要請によるリアクテ

ィブモニタリングミッション及び締約国の招聘による諮問ミ

ッションを含む）、国際援助の要請を審査すること。 

e) ICOMOS、IUCN については、推薦を行っている締約国と協

議及び対話しつつ、世界遺産一覧表記載推薦資産を審査し、

委員会に審査報告を行うこと。 

f) 世界遺産委員会及びビューロー会議に顧問として出席するこ

と。 

ICCROM 

32. ICCROM（文化財保存修復研究国際センター）は、本部をイタリ

ア、ローマにおく国際的な政府間機関である。ユネスコによって 
1956 年に設立され、不動産・動産の文化遺産の保全強化を目的

とした研究、記録、技術支援、研修、普及啓発を行うことを目的

とする。 

33. 条約に関する ICCROM の特定の役割は次のものが含まれる。文

化遺産に関する研修において主導的な協力機関となること。世界

遺産の文化資産の保全状況の監視を行うこと。締約国から提出さ

れた国際援助要請の審査を行うこと。能力構築へのアドバイス及

び支援を提供すること。 

ICOMOS 

34. ICOMOS（国際記念物遺跡会議）は、本部をフランス、シャラン

トン＝ル＝ポンにおく非政府機関である。1965年に設立され、建

築遺産及び考古学的遺産の保全のための理論、方法論、そして、

科学技術の応用を推進することを目的とする。1964年に制定され

た記念物及び遺跡の保全と修復のための国際憲章（ベニス憲章）

に示された原則を基盤として活動している。 

35. 条約に関する ICOMOS の特定の役割には次のものが含まれる。

世界遺産一覧表記載推薦資産の審査。世界遺産の文化資産の保全

状況の監視を行うこと。締約国から提出された国際援助要請の審

査を行うこと。能力構築へのアドバイス及び支援を提供すること。 

IUCN 

36. IUCN（国際自然保護連合）は、1948 年に設立され、国家政府、

NGO、科学者をメンバーとする世界的組織である。IUCN の本部

はスイスのグランに置かれている。IUCN の使命は、自然の完全

性及び多様性を保全し、平等で生態学的に持続可能な自然資源利

用を担保するために、世界中の社会に影響を与え、奨励し、支援

することである。 

世界遺産条約第 14 条第 2項
参照 

世界遺産条約第 8 条第 3 項参

照 

ICCROM 
Via di S. Michele, 13 
I-00153 Rome, Italy 
Tel: +39 06 585531 
Fax: +39 06 5855 3349 
Email: iccrom@iccrom.org 
http://www.iccrom.org/ 

ICOMOS 
11 rue du Séminaire de 
Conflans 
94220 Charenton-le-Pont 
France 
Tel: +33 (0)1 41 94 17 59 
Fax: +33 (0)1 48 93 19 16 
E-mail: secretariat@icomos.org 
http://www.icomos.org/ 

IUCN - The International 
Union for Conservation of 
Nature 
rue Mauverney 28 
CH-1196 Gland, Switzerland 
Tel: + 41 22 999 0001 
Fax: +41 22 999 0010 
E-Mail: mail@hq.iucn.org 
http://www.iucn.org 
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37. 条約に関する IUCN の特定の役割には次のものが含まれる。世界

遺産一覧表記載推薦資産の審査を行うこと。世界遺産の自然資産

の保全状況の監視、締約国から提出された国際援助要請の審査を

行うこと。能力構築へのアドバイス及び支援を提供すること。 

I.H その他の機関 

38. 委員会は、リアクティブモニタリングミッションを含めて、その

計画及びプロジェクトの履行に関して、適切な能力及び専門的知

識を有する他の国際機関や非政府機関に協力支援を要請すること

ができる。 

I.I 世界遺産保護のパートナー 

39. 推薦及び管理、モニタリングにおいて、包括的で透明性があり、

責任のある意思決定に支えられたパートナーシップ型の取り組み

を進めることは、世界遺産資産の保護及び条約の履行に大きく貢

献するものである。 

40. 世界遺産の保全管理に利害関係を有する又は従事する個人その他

の関係者、特に地域コミュニティー、先住民族、政府機関、非政

府機関、民間組織、所有者は、世界遺産の保護及び保全のパート

ナーとなり得る。 

I.J 関連条約等 

41. 世界遺産委員会は、ユネスコの関連プログラム及び関連条約とよ

り緊密に連携を図ることの重要性を認識する。関連する地球規模

の保全制度、条約及びプログラムの一覧を、第 44 段落に示す。 

42. 世界遺産委員会は、事務局の支援を得て、世界遺産条約と文化遺

産及び自然遺産の保全に関係するその他の条約、計画、国際機関

との間での適切な連携及び情報共有を確保する。 

43. 委員会は、関連条約に基づく政府間機関の代表者を、オブザーバ

ーとして会合に招聘することができる。又、委員会は、要請に基

づいて、他の政府間機関の会議にオブザーバーとして参加する代

表者を指名することができる。 

44. 文化遺産及び自然遺産の保護にかかる主要な国際条約と計画 

ユネスコの条約及び計画 

武力紛争の際の文化財の保護に関する条約（1954年ハーグ条約） 
(1954) 
第 1 議定書 (1954) 
第 2 議定書 (1999) 
http://www.unesco.org/new/en/culture/themes/armed-conflict-and-heritage/convention-
and-protocols/ 

先住民族の権利に関する国

際連合宣言 (2007) 

決定 39 COM 11参照 

決定 43 COM 11A参照 

決定 39 COM 11参照 
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文化財の不法な輸入、輸出及び所有権移転を禁止し及び防止する

手段に関する条約(1970)  
http://www.unesco.org/new/en/culture/themes/illicit-trafficking-of-cultural-
property/1970-convention 

世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約 (1972) 
https://whc.unesco.org/en/conventiontext 

水中文化遺産の保護に関する条約 (2001) 
https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000126065 

無形文化遺産の保護に関する条約 (2003) 
https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000132540 

文化的表現の多様性の保護及び促進に関する条約 (2005) 
https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000142919 

人間と生物圏 (MAB)計画 
http://www.unesco.org/new/en/natural-sciences/environment/ecological-sciences/man-
and-biosphere-programme/ 

国際地質科学ジオパーク計画 (IGGP) 
http://www.unesco.org/new/en/natural-sciences/environment/earth-
sciences/international-geoscience-and-geoparks-programme/  

国際水文学計画 (IHP) 
https://en.unesco.org/themes/water-security/hydrology 

その他の条約 

国際捕鯨委員会 (IWC) (1946) 
https://iwc.int  

国際植物防疫条約 (IPPC) (1951) 
https://www.ippc.int  

特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約 (ラム

サール条約) (1971) 
http://www.ramsar.org  

絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約 
(CITES) (1973) 
http://www.cites.org  

移動性野生動物種の保全に関する条約 (CMS) (1979) 
http://www.cms.int  

国連海洋法条約 (UNCLOS) (1982) 
https://www.un.org/Depts/los/convention_agreements/convention_overview_convention
.htm  

生物の多様性に関する条約 (1992) 
http://www.cbd.int  

盗取され又は不法に輸出された文化財に関する UNIDROIT 条約 
(ローマ, 1995) 
https://www.unidroit.org/cultural-property#Convention1995  
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国連気候変動枠組条約 (ニューヨーク, 1992) 
http://unfccc.int   

食料及び農業のための植物遺伝資源に関する国際条約 (2001) 
http://www.fao.org/plant-treaty/en/ 

II 世界遺産一覧表 

II.A 世界遺産の定義 

 文化遺産及び自然遺産 

45. 文化遺産及び自然遺産とは世界遺産条約第一条及び第二条に定義

される資産をいう。 

第一条 

この条約の適用上、「文化遺産」とは、次のものをいう。 

記念物（monuments）：建築物、記念的意義を有する彫刻及び絵画、

考古学的な性質の物件及び構造物、金石文、洞穴住居ならびにこれ

らの物件の組み合せであって、歴史上、芸術上又は学術上顕著な普

遍的価値を有するもの 

建造物群：独立した建造物の群又は連続した建造物の群であって、

その建築様式、均質性又は景観内の位置のために、歴史上、芸術上

又は学術上顕著な普遍的価値を有するもの 

遺跡（sites）： 人間の作品、自然と人間との共同作品及び考古学的

遺跡を含む区域であって、歴史上、芸術上、民族学上又は人類学上

顕著な普遍的価値を有するもの 

第二条 

この条約の適用上、「自然遺産」とは、次のものをいう。 

物理的な生成物、生物の生成物又はそれらの群から成る自然物であ

って、鑑賞上又は学術上顕著な普遍的価値を有するもの 

地質学的、地形学的形成物及び絶滅のおそれのある動植物種の生息

地を構成する区域が明確な地域であって、学術上又は保全上顕著な

普遍的価値を有するもの 

自然地及び区域が明確な自然の地域であって、学術上、保全上、又

は自然美において顕著な普遍的価値を有するもの 

複合遺産 

46. 条約の第１条、第２条に規定されている文化遺産及び自然遺産の

定義（の一部）の両方を満たす場合は、「複合遺産」とみなす。 
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文化的景観 

47. 文化的景観は、文化的資産（cultural properties）であって、条約

第１条のいう「自然と人間との共同作品」に相当するものである。 
人間社会又は人間の居住地が、自然環境による物理的制約のなか

で、社会的、経済的、文化的な内外の力に継続的に影響されなが

ら、どのような進化をたどってきたのかを例証するものである。 

動産遺産 

48. 現在不動産の遺産であっても、将来動産となる可能性があるもの

の推薦は検討対象としない。 

顕著な普遍的価値 

49. 顕著な普遍的価値とは、国家間の境界を超越し、人類全体にとっ

て現代及び将来世代に共通した重要性をもつような、傑出した文

化的な意義及び/又は自然的な価値を意味する。従って、そのよ

うな遺産を恒久的に保護することは国際社会全体にとって最高水

準の重要性を有する。委員会は、世界遺産一覧表に資産を記載す

るための基準の定義を行う。 

50. 締約国は、「顕著な普遍的価値」を有すると考えられる文化的資

産及び/又は自然資産について、世界遺産一覧表への記載推薦書

を提出するよう求められる。 

51. 世界遺産一覧表に資産を記載する場合は、委員会は「顕著な普遍

的価値の言明」を採択する（第 154 段落参照）。同言明は、当該

資産の保護管理を効果的に進めていくにあたっての根拠を示すも

のとなる。 

52. 条約は、重大な関心、重要性や価値を有する資産のすべてを保護

することをめざすものではなく、国際的な見地からみて最も顕著

な価値を有する資産を選定し、それらを保護するものである。国

家的に重要な資産や地域において価値を有する資産が自動的に世

界遺産一覧表に記載されるものではない。 

53. 委員会に提出された推薦書は、当該遺産の保存に対して締約国が

その力の及ぶ範囲で完全にコミットすることを示さなければなら

ない。このことは、資産及びその顕著な普遍的価値を保護するこ

とを目的とした適切な、政策上、法的、科学的、技術的、行政的、

財政的措置の採用又は提案により示されなければならない。 

II.B 世界遺産一覧表における不均衡の是正及び代表性、信用性の確保 

54. 委員会は、第 26 回会合（ブダペスト、2002 年）で採択した戦略

目標に則って、世界遺産一覧表における不均衡を是正し、代表性、

信用性を確保するよう努める。 

「世界遺産に関するブダペ

スト宣言」 (2002) 参照 
https://whc.unesco.org/en/budap
estdeclaration 

付属資料 3参照 
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世界遺産一覧表における不均衡の是正及び代表性、信用性の確保

のためのグローバル・ストラテジー 

55. 世界遺産一覧表における不均衡の是正及び代表性、信用性の確保

のためのグローバルストラテジー（The Global Strategy for a 
Representative, Balanced and Credible World Heritage List）は、世界

遺産一覧表に残る主なギャップを特定し、その穴を埋めることを

意図している。そのために、より多くの国が条約締約国となり、

第 62 段落に規定されている暫定一覧表及び世界遺産一覧表記載

推薦書を作成することを促進する。

（http://whc.unesco.org/en/globalstrategy 参照） 

56. 締約国及び諮問機関は、事務局やその他のパートナーと協力して

グローバル・ストラテジーの履行に参加することが求められる。

この目的のために、地域別、テーマ別のグローバル・ストラテジ

ー会議が開催され、比較研究及びテーマ別研究が行われている。

これらの会議及び研究の成果は、締約国が暫定一覧表及び推薦書

を作成する際の助けとなるよう公開されている。世界遺産委員会

に提出された、専門家会議の報告書や研究の成果は、次のウェブ

アドレスから入手できる。https://whc.unesco.org/en/globalstrategy. 

57. 世界遺産一覧表において、文化遺産と自然遺産との間に均衡を保

つため、あらゆる努力を払う必要がある。 

58. 世界遺産一覧表に記載される資産の合計数に、制限は課されてい

ない。 

その他の措置 

59. 世界遺産一覧表における不均衡を是正し、代表性と信用性を確保

するため、締約国は各国の遺産がすでに一覧表に十分代表されて

いるかどうか検討し、もし十分代表されているようであれば、下

記により追加の推薦書提出の間隔をあけるように求められる。 

a) 締約国自身が定める条件に従って推薦の間隔を自発的にあけ

ること。 

b) 推薦を、十分代表されていない分野の資産に限定すること。 

c) 各推薦を、十分代表されていない締約国の推薦にリンクさせ

ること。 

d) 新たな推薦書の提出を一時的に自粛すること。 

60. 世界遺産一覧表に十分代表されていない顕著な普遍的価値を有す

る遺産をもつ締約国は、以下ように求められる。 

a) 暫定一覧表及び推薦書の作成を優先事項とすること。 

b) 技術的知見の交換のための地域間協力体制を開始、強化する

こと。 

代表性のある世界遺産一覧

表のための「グローバル・

ストラテジー」及びテーマ

別研究に関する専門家会議

（1994年 6月 20日－22
日）報告書は、世界遺産委

員会第 18回会合において採

択された（プーケット、

1994年）。 

グローバル・ストラテジー

は当初文化遺産を想定して

作成が進められたが、その

後、世界遺産委員会の要請

により、自然遺産及び複合

遺産を包括するように拡大

された。 

第 12回締約国会議 (1999) 採
択決議参照 

第 12回締約国会議 (1999) 採
択決議参照 
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c) 二国間協力及び多数国間協力を推進して、遺産の保護、保守、

管理を担当する機関の専門的知識や技術的能力を高めること。 

d) 世界遺産委員会会合に可能な限り参加すること。 

61. 委員会は、以下のメカニズムを適用することを決定した。 

2018 年 2 月 2 日以降 

a) １締約国につき完全な推薦書 1 件までを審査する。 

b) 委員会が審査を行う推薦案件数を年間 35 件までとする。こ

の数には、過去の委員会で登録延期又は情報照会にされた推

薦及び登録範囲の拡張（資産境界の軽微な変更を除く）、国

境を超える資産の推薦、関連性のある資産群の推薦を含む。 

c) 合計年間 35 件の制限を越えた推薦があった場合には、以下

の優先順位を適用する。 

i) 一覧表記載資産をもたない締約国から提出された資産

の推薦 

ii) 一覧表記載資産が 3 件以下の締約国から提出された資

産の推薦 

iii) 第 61 段落の適用により（推薦の 35 件の年間上限が適

用され）、関連諮問機関の評価に付されなかった情報

照会の推薦の再提出。3 

iv) 年間 35 件の制限と本優先順位の適用により以前に除外

された資産の推薦 

v) 自然遺産の推薦 

vi) 複合遺産の推薦 

vii) 国境を越える資産、複数の国にまたがる資産の登録推

薦 

viii) アフリカ、太平洋地域、カリブ海地域の締約国からの

登録推薦 

ix) 世界遺産条約を批准してから 20 年以内の締約国からの

登録推薦 

x) 5 年以上推薦書が提出されていない締約国からの推薦 

xi) 委員国の任期中に、自主的に自国の推薦を世界遺産委

員会の審議に付すことを差し控えた締約国の推薦。こ

の優先順位は、委員国の任期終了後から 4 年間適用さ

れる。 

                                                      
3 この条件は、情報照会決議を受けてから 3年目に提出された場合にも適用される。 

決定 24COM VI.2.3.3,  
決定 28COM 13.1および
7EXT.COM 4B.1 
決定 29 COM 18A 
決定 31 COM 10 
決定 35 COM 8B.61 
決定 40 COM 11 
決定 43 COM 11A参照 
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xii) この優先順位を適用するにあたり、以上に該当しない

推薦間での優先順位の決定については、完全な推薦書

が受理された日付を、二次的な判定要因として使用す

る。 

d) 国境を越える推薦、複数国にまたがる関連性のある資産群の

推薦を共同で行う締約国は、共通理解の下で、当該推薦を代

表する国を共同推薦国のなかから選ぶことができる。この場

合、当該推薦は代表締約国の推薦件数のみに計上される。 

全ての締約国において確実に円滑な移行が進められるよう、この

決定は、4 年間試験的に実施され、2018 年 2 月 2 日に発効するこ

ととする。この決定の影響については、委員会の第 46 回委員会

（2022 年）において評価を行う。 

II.C 暫定一覧表 

手続き及び書式 

62. 暫定一覧表とは、各締約国が世界遺産一覧表へ推薦することがふ

さわしいと考える、自国の領域内に存在する資産の目録である。

従って、締約国は各自の暫定一覧表に、潜在的に顕著な普遍的価

値を有すると考えており、将来推薦を行う意思のある資産の名称

を示す必要がある。 

63. 締約国の暫定一覧表にすでに記載されていない資産の世界遺産一

覧表への登録推薦は検討に付されない。 

64. 締約国は、遺産管理者、地方自治体、地域コミュニティー、先住

民族、NGO、その他の利害関係者及びパートナーを含む幅広い

関係者及び権利者の完全で効果的かつジェンダーバランスのとれ

た参加を得て、暫定一覧表を作成することが推奨される。先住民

族の土地、領地、または資源に影響を与えるサイトの場合、締約

国は、そのサイトを暫定一覧表に含める前に、自由意思による、

事前の、十分な情報に基づく同意を先住民族から得るために、代

表機関を通じて関係する先住民族と誠意を持って協議および協力

することとする。  

65. 締約国は、推薦を行う少なくとも 1 年前までに、事務局に暫定一

覧表を提出すること。また、締約国は、少なくとも 10 年ごとに

自国の暫定一覧表を見直し再提出することを推奨されている。 

66. 締約国は、付属資料 2A 及び付属資料 2B（国境を越える資産とし

て将来推薦する場合）の標準書式を使用して英語またはフランス

語で暫定一覧表を作成し、提出すること。同一覧表には、資産の

名称、地理的な位置、資産の簡単な説明、顕著な普遍的価値の根

拠を記載すること。 

67. 締約国は、完成した暫定一覧表に正式な署名をした原本を次の宛

先に提出すること。 

世界遺産条約第 1 条、第 2 
条及び第 11 条第 1 項参照 

決定 39 COM 11参照 

決定 24 COM para.VI.2.3.2参
照 

決定 43 COM 11A参照 

決定 39 COM 11参照 



世界遺産条約履行のための作業指針 24 

UNESCO World Heritage Centre 
7, place de Fontenoy 
75352 Paris 07 SP 
France 
Tel: +33 (0) 1 4568 1136 
E-mail: wh-tentativelists@unesco.org 

68. 締約国から暫定一覧表を受理した時点で、世界遺産センターは、

提出書類が 付属資料 2 に合致しているかどうか確認を行う。書類

が付属資料 2 に合致していないと思われる場合は、世界遺産セン

ターは、締約国に照会を行う。全ての情報が提供された時点で、

暫定一覧表は事務局に登録され、関係諮問機関に伝達される。ま

た、すべての国の暫定一覧表の要約は毎年、委員会に提示される。

事務局は、関係締約国と協議し、暫定一覧表の更新を行う。特に、

世界遺産一覧表へ記載が完了した資産及び推薦されたが世界遺産

一覧表へ不記載となった資産の暫定一覧表からの削除を行う。 

締約国の暫定一覧表は、透明性、情報へのアクセスを確保し、地

域 レ ベ ル お よ び テ ー マ レ ベ ル で の 暫 定 一 覧 表 の 調 整

（harmonization）を促進するために、世界遺産センターのウェブ

サイトおよび/または作業文書で公開される。  

各暫定一覧表の内容に対する唯一の責任は、当該締約国にある。 
暫定一覧表の公開は、国、領土、都市、区域、またはその境界線

の法的地位に関して、世界遺産委員会、世界遺産センター、また

はユネスコ事務局の意見の表明を意味するものではない。  

69. 締約国の暫定一覧表は次のウェブサイトに公開さている。
https://whc.unesco.org/en/tentativelists 

計画・評価ツールとしての暫定一覧表 

70. 暫定一覧表は将来の推薦についての示唆を与えるものであり、締

約国、世界遺産委員会、事務局、諮問機関にとって、有用かつ重

要な計画ツールである。 

71. 暫定一覧表は、潜在的な顕著な普遍的価値を裏付ける証拠に基づ

き、選択的に作成されなければならない。締約国は、委員会の要

請に基づいて、世界遺産一覧表におけるギャップ把握のために行

われた ICOMOS 及び IUCN による世界遺産一覧表・暫定一覧表の

分析を参照することが奨励される。この分析により、世界遺産候

補資産のテーマ、地域、地政文化的区分（geo-cultural groupings）、

生物地理区分の比較を行うことが可能である。締約国は、必要に

応じて、暫定一覧表の作成過程において、諮問機関からできるだ

け早い段階でのアップストリームの助言を求めることが奨励され

ている。 

決定 27 COM 8A参照 

決定 7 EXT.COM 4A参照 

決定 24 COM para. VI.2.3.2(ii), 
決定 39 COM 11参照 

世界遺産センター文書 WHC-
04/28.COM/13.B I 及び II参照 
https://whc.unesco.org/document/5297  
(ICOMOS)  
https://whc.unesco.org/document/5298 
(IUCN) 

決定 41 COM 11参照 
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72. 加えて、締約国は、諮問機関によって実施されている特定のテー

マ別研究を参考とすることが奨励される（第 147段落参照）。こ

れらの研究は、締約国から提出された暫定一覧表のレビュー、暫

定一覧表の調整に関する会議の報告書、また、諮問機関及び資格

を有する機関や個人により行われたその他の技術研究を情報源と

している。過去に行われたこれらの研究の一覧表は 、 次 の ウ 
ェ ブ サ イ ト に 公 開 さ れ て い る 。 
https://whc.unesco.org/en/globalstrategy 

73. 締約国は、地域レベル及びテーマレベルで暫定一覧表の調整を図

るよう奨励される。暫定一覧表の調整とは、締約国が諮問機関の

支援のもと、各締約国の暫定一覧表をまとめて評価することで、

ギャップをレビューし共通のテーマを把握するプロセスである。

調整は、締約国と異なる文化的コミュニティーとの間に有意義な

対話を生み出し、共通の遺産と文化的多様性の尊重を促進する大

きな可能性を持っている。調整により、暫定一覧表の改善や、締

約国からの新たな推薦、推薦書の作成における締約国グループ間

の協力が生まれることが期待される。 

暫定一覧表作成のための締約国への支援及び能力構築 

74. グローバル・ストラテジーを履行するには、締約国が暫定一覧表

の作成、更新、調整を行い、推薦書の作成を行うための技能の獲

得および/または調整を支援するために、多様な受益者グループ

のための能力構築及び研修における協力が必要となることが考え

られる。 

75. 暫定一覧表の作成、更新、調整を目的とした国際援助が締約国か

ら要請されることが考えられる（第 VII 章参照）。 

76. 諮問機関及び事務局は、評価ミッションの機会を活用して、暫定

一覧表及び推薦書の作成方法について、十分に代表されていない

国を支援するための地域トレーニングワークショップを開催する

こと。 

II.D 顕著な普遍的価値の評価基準 

77. 本委員会は、ある資産が以下の基準のうち 1 つ以上を満たすとき、

当該資産が顕著な普遍的価値（第 49-53 段落を参照）を有するも

のとみなす。 

(i) 人間の創造的才能を表す傑作である。 

(ii) 建築、科学技術、記念碑、都市計画、景観設計の発展に重要

な影響を与えた、ある期間にわたる価値観の交流又はある文

化圏内での価値観の交流を示すものである。 

(iii) 現存するか消滅しているかにかかわらず、ある文化的伝統又

は文明の存在を伝承する物証として無二の存在（少なくとも

希有な存在）である。 

決定 24 COM VI.2.3.5(ii)参照 

ここにあげる基準は、以前

は文化遺産のための登録基

準 (i) - (vi) 及び自然遺産のた

めの登録基準 (i) - (iv) の 2つ
のグループに分けられてい

たものである。  

第 6 回世界遺産委員会特別

会合において、これら 10の
登録基準をひとまとめにす

ることが決定された（決定 
6EXT.COM 5.1） 。 

テーマ別研究は、世界遺産

一覧表への推薦時に締約国

によって行われる比較分析

とは異なる（第132段落参

照）。 

決定 43 COM 11A参照 

決定 43 COM 11A参照 
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(iv) 歴史上の重要な段階を物語る建築物、その集合体、科学技術

の集合体、あるいは景観を代表する顕著な見本である。 

(v) あるひとつの文化（または複数の文化）を特徴づけるような

伝統的居住形態、もしくは陸上・海上の土地利用形態を代表

する顕著な見本、又は、人類と環境とのふれあいを代表する

顕著な見本である。特に不可逆的な変化によりその存続が危

ぶまれているもの。 

(vi)     顕著な普遍的意義を有する出来事（行事）、現在も存続し

ている伝統、思想、信仰、芸術的作品、あるいは文学的作品

と直接または実質的関連がある（この基準は他の基準と併せ

て用いられることが望ましい）。 

(vii) 最上級の自然現象、又は、類まれな自然美・美的価値を有す

る地域を包含する。 

(viii) 生命進化の記録や、地形形成における重要な進行中の地質学

的過程、あるいは重要な地形学的又は自然地理学的特徴とい

った、地球の歴史の主要な段階を代表する顕著な見本である。 

(ix) 陸上・淡水域・沿岸・海洋の生態系や動植物群集の進化、発

展において、重要な進行中の生態学的過程又は生物学的過程

を代表する顕著な見本である。 

(x) 学術上又は保全上顕著な普遍的価値を有する絶滅のおそれの

ある種の生息地など、生物多様性の生息域内保全にとって最

も重要な自然の生息地を包含する。 

78. 顕著な普遍的価値を有するとみなされるには、当該資産が完全性

及び/又は真正性の条件についても満している必要がある。又、

確実に保護を担保する適切な保護管理体制がなければならない。 

II.E 真正性及び／又は完全性 

真正性 

79. 登録基準(i)から(vi) に基づいて推薦される資産は真正性（オーセ

ンティシティ）の条件を満たすことが求められる。真正性に関す

る奈良ドキュメントを含む付属資料 4 には、資産の真正性を検証

するための実践的な原則が示されている。以下にその要約を示す。 

80. 遺産が備えている価値を理解できる程度は、この価値に関する情

報源がどの程度の信用性、真実性を有すると考えられるかに依存

する。文化遺産の本来の特質と後年の変化、及び時間の経過とと

もに蓄積されるそれらの意味に関連して、その情報源を知り理解

することは、真正性に係るあらゆる側面を評価する上での要件で

ある。 

決定 39 COM 11参照 
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81. 文化遺産が備えている価値についての判断は、関連する情報源の

信用性と同様に、文化ごとに異なる場合があるほか、単一の文化

内においてさえ異なることが考えられる。全ての文化は等しく尊

重されるべきであることから、文化遺産の検討、判断は、主にそ

れが属する文化的文脈において行われなければならない。 

82. 文化遺産の種類、その文化的文脈によって一様ではないが、資産

の文化的価値（推薦の根拠として提示される価値基準）が、下に

示すような多様な属性を通じて真実かつ信用性を有する形で表現

されている場合に、真正性の条件を満たしていると考えられ得る。 

 形状、意匠 
 材料、材質 
 用途、機能 
 伝統、技能、管理体制 
 所在地、周辺環境 
 言語、その他の無形遺産 
 精神、感性 
 その他の内部要素および外部要素 

 
83. 精神や感性といった属性を、実際に真正性の条件として適用する

のは容易ではないが、それでもなお、それらは、例えば伝統や文

化的連続性を維持しているコミュニティーにおいては、その土地

の特徴や土地感を示す重要な指標である。 

84. これらの情報源をすべて利用すれば、文化遺産の芸術的側面、歴

史的側面、社会的側面、科学的側面について詳細に検討すること

が可能となる。「情報源」は、文化遺産の本質、特異性、意味及

び歴史を知ることを可能にする物理的存在、文書、口述、表象的

存在のすべてと定義される。 

85. 資産の推薦書を作成するなかで真正性の条件を考慮する場合は、

締約国は、最初に、該当する重要な真正性の属性をすべて特定す

る必要がある。真正性の言明において、これらの重要な属性のひ

とつひとつにどの程度の真正性があるか又は表現されているかを

評価すること。 

86. 真正性に関し、考古学的遺跡や歴史的建造物・歴史的地区を再建

することが正当化されるのは、例外的な場合に限られる。再建は、

完全かつ詳細な資料に基づいて行われた場合のみ許容され得るも

のであり、憶測の余地があってはならない。 

完全性 

87. 世界遺産一覧表に推薦される資産は全て、完全性の条件を満たす

ことが求められる。 

決定 20 COM IX.13参照 



世界遺産条約履行のための作業指針 28 

88. 完全性は、自然遺産及び/又は文化遺産とそれらの属性のすべて

が無傷で包含されている度合いを測るためのものさしである。従

って、完全性の条件を調べるためには、当該資産が以下の条件を

どの程度満たしているかを評価する必要がある。 

a) 顕著な普遍的価値を表現するために必要な要素がすべて含ま

れているか。 

b) 当該資産の重要性を示す特徴と背景を不足なく代表するため

に、適切な規模が確保されているか。 

c) 開発及び/又は管理放棄による負の影響を受けているか。 

以上について、完全性の言明において説明を行うこと。 

89. 登録基準(i)から(vi)までに基づいて推薦される資産は、資産の物

理的構造及び/又は重大な特徴が良好な状態であり、劣化の進行

による影響がコントロールされていること。また、資産が有する

価値の総体を現すのに必要な要素が、相当の割合包含されている

こと。文化的景観及び歴史的町並みその他の生きた資産において、

これらの独自性を特徴づけている関係性や動的な機能が維持され

ていること。 

90. 登録基準(vii)から(x)までに基づいて推薦される資産は、全て、生

物物理学的な過程及び地形上の特徴が比較的無傷であること。し

かしながら、いかなる場所も完全な原生地域ではなく、自然地域

は全て動的なものであり、ある程度人間との関わりが介在するこ

とが知られている。生物多様性と文化的多様性は密接に関連し、

相互依存することがあり、伝統的社会、地域のコミュニティー、

先住民族を含めて、人間活動はしばしば自然地域内で行われる。

そのような活動も、生態学的に持続可能なものであれば、当該地

域の顕著な普遍的価値と両立し得る。 

91. 以上に加えて、登録基準(vii)から(x)に基づいて推薦される資産は、

基準毎に完全性の条件が定義されている。 

92. 登録基準(vii)に基づいて推薦される資産は、顕著な普遍的価値を

有すると同時に、資産の美しさを維持するために不可欠な範囲を

包含していること。例えば、滝を中心とする風景の場合、資産の

美的価値に一体的に結びついた隣接集水域及び下流域を包含して

いれば、完全性の条件を満たす可能性がある。 

93. 登録基準(viii)に基づいて推薦される資産は、関連する自然科学的

関係において相互に関連し依存した鍵となる要素の全て又は大部

分を包含していること。例えば、「氷河時代」の地域であれば、

雪原、氷河そのもの及び氷食形状、堆積、生物相の定着の例（例

えば、条線、モレーン、植物遷移の初期段階等） を包含してい

れば、完全性の条件を満たす可能性がある。また、火山の場合は、

一連の火山作用が網羅され、各種の噴出物や噴火様式の全て又は

大部分が代表されていれば、完全性の条件を満たす可能性がある。 

登録基準 (i) - (vi) に基づい

て推薦される資産に係る完

全性の条件の適用例につい

ては、現在作成中。 

決定 43 COM 11A参照 



世界遺産条約履行のための作業指針 29 

94. 登録基準(ix)に基づいて推薦される資産は、生態系及びそこに含

まれる生物多様性を長期的に保全するために不可欠なプロセスの

鍵となる側面を現すために十分な大きさをもち、必要な要素を包

含すること。例えば、熱帯雨林地域は、ある程度の標高変化、地

形・土壌の変化があり、パッチ状の環境及びパッチの自然再生が

見られれば、完全性の条件を満たす可能性がある。同様に、サン

ゴ礁であれば、例えば、海草やマングローブ、又はサンゴ礁への

栄養塩や堆積物の流入を制御するその他の隣接生態系を包含すれ

ば、完全性の条件を満たす可能性がある。 

95. 登録基準(x)に基づいて推薦される資産は、生物多様性の保全に

とって最も重要な存在であること。生物学的に見て、最も多様

性・代表性の高い資産のみがこの基準を満たし得ると考えられる。

関係する生物地理区、生態系の特徴を示す動植物相の多様性を最

大限維持するための生息環境を包含していることが求められる。

例えば、熱帯サバンナの場合であれば、共進化した草食動物と植

物の組み合わせが完全に残っていれば、完全性を満たす可能性が

ある。また、島嶼生態系の場合であれば、固有の生物相を維持す

るための生息環境を包含すべきである。広い生息域をもつ種を含

む場合は、当該種の生存可能個体群サイズを確保するために不可

欠な生息環境を包含するのに十分な大きさを確保すべきである。

さらに、渡りの習性をもつ生物種を含む地域の場合は、繁殖地、

営巣地、判明している渡りのルートが適切に保護されていること

が求められる。 

II.F 保護と管理 

96. 世界遺産資産の保護と管理にあたっては、完全性及び/又は真正

性の条件を含む記載時の顕著な普遍的価値が、将来にわたって持

続、強化されるように担保すること。資産の保全状況一般、そし

て顕著な普遍的価値についての定期的なレビューを、作業指針4 
に示すように、世界遺産のモニタリング・プロセスの枠組みのな

かで実施すること。 

97. 世界遺産一覧表に記載されているすべての資産は、適切で長期的

な立法措置、規制措置、制度的措置、及び/ 又は伝統的手法によ

り確実な保護管理が担保されていなければならない。その際、適

切な保護範囲（境界）の設定を行うべきである。締約国は、推薦

資産についても、同様に、国、地域、市町村の各段階における適

切な保護対策、及び/又は伝統的手法による適切な保護対策を具

体的に示すことが求められる。従って、締約国は、当該資産を保

護するためにどのような措置が実施されているかについて分かり

やすく解説した説明文を推薦書に添付すること。 

                                                      
4 作業指針に示すモニタリング・プロセスには、リアクティブモニタリング（段落 169-176） 及び定期報告

（段落 199-210）がある。 
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立法措置、規制措置、契約による保護措置  

98. 完全性及び/又は真正性を含む、顕著な普遍的価値に対して負の

影響を及ぼす可能性のある社会的、経済的、その他の圧力もしく

は変化から、確実に資産を保護するための立法措置、規制措置を

国及び地方レベルで整備することが求められる。また、締約国は、

それらの施策を十分かつ効果的に実施する必要がある。 

効果的な保護のための境界線の設定 

99. 境界線を明確に設定することは、推薦資産を効果的に保護するた

めの不可欠な要件である。境界線の設定は、資産の顕著な普遍的

価値を伝える全ての属性を包含し、資産の完全性及び/又は真正

性を確実に担保しなければならない。 

100. 基準(i)から(vi)に基づいて推薦される資産の場合は、資産の顕著

な普遍的価値を直接的かつ具体的に表現しているすべての領域、

属性を包含するとともに、将来の調査次第でそれらを理解するこ

とに寄与し、理解を深める潜在的可能性を有する地域もあわせて

含むように境界を設定すること。 

101. 基準(vii)から(x)に基づいて推薦される資産の場合は、世界遺産一

覧表記載の根拠となる生息域、種、（生物学的、地質学的）過程

又は現象を成立させる空間的要件を反映した境界を設定すること。

推薦範囲外の人間活動や資源利用の直接的影響から資産の遺産価

値を保護するために、顕著な普遍的価値を持つ範囲に直接的に隣

接する地域について十分な範囲を含むようにすること。 

102. 推薦資産の境界は、自然公園、自然保護区（リザーブ）、生物圏

保護区（バイオスフィアリザーブ）、文化的・歴史的保護地区、

その他の区域や地域など、既存または計画中の保護区と重なる場

合がある。これら既存の保護区内には管理水準の異なる複数のゾ

ーンが設定されていることがあるが、必ずしも全てのゾーンが記

載の要件を満たすとは限らない。 

緩衝地帯 

103. 資産を適切に保護するために必要な場合は、適切な緩衝地帯（バ

ッファゾーン）を設定すること。 

104. 緩衝地帯は、推薦資産の効果的な保護を目的として、推薦資産を

取り囲む地域に、法的及び／又は慣習的手法により補完的な利

用・開発規制を敷くことにより設けられる追加的な保護の網であ

る。推薦資産の周辺環境、重要な景色やその他資産の保護を支え

る重要な機能をもつ区域又は属性が含まれるべきである。緩衝地

帯を構成する範囲は、個々に適切なメカニズムによって決定され

るべきである。推薦の際には、緩衝地帯の大きさ、特性及び緩衝

地帯で許可される用途についての詳細及び資産と緩衝地帯の正確

な境界を示す地図を提出すること。 

決定 39 COM 11参照 

決定 39 COM 11参照 

決定 39 COM 11参照 
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105. 設定された緩衝地帯が、当該資産をどのように保護するのかにつ

いての明確な説明もあわせて示すこと。 

106. 緩衝地帯を設定しない場合は、緩衝地帯を必要としない理由を推

薦書に明示すること。 

107. 緩衝地帯は推薦資産とは別であるが、資産が世界遺産一覧表へ記

載された後に緩衝地帯を変更する場合もしくは緩衝地帯を新たに

設置する場合は、軽微な境界の変更のための手続き（第 164 段落

及び付属資料 11 参照）に則って、世界遺産委員会の承認を得る

こと。記載後の緩衝地帯の新たな設置は、通常、軽微な境界の変

更とみなされる5。 

管理体制 

108. 各推薦資産は、資産の顕著な普遍的価値をどのように保全すべき

か（参加型手法を用いることが望ましい）について明示した適切

な管理計画又は文書化された管理体制を備えていること。 

109. 管理体制の目的は、推薦資産の現在及び将来に渡る効果的な保護

を担保することである。 

110. どのような管理体制が効果的かは、推薦資産のタイプ、特性、ニ

ーズや当該資産が置かれた文化、自然面での文脈によっても異な

る。管理体制の形は、文化的視点、利用可能な資源、その他の要

因によって、様々な形をとり得る。伝統的手法、既存の都市計

画・地域計画手法や、その他の公式及び非公式の計画的手法が使

われることが考えられる。予定された介入についての影響評価は、

全ての世界遺産にとって不可欠である。 

111. 上記の多様性を認識したうえで、効果的な管理体制に共通する要

素として、以下のものが挙げられる。 

a) 地域コミュニティーや先住民族を含むすべての関係者が、資

産とその普遍的価値、国家的及び地域的な価値、及び社会生

態学的な文脈についての理解を十二分に共有していること。 

b) 多様性、公平性、ジェンダーの平等及び人権の尊重、包括的

かつ参加型の計画立案と利害関係者との協議プロセスの使用。 

c) 計画、実行、モニタリング、評価、フィードバックのサイク

ル。 

d) 災害や気候変動を含む、社会的、経済的、環境的、その他の

圧力や変化に対する資産の脆弱性の評価、ならびに影響、変

化の傾向及び計画されている人為的介入についてのモニタリ

ング。 

                                                      
5 国境を越える資産/複数の国にまたがる資産については、全ての関係締約国が当該変更に合意している必要

がある。 

決定 39 COM 11参照 
決定 43 COM 11A参照 
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e) 参加のための仕組み、様々なパートナー、ステークホルダー

間の様々な活動の調整を行うための仕組みの開発。 

f) 必要な（人的、財政的）資源が割り当てられていること。 

g) 能力構築  

h) 管理体制の運営に関する説明責任と透明性。 

112. 効果的な管理には、推薦資産の保護、保全、及び公開に関しての

短期、中期、長期的取組のサイクルがある。計画と管理に対する

統合的なアプローチが、資産の経時的進化を導き、顕著な普遍的

価値の全ての側面を確実に維持していく上で、不可欠である。こ

のアプローチは、資産範囲を超えて緩衝地帯、さらにはより広い

周辺環境にも関係するものである。より広い周辺環境には、資産

の地形、自然環境、人工的環境や、インフラ、土地利用パターン、

空間的構成、視覚的関係性といったその他の要素が関係すること

もあり得る。また、関係する社会的、文化的慣習、経済的プロセ

スや、人々の感覚や連想といったその他の無形的側面が含まれる

こともあり得る。より広い周辺環境の管理は、顕著な普遍的価値

を支える上でのその役割と関連している。その効果的な管理は、

遺産と社会の相互利益を活用することにより、持続可能な開発に

も貢献する可能性がある。  

113. さらに、条約の履行という観点から、世界遺産委員会はリアクテ

ィブモニタリング（第 IV 章参照）及び定期的報告（第 V 章参照）

のプロセスを設定している。 

114. 「関連性のある資産群」については、個々の構成要素の管理を連

携して行うための管理体制やメカニズムが不可欠であり、推薦書

に明記することが求められる（第 137-139 段落参照）。 

115. [削除] 

116. 推薦サイトの本来の特質が、人為的行為に脅かされていながら、

なお登録基準及び第 78 段落から第 95 段落に既定されている真正

性または完全性の条件を満たしている場合は、必要な是正措置に

ついて示したアクションプランを推薦ファイルとともに提出する

ことが求められる。締約国が提出した是正措置が、締約国により

提示された期限内に実施されない場合は、委員会で採択される手

順に基づき、委員会は資産をリストから削除することを検討する

（第 IV 章 C 参照）。 

117. 締約国には、世界遺産のための効果的な管理活動を実施する責任

がある。締約国は、必要に応じて、公平なガバナンスの仕組み、

協働管理システム、救済メカニズムを開発することにより、資産

の管理者、管理権限を持つ機関、その他のパートナー機関、地域

コミュニティー、先住民族、権利所有者及び資産管理関係者との

緊密な連携を図ること。 

決定 43 COM 11A参照 

決定 39 COM 11参照 

決定 39 COM 11参照 

決定 39 COM 11参照 
決定 43 COM 11A参照 
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118. 締約国が世界遺産の管理計画及びトレーニングストラテジーに、

災害、気候変動、その他のリスクへの対策の項目を含めることを、

委員会は推奨する。 

118bis. 作業指針の第 179 段落及び第 180 段落にかかわらず、締約国は、

資産内またはその周辺での実施が計画されている開発プロジェク

ト及び活動の前提条件として、環境影響、遺産影響評価、及び/
又は戦略的環境評価を確実に実施するものとする。これらの評価

は、開発の代替案、および資産の顕著な普遍的価値に対する潜在

的な正と負の両方の影響を特定し、資産またはより広い周辺環境

内の文化資産または自然遺産における劣化またはその他の負の影

響に対する緩和策を推奨する役割を果たす。これにより、顕著な

普遍的価値の長期的な保護と、災害や気候変動に対する遺産のレ

ジリエンスの強化が保証される。 

持続可能な利用 

119. 世界遺産は、生物学的および文化的多様性を維持し、生態系サー

ビスおよびその他の利益を提供し、環境および文化の持続可能性

に貢献し得る。資産は、生態学的、文化的に持続可能な継続的か

つ提案されている様々な利用を支え得るものであり、また、関係

するコミュニティーの生活の質と幸福を高める可能性がある。締

約国とそのパートナーは、それらの利用が公平であり、資産の顕

著な普遍的価値を完全に尊重していることを保証する必要がある。

なかには人間による利用が適切ではない資産も存在する。世界遺

産に影響を与える法令、政策、戦略は、顕著な普遍的価値の保護

を担保し、より広い自然遺産・文化遺産の保全と両立し、資産に

関わるコミュニティー、先住民族及びその他の利害関係者の効果

的で包括的かつ公平な参加を促進・奨励するものであることが、

持続可能な保護、保全、管理、及び公開の必要条件である。 

  

決定 43 COM 11A参照 

決定 43 COM 11A参照 

決定 43 COM 11A参照 
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III 世界遺産一覧表への資産記載の流れ 

III.A 推薦の準備 

120. 推薦書は、委員会が世界遺産一覧表への記載を検討するための第

一の根拠となる。そのため、推薦書には関連情報がすべて含まれ

ている必要があり、情報源との相互参照が可能でなければならな

い。 

121. 付属資料 3 には、特定のタイプの資産の推薦を準備する際の指針

が締約国に示されている。 

122. 世界遺産一覧表への推薦の準備を開始する前に、締約国は、第 
168 段落に示す推薦のサイクルについて十分に理解しておくこと。

予算や時間を掛けて推薦書の本格的な作成を行う前に、当該資産

が、完全性、真正性を含め、OUV を有することを証明できるか

どうかの潜在的可能性について確認するための準備作業を実施す

ることが望ましい。そのような準備作業としては、入手可能な資

産に関する情報の収集、テーマ別研究、完全性、真正性を含めた 
OUV の証明可能性についてのスコーピングのための研究、諮問

機関により策定されたギャップ分析における分析など、より広い

世界的、地域的文脈における初期的な比較研究が挙げられる。こ

の初期段階での作業により、推薦の可能性についての実現可能性

を判断し、成功する可能性がなさそうな推薦準備に対して（経済

的、人的）資源を費やすことを避けることができる。締約国は、

この初期段階において、関係諮問機関にアップストリームアドバ

イス6  を求めること、また、推薦の検討の出来るだけ早い段階で、

世界遺産センターに連絡をとり、情報やガイダンスを求めること

が望ましい。 

                                                      
6 アップストリームプロセス：世界遺産一覧表への記載に向けた推薦に関して、「アップストリームプロセ

ス」は、推薦前に行われるアドバイス、コンサルテーション、分析などで構成され、評価段階に入ってから

重大な問題に直面する推薦の数を減らすことを目指している。アップストリームプロセスの基本的原則は、

可能性のある推薦の準備に至る全過程を通じて、諮問機関及び世界遺産センターが、締約国に直接的にガイ

ダンスと能力構築を提供できることにある。アップストリームでの支援を効果的なものとするためには、推

薦プロセスの最も早い段階、締約国の暫定一覧表の作成もしくは改訂の時点から開始すべきである。 
推薦の文脈で与えられるアドバイスの目的は、締約国が可能性のある推薦を準備するために必要な実現可能

性及び／又は行動を評価することを可能にする重要なツールを締約国に提供するために、推薦の技術的メリ

ットと必要な技術的枠組みに関するガイダンスを提供することに限定される。 

アップストリームプロセスの要請は、公式フォーマット（作業指針の付属資料 15）を使用して提出する必要

がある。 要請の数が上限を超えた場合は、第 61段落 c) の優先順位付けシステムが適用される。 

決定 34 COM 12 (III)参照 

「推薦のアップストリーム

プロセス：推薦プロセスに

おける創造的アプローチ」

専門家会議報告書（プーケ

ット: 2010）参照 

決定 36 COM 13.I参照 
決定 39 COM 11参照 
決定 43 COM 11A参照 
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123. 推薦の過程に地域コミュニティーや先住民族、政府・非政府・民

間組織、その他のステークホルダーが効果的かつ包括的に参加す

ることは、彼らが資産の維持管理において締約国と責任を共有す

る上で重要である。締約国は、関係者の参加を出来るだけ広く得

つつ推薦の準備を行うことが推奨され、とりわけ推薦書を適切な

言語で公開し、公聴会等を開催することによって、先住民族から

自由意思による、事前の、十分な情報に基づく同意が得られたこ

とを、適宜、示すこと。 

124. 締約国は、推薦の準備のために、第 VII 章 E.に示す「準備援助」

を要請することができる。 

125. 事務局は推薦の過程を通じて支援をする用意があり、締約国は、

事務局に連絡をとることが推奨される。 

126. また、事務局から以下のような支援を受けることができる。 

a) 適切な地図と写真、及びそれらを入手できる国家機関を特定

するための支援 

b) 成功した推薦書、管理及び立法規定の例の紹介 

c) 文化的景観、町、運河、遺産の道（Heritage Routes）といっ

た特種な資産の推薦に係るガイダンス（付属資料 3 参照）。 

d) 関連性のある資産群、国境を超える資産の推薦に係るガイダ

ンス（第 134-139 段落参照）。 

127. 締約国は、年間を通じていつでも推薦書の草案を事務局に提出し、

コメントやレビューを求めることができる。しかしながら、前年

の 9 月 30 日までに、2 月 1 日の期限までに提出しようとしている

推薦書の草案を事務局に送致することが締約国に強く推奨されて

いる（第 168 段落参照）。この推薦書の草案の提出には、候補地

の境界を示す地図が含まれていなければならない。推薦書の草案

の提出は、電子書式ないし出力したもの（地図以外の付属資料を

除いたもの 1 部のみ）で行うことが出来る。どちらの場合も、カ

バーレターをつけること。 

128. 推薦書の提出は年間を通じていつでも行うことができるが、「完

全」な推薦書（第 132 段落及び付属資料 5 参照）で 2 月 1 日もし

くはそれ以前7 に事務局に受理された書類のみが、翌年世界遺産

委員会において世界遺産一覧表への記載を検討する対象となる。

又、締約国の暫定一覧表に掲載されている資産の推薦のみが委員

会の審議に付される（第 63 段落及び第 65 段落参照）。 

III.B 推薦書の書式及び内容 

129. 世界遺産一覧表記載のための推薦書は、付属資料 5 に示す書式に

従って作成すること。 

                                                      
7 2月 1 日が週末にあたる場合は、推薦書は、直前の金曜日の GMT 17:00 までに受理されなければならない。 

決定 39 COM 11参照 
決定 43 COM 11A参照 

決定 37 COM 12.II参照 

決定 37 COM 12.II参照 
決定 39 COM 11参照 
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130. 当該書式には、以下の項目が含まれる。 

1. 資産の登録範囲（Identification of the Property） 
2. 資産の内容（Description of the Property） 
3. 記載の価値証明（Justification for Inscription） 
4. 保 全 状 況 及び 資 産 へ 影響を与える諸 条件（State of 

conservation and factors affecting the property） 
5. 保護管理（Protection and Management） 
6. モニタリング（Monitoring） 
7. 資料（Documentation） 
8. 管 理 組 織 の 連 絡 先 （Contact Information of responsible 

authorities） 
9. 締約国代表署名（Signature on behalf of the State Party(ies)） 

131. 世界遺産一覧表への推薦書は、見た目よりも内容に基づいて審査

される。 

132. 推薦書が「完全」であると認められるためには、以下の要件（付

属資料 5 の書式を参照）を満たす必要がある。 

 

エグゼクティブサマリー 

エグゼクティブサマリーには、推薦資産の境界と緩衝地帯（該当

する場合）の境界を示す地図の縮小版、顕著な普遍的価値の言明

案（推薦書 3.3 項に示されたものと同じ文章）など、推薦書の本

文から抽出した重要な情報（付属資料 5 参照）を含むこと。 

1. 資産の範囲 

推薦する資産の範囲（境界線）を明確に示すこと。なお、（緩衝

地帯を設定する場合は）推薦資産と緩衝地帯の区別を明確にする

こと（第 103-107 段落参照）。地図は、陸上及び/又は海上のどの

範囲が推薦されているのかを正確に判別できる十分詳細なもので

あること（付属資料 5 の 1.e の注釈参照）。可能であれば、当該

締約国の最新の公式地形図に資産の境界線及び緩衝地帯（設定す

る場合）を注記したものを印刷物で提出すること。明確に境界線

が示されていない推薦書は、「不完全」とみなされる。 

2. 資産の内容 

資産の内容には、資産の特徴及び資産の歴史と変遷についての概

要が含まれる。地図に記載されているすべての構成要素の特徴と

解説を記述することが求められる。特に、「関連性のある資産群」

の推薦を行う場合 は、構成要素を個別に解説すること。 

歴史と変遷には、当該資産がどのようにして現在の形に至ったの

か、又、過去にどのような重大な変化を経てきたのかについて記

述すること。ここでは、当該資産が顕著な普遍的価値の基準及び

完全性及び/又は真正性の条件を満たすことを示すための論拠と

して重要な事実について提示すること。 

決定 37 COM 12.II参照 
決定 39 COM 11参照 
決定 43 COM 11A参照 
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3. 記載の価値証明 

本項では、なぜ資産が顕著な普遍的価値を有していると考えられ

るのかを明らかにしなければならない。 

3.1.a から 3.1.e までの項目の本文には、顕著な普遍的価値の言明

案(3.3 項)の記述を支持するより詳細な情報を含めること。  

3.1.b では、当該資産の推薦の根拠となる世界遺産の登録基準

（第 77 段落参照）を示し、基準ごとにその採用の明確な論拠を

示すこと。完全性の言明及び（文化的基準が提案されている場合

は）真正性の言明として、当該資産が第 78 段落から第 95 段落に

示された条件をどのように満たしているのか示すこと。 

3.2 では、当該資産を、国内外の類似の世界遺産、その他の資産

と比較した比較分析を行うこと。比較分析では、当該資産の国内

での重要性及び国際的重要性について説明すること。 

3.3 では、締約国が作成した、当該資産の顕著な普遍的価値の言

明案（第 49 段落‐第 53 段落及び第 155 段落参照） を示し、なぜ

当該資産が世界遺産一覧表に記載するに値すると考えられるのか

を明らかにする必要がある。 

4. 保全状況及び資産に影響を与える諸条件 

本項では、資産の現在の保全状況に関する正確な情報（資産の物

理的状況及び実施されている保全措置に関する情報等）を記載す

ること。また、資産へ影響を与える諸条件（脅威等）についても

記述すること。本項に記載される情報は、推薦資産の保全状況を

将来モニタリングする際に必要なベースラインデータとなる。 

5. 保護と管理 

保護：第 5 項には、資産の保護に最も関係のある、法的措置、規

制措置、契約による措置、計画的措置、制度的措置及び/又は伝

統的手法による措置の一覧を示し、当該措置による保護が実際に

どのように機能するのかについて詳細な分析を示すこと。又、法

令文、規制条文、契約文、計画及び/又は制度に係る文書、もし

くは当該文書の要約を英語又はフランス語で添付すること。 

管理：適切な管理計画その他の管理体制が不可欠であることから、

これらについて推薦書に示すことが必要である。又、管理計画そ

の他の管理体制の効果的な履行をいかに担保するかについても示

すことが期待される。持続可能な開発の原則は、緩衝地帯やより

広い周辺環境を含む、自然遺産、文化遺産、複合遺産のすべての

タイプの遺産の管理システムに統合されるべきである。 

管理計画又は管理体制についての文書を 1 部推薦書に添付するこ

と。管理計画が英語またはフランス語でない場合は、管理計画の

規定について英語又はフランス語で詳しく解説した資料を添付す

ること。 

資産を世界遺産一覧表に推

薦する際に締約国により行

われる比較分析と、委員会

の要請により諮問機関が行

うテーマ別研究を混同しな

いように注意（第 148 段落

参照） 

決定 7 EXT.COM 4A参照 
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管理計画、又は管理体制に係る文書についての詳細な分析、解説

を推薦書の 5.e 項に示すこと。 

上記の資料を含まない推薦は、管理計画が整備されるまでの間の

資産管理についての指針を示した他の文書が提出されない限り不

完全とみなされる。 

6. モニタリング 

締約国は、資産の保全状況を測定・評価する主要な指標（運用中

及び/又は計画中のもの）、影響を及ぼす諸条件、資産の保全措

置、調査頻度及び責任を有する管理機関について提示すること。 

7. 資料 

推薦に必要な資料として、上記の資料に加えて、a) 印刷に適した

質の画像（少なくとも 300 dpi のデジタル写真、及び、必要な場

合は、補完的映像、ビデオ、その他の視聴覚資料）、及び b)映像

資料/視聴覚資料目録及び使用承諾書（付属資料 5, 7.a を参照）を

提出すること。推薦書本文は、出力したものに加えて電子書式

（ワード及び/もしくは PDF 形式が望ましい）で提出すること。 

8. 管理機関の連絡先 

管理機関の詳細な連絡先を示すこと。 

9. 締約国代表署名 

推薦書の最後に、締約国を代表して署名する権限を与えられた政

府職員による直筆の署名を付すこと。 

10. 必要部数について（付属の地図を含む） 

文化遺産及び自然遺産の推薦書（文化的景観を除く）：同一のも

のを 2 部 

複合遺産及び文化的景観の推薦書：同一のものを 3 部 

11. 用紙及び電子書式について 

推薦書には、A4 サイズの用紙を用いること。又、電子書式（ワ

ード及び/もしくは PDF 形式）をあわせて提出すること。 
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12. 送付について 

締約国は、正式に署名された英語またはフランス語の推薦書を下

記に送付すること。 

UNESCO World Heritage Centre 
7, place de Fontenoy 
75352 Paris 07 SP 
France 
Tel: +33 (0) 1 4568 1136 
E-mail: wh-nominations@unesco.org 

133. 事務局は、推薦書とともに提出されたすべての資料（地図、計画、

写真等）を保管する。 

III.C 特異な資産の推薦に係る要件 

国境を越える資産 

134. 推薦資産は、 

a) 単一の締約国の領域内に全体が位置する場合もあれば、 

b) 隣接する複数の締約国の領域にまたがって分布する場合もあ

る（国境を越える資産）。 

135. 国境を越える資産の推薦書は、できる限り、関係締約国が条約第

11.3 条に則り共同で作成し、共同で提出することが望ましい。ま

た、関係締約国が、共同管理委員会または同様の機関を設立して

国境を越える資産全体の管理を監督することが強く推奨される。 

136. 現在、単一の締約国内にある世界遺産でも、拡張によって国境を

越える資産となる場合がある。 

関連性のある資産群 

137. 関連性のある資産群とは、明確に定義されるつながりによって関

係づけられた複数の構成資産をもつ。 

a) 構成資産は、景観、生態、進化、動植物の生息地の連続性に

関わるような、長期にわたる文化的、社会的、又は機能的な

つながりを反映すべきである。 

b) 個々の構成資産は、実質的、科学的、定義・判別しやすい形

で、資産全体の顕著な普遍的価値に貢献しているものであり、

特に無形の属性を包含する場合もある。その結果として生じ

る顕著な普遍的価値は、容易に理解され伝達されなければな

らない。 

c) 構成要素の選定を含む資産の推薦過程において、一貫性を保

つため、かつ構成要素の過度な断片化を避けるため、資産全

体としての管理可能性、統一性について十分考慮すべきであ

る（第 114段落参照）。 

決定 7 EXT.COM 4A参照 
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資産群全体として顕著な普遍的価値を有するものであり、必ずし

も個々の構成要素の顕著な普遍的価値については問われていない。 

138. 関連性のある資産群は、 

a) 単一の締約国の領域内に全体が位置する場合もあれば（関連

性のある資産群）、 

b) 複数の締約国の領域にまたがり（隣接する必要はない）、関

係するすべての締約国の同意を得て推薦される場合もある

（関連性のある国境を越える資産群） 

139. 関連性のある資産群の推薦は、単一の締約国によるものであれ、

複数の締約国による推薦であれ、最初に推薦される資産がそれ自

体で顕著な普遍的価値を有していれば、複数年にわたる審査を前

提にして推薦書の提出を行うことができる。複数年の推薦サイク

ルにわたる関連性のある資産群の推薦を計画している締約国は、

委員会の活動計画上の便を図るため、その意思を委員会に通知す

ることが推奨されていれる。 

III.D 推薦書の事務局登録 

140. 締約国から推薦書を受理した時点で、事務局は受理した旨を連絡

し、書類に漏れがないことを確認して、推薦書の事務局登録を行

う。事務局は、完全な推薦書については、審査に付すため、関係

諮問機関に送致する。事務局は、世界遺産センターのウェブサイ

ト上で、委員会メンバーに対して、推薦書本文の電子書式を提示

する。事務局は、諮問機関から要請があった場合、締約国に追加

情報の提出を要請することがある。第 168 段落に、推薦書の事務

局登録とその後の手続きに係るスケジュールを示す。 

141. 事務局は、受理したすべての推薦書について、受理日、「完全」

か「不完全」の別、第 132 段落及び付属資料 5 の内容に照らして

「完全」と判定した日付を示した一覧表を作成し世界遺産委員会

会合に提出する。 

142. 推薦書の提出に始まり世界遺産委員会の決定で完結する推薦のサ

イクルは、通常、第 1 年次の 2 月に推薦書が提出されてから翌年 
6 月の委員会の決定が下されるまでの 1 年 6 ヵ月間を要する。 

III.E 諮問機関による審査 

143. 諮問機関は、締約国によって推薦された資産が顕著な普遍的価値

を持つか、完全性及び（関係する場合は） 真正性の条件を満た

しているか、また、必要な保護管理上の要件を満たしているかど

うか審査を行う。ICOMOS 及び IUCN の審査の手順と書式を付属

資料 6 に示す。 

144. 文化遺産の推薦の審査は ICOMOS が行う。 

145. 自然遺産の推薦の審査は IUCN が行う。 

決定 26 COM 14  
決定 28 COM 14B.57 
決定 39 COM 11参照 

決定 39 COM 11参照 

決定 39 COM 11参照 

決定 7 EXT.COM 4A参照 
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146. 「文化的景観」に分類される資産の推薦の場合は、ICOMOS が

IUCN と適宜協議しながら審査を行う。複合資産の場合は、

ICOMOS と IUCN が協同で審査を行う。 

147. 世界遺産委員会から要請された場合やその他の必要性に応じて、

ICOMOS と IUCN は、推薦資産をその地域的、世界的もしくは特

定の主題における文脈の中で評価するため、テーマ別研究を実施

する場合がある。この研究は、締約国により提出された暫定一覧

表の見直しや、暫定一覧表の調整に係る会議報告書、さらに諮問

機関及び認定機関・個人により実施されたその他の技術的調査を

参照して行われる。現在までに実施されている研究の一覧表は、

付属資料３のセクション III、各諮問機関のホームページに掲載

されている。なお、これらの研究は、締約国が世界遺産一覧表へ

の資産の推薦の際に行う比較分析とは別のものである（第 132 段
落参照）。 

148. 以下に、ICOMOS 及び IUCN の審査及び公開（presentation）に係

る原則を示す。 

a) 世界遺産条約及び関連する作業指針、委員会決定に示された

追加方針に準拠する。 

b) 推薦に関係して諮問機関に提供される全ての情報の検討を含

め、客観的、厳正、かつ科学的であること。 

c) 審査の過程を通じて、推薦締約国と協議・対話において、一

貫した専門性、公平性、透明性を保つ。 

d) 審査と公開の両方において、事務局との合意のもとに採用す

る標準書式を用いて、匿名での審査を行うデスクレビュー担

当者を除いて、審査のプロセスに参加した全ての専門家の名

前を明記し、審査に係る全費用の詳細な内訳を添付する。 

e) 該当する主題に精通した地域の専門家を関与させる。 

f) 資産が顕著な普遍的価値を有し、完全性及び/又は真正性の

条件、管理計画/体制及び法的保護の条件を満たしているか

について、明確に個別に述べる。 

g) 各資産を、保全状況を含む関連基準の全てに体系的に照らし

あわせて、相対的に評価する。すなわち、当該締約国内外の

同種の他の資産との比較を行う。 

h) 検討対象の推薦に関連する委員会の決定及び要請を参照する。 

i) 推薦の検討が行われる年の 2 月 28 日を過ぎて締約国から提

出された情報は一切考慮しない。締約国からの情報が期限を

過ぎてから到着し、審査上考慮されない場合は、当該締約国

に対しその旨を通知する。本提出期限は厳密に執行される。 

j) 適宜、見解の妥当性の裏付けとして、参考とした文献等の一

覧表を示す。 

決定 28 COM 14B.57 
決定 30 COM 13 
決定 39 COM 11参照 
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149. 諮問機関は、1 月 31 日までに締約国に、条約の二つの作業言語の

いずれかで、評価に関する状況や課題について概要を示すととも

に、補足情報が必要であればそのための詳細な要請を記した簡潔

な中間報告を送致することが求められる。その際、世界遺産委員

会の議長あての写しを世界遺産センターに送ること。 

150. 諮問機関による推薦書の評価における事実誤認に関して詳細を記

し、付属資料 12 に示した適切な書式に則って提出された関係締

約国からの書簡は、関係諮問機関あての写しとともに、委員会会

合開催の 14 日前までに世界遺産センターに受理されなければな

らない。当該書簡は、委員会会合の初日までに関係する議題の文

書に付属資料として添付される。世界遺産センター及び諮問機関

は、この書簡に対するコメントを、書式中の該当セクションに付

すことができる。 

151. ICOMOS 及び IUCN は以下の３つのなかから勧告を行う。 

a) 無条件で記載を勧告する資産 

b) 記載を勧告しない資産 

c) 情報照会または記載延期を勧告する推薦 

III.F 推薦の撤回 

152. 締約国は、自らが提出した推薦書の審議が予定されている委員会

会合開催前の任意の時点で、推薦を撤回することができる。その

場合、締約国は、推薦の撤回の意思について事務局に書面により

通知すること。締約国は、当該資産の推薦を（撤回後）再提出す

ることができるが、その場合は、新規の推薦として、第 168 段落

に示した手続きとスケジュールに基づいて審査が行われる。 

III.G 世界遺産委員会による決定 

153. 世界遺産委員会は、資産を世界遺産一覧表に記載すべきか記載す

べきでないか、情報照会を要求すべきか、もしくは記載延期にす

べきか決定する。 

記載 

154. 推薦資産を世界遺産一覧表に記載することを決定する場合、委員

会は、諮問機関の指導により、当該資産に係る顕著な普遍的価値

の言明を採択する。 

決定 7 EXT.COM 4B.1 
決定 39 COM 11参照 

決定 7 EXT.COM 4B.1 
決定 37 COM 12.II参照 
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155.  顕著な普遍的価値の言明には、当該資産が記載された登録基準

を明らかにし、当該資産が顕著な普遍的価値を有することを確定

するに至った本委員会の判断を要約して示す。完全性及び、文化

遺産及び複合遺産については真正性の条件に関する評価について

記載すること。また、実施されている保護及び管理、および将来

にむけた保護及び管理の要件に関する記述も行うこと。顕著な普

遍的価値の言明は、当該資産の保護管理を実施する上での根拠と

なるものである。 

必要な場合、締約国との協議並びに諮問機関による確認をうけて、

顕著な普遍的価値の言明の保護及び管理部分の記載について、世

界遺産委員会で更新することができる。このような更新は、定期

報告サイクルの結果をうけて定期的に、または必要に応じて、ど

の委員会開催時においても行うことができる。 

世界遺産センターは、資産名の変更や軽微な境界の変更による面

積の変更に関して委員会が決定を採択した場合、それらに基づい

て自動的に顕著な普遍的価値の言明の自動的に更新する。また、

事実誤認については、関係諮問機関と合意した上で修正を行う。 

ユネスコの男女共同参画の枠組みに則り、顕著な普遍的価値の言

明の作成にあたっては、性別区別のない言葉づかいをすることが

推奨される。 

156. 記載の際、委員会は世界遺産に記載された資産の保護管理に関し

て追加的な勧告を行うことができる。 

157. 顕著な普遍的価値の言明（資産の世界遺産一覧表記載の根拠とな

った登録基準を含む）は、委員会が発行する報告書及び刊行物に

掲載される。 

不記載 

158. 推薦資産が世界遺産一覧表へ記載すべきではないと委員会が判断

した場合は、当該資産を再度推薦することは、例外的な場合を除

き、認められない。例外的な場合とは、新たな発見や当該資産に

ついての新たな科学的情報が得られた場合、又は最初の推薦時に

は提示されなかった別の登録基準により推薦する場合等である。

このような場合には、新たな推薦書を作成し提出すること。 

決定 39 COM 11参照 
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情報照会 

159. 委員会が追加情報を求めて締約国に情報照会をすることを決定し

た場合は、次回の会合に再提出を行い、審査をうけることができ

る。追加情報の提出は審議を求める年の 2月 1日8までに事務局に

受理されなければならない。事務局は直ちに提出された追加情報

を関係する諮問機関に送付し審査を受けなければならない。最初

の委員会決定から 3 年以内に再提出が行われない場合は、第 168 
段落に示されたスケジュールに従って、新たな推薦とみなされる。

締約国は、関係諮問機関及び/又は世界遺産センターに対して、

どのように委員会の勧告に対応することができるか議論するため

の助言を求めることができる。 

記載延期 

160. より綿密に評価・調査を行う必要がある場合や、締約国により推

薦書の本質的な改定が施される必要がある場合は、委員会は記載

延期を決定することができる。締約国が当該推薦を次年度以降に

再提出することを決定した場合、2 月 1 日9までに事務局に対して

再提出を行わなければならない。再提出された推薦書は、第 168
段落に示された手続きとスケジュールに従って、関係する諮問機

関により、評価ミッションを含む 1 年半の再審査に付される。締

約国は、関係諮問機関及び/又は世界遺産センターに対して、ど

のように委員会の勧告に対応することができるか議論するための

助言を求めることが推奨される。必要であれば、締約国は、諮問

ミッションの招聘を検討することができる。 

III.H 緊急的推薦 

161. 自然現象や人為的活動による実際の被害を受けている場合、もし

くは重大かつ具体的な危険に直面している結果、危機的状態に陥

る可能性があり、その保護を担保するためには委員会による即座

の決定を要する緊急事態を呈し、関係諮問機関の報告により顕著

な普遍的価値を有することに疑いがないと思われる資産の場合は、

推薦書の提出及び審査に関する通常のスケジュール及び完全な提

出書類及び推薦プロセスの定義から除外する。このような推薦は、

緊急的推薦として処理され、その審査は次に開催される委員会の

議題に含められる。このような資産は世界遺産一覧表に記載され

る場合がある。その場合、それらは、危険にさらされている世界

遺産一覧表（第 177-191 段落参照）に同時に記載される。 

162. 緊急的推薦の手続きは以下のとおり。 

a) 締約国は、緊急的推薦手続きの要請とともに推薦書を提出す

る。当該資産はすでに暫定一覧表に掲載されている必要があ

り、未掲載の場合は直ちに掲載する。 

                                                      
8 2 月 1 日が週末にあたる場合は、推薦書は、直前の金曜日の GMT 17:00 までに受理されなければならない。 
9 2 月 1 日が週末にあたる場合は、推薦書は、直前の金曜日の GMT 17:00 までに受理されなければならない。 

決定 37 COM 12.II参照 
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b) 推薦書には以下を記載すること。 

i) 資産の内容と正確な境界線 

ii) 登録基準に照らした顕著な普遍的価値の証明 

iii) 完全性及び/又は真正性の証明 

iv) 保護管理体制についての記述 

v) 緊急性の性質についての説明、及び被害又は特定の危

険の中身とその程度、委員会による即時行動が当該資

産を確実に保護するために必要な理由 

c) 事務局は、関係諮問機関に推薦書を直ちに転送し、顕著な普

遍的価値を証明する可能性のある資産の特質、危険性の中身、

及び委員会による決定の緊急性についての審査を要請する。

関係諮問機関が適切と判断し、時間が許す場合は、現地調査

が行われる場合がある。 

d) 推薦の審議にあたって、委員会は以下を考慮する。 

vi) 推薦を完成させるための国際的援助の動員 

vii) 必要に応じて、委員会の勧告を実現するために記載後

可及的速やかに実施すべき事務局及び関係諮問機関に

よる追跡調査（フォローアップミッション） 

III.I 世界遺産一覧表記載資産の範囲、登録基準、名称に係る変更 

範囲の軽微な変更 

163. 軽微な変更とは、資産の範囲に重大な影響を及ぼさず、その顕著

な普遍的価値に影響を与えない変更のことをいう。 

164. 締約国が世界遺産一覧表にすでに記載されている資産の境界線に

関する軽微な変更を要望する場合は、付属資料 11 の書式に従っ

て書類を作成し、2月 1日10までに事務局を通じて委員会に要請が

受理されていなければならない。この場合、事務局は、関係諮問

機関に対して、要望のあった変更が、軽微な変更とみなされるか

どうかについて、助言を求め、諮問機関の評価を世界遺産に提出

すること。委員会は、そのような変更を承認するか、要請された

境界線の変更が資産の境界線の重大な変更となるような重大なも

のであるかを判断する。後者の場合は、新規推薦の手続きが適用

される。 

                                                      
10 2 月 1 日が週末にあたる場合は、推薦書は、直前の金曜日の GMT 17:00 までに受理されなければならない。 

決定 39 COM 11参照 



世界遺産条約履行のための作業指針 46 

範囲の重大な変更 

165. 締約国が世界遺産一覧表にすでに記載されている資産の境界線に

関する重大な変更を要望する場合は、締約国は新規推薦と同様の

手続きをとること（事前に暫定一覧表に記載されていなければな

らないという要件を含めて、第 63 段落及び第 65 段落参照）。こ

の再推薦書の提出期限は 2 月 1 日11 とし、第 168 段落に示す手続

きとスケジュールに則って１年半の審査サイクルに付される。本

規定は、範囲の拡張にも縮小にも同様に適用される。 

登録基準の変更 

166. 締約国が当初の記載に採用された登録基準と異なる基準での記載

を希望する場合、もしくは基準の追加を希望する場合は、新規推

薦と同様の手続きをとること（事前に暫定一覧表に記載されてい

なければならないという要件を含めて、第 63 段落及び第 65 段落

参照）。この再推薦書は 2 月 1 日12 までに事務局に受理されてい

なければならいこととし、第 168 段落に示す手続きとスケジュー

ルに則って１年半の審査サイクルに付される。審査は、新しい基

準に関してのみ実施される。なお、新しい基準が認められなかっ

た場合も、世界遺産一覧表への記載は当初のまま継続される。  

名称の変更 

167. 締約国13 は、世界遺産一覧表に記載されている資産の名称変更に

関する承認を委員会に要請することができる。名称変更の要請を

する場合は、委員会会合の 3 ヵ月前までに事務局に要請を提出す

ること。 

  

                                                      
11 2 月 1 日が週末にあたる場合は、推薦書は、直前の金曜日の GMT 17:00 までに受理されなければならない。 
12 2 月 1 日が週末にあたる場合は、推薦書は、直前の金曜日の GMT 17:00 までに受理されなければならない。 
13 国境を越える資産/複数の国にまたがる資産については、全ての関係締約国が当該変更に合意している必要

がある。 

決定 39 COM 11参照 
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III.J スケジュール -早見表 

168.   
 

タイムテーブル（締め切り） 手続き  

（第 1 年次以前）9 月 30 日 締約国による推薦書草案の事務局への提出期限

（任意）。 

（第 1 年次以前）11 月 15 日 事務局は締約国に対し、推薦書草案の提出内容に

不備がないかどうか（完全かどうか）について回

答する。不備がある場合は、具体的な不備の内容

について示す。 

（第 1 年次）2 月 1 日 評価のために関連する諮問機関へ送信するための

完全な推薦書の事務局提出期限。 

推薦書は GMT 17:00時（2 月 1 日が週末に当たる場

合は直前の金曜日の GMT17:00）までに受理されな

ければならない。 

この日以降に到着した推薦書は翌年以降の審査に

付される。 

（第 1 年次）2 月 1 日～3 月 1 日 事務局受理登録を経て、書類に不備がないことを

確認した後、関係諮問機関へ推薦書が送付され

る。 

事務局は各推薦書を登録し、推薦を行った締約国

に推薦書が受理されたこと連絡するとともに、提

出内容の確認を行う。事務局は締約国に対して提

出内容に不備がなかったかどうか通知する。 

推薦書に不備があった（不完全な）場合（第 132 段
落参照）は、関係諮問機関の審査には付されな

い。この場合、関係締約国は、不備のない推薦書

を作成し、翌年以降の審査のために、翌年の 2 月 1 
日までに再提出するよう指導される。 

完全な推薦書は審査のために関係諮問機関に送付

される。 

事務局は、世界遺産センターのウェブサイト上

で、委員会メンバーに対して、推薦書本文の電子

ファイルを提示する。 

（第 1 年次）3 月 1 日 この日までに、事務局は、推薦書が完全であった

かどうか又、提出期限の 2 月 1 日までに到着したか

どうかについて締約国に対し通知を行う。 

決定 39 COM 11参照 
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（第 1 年次）3 月～（第 2 年次）5 
月 

諮問機関による審査 

（第 2 年次）1 月 31 日 諮問機関は、1 月 31 日までに締約国に、条約の二

つの作業言語のいずれかで、評価に関する状況や

課題について概要を示すとともに、補足情報が必

要であればそのための詳細な要請を記した簡潔な

中間報告を送知することが要請される。その際、

世界遺産委員会の議長あての写しを世界遺産セン

ターに送る。 

（第 2 年次）2 月 28 日 関係諮問機関から要請のあった追加情報について

締約国が事務局を通じて提出を行う期限。 

追加情報は第 132段落に規定されている部数と電子

書式で事務局に提出すること。新旧文書の混同を

避けるために、提出された追加情報が推薦書の本

文の変更をともなう場合は、締約国は原文の修正

版を提出する。その際、変更箇所を明示するこ

と。紙への出力とともに、電子版（CD-ROM 又は

USB）を添付すること。 

（第 2 年次）世界遺産委員会年次

会合開催の 6 週間前 
関係諮問機関が審査結果と勧告を事務局に送付。

事務局はこれを世界遺産委員会及び締約国に伝達

する。 

（第 2 年次）世界遺産委員会年次

会合開会の 14 日前（休日を除く）

まで 

締約国による事実誤認の訂正。 

関係締約国は、諮問機関により行われた推薦書の

審査結果に事実誤認をみつけた場合は、その詳細

をつづった書面を、遅くとも委員会開催の 14 日前

（休日を除く）までに、議長に送付することがで

きる（同時に、諮問機関に書面の写しを送る）。 

（第 2 年次）世界遺産委員会年次

会合（6 月～7 月） 
委員会は推薦を審議し、決定を採択する。 

世界遺産委員会年次会合直後 締約国への連絡。 

事務局は、委員会により審議が行われた推薦資産

の関係締約国に対して、委員会の決定を連絡す

る。 

世界遺産委員会による世界遺産一覧表への記載の

決定に従って、事務局は当該締約国及び遺産管理

者に、登録範囲を示した地図と顕著な普遍的価値

の言明（登録基準含む）を送付する。 

世界遺産委員会年次会合直後 事務局は、毎年、委員会の年次会合後に最新の世

界遺産一覧表を発表する。 
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世界遺産一覧表に記載された資産を推薦した締約

国の名前は、発表される一覧表中「条約に則っ

て、当該資産の推薦提出を行った締約国」の欄に

掲載される。 

世界遺産委員会年次会合閉会後 1
ヵ月以内 

事務局は世界遺産委員会により採択された決定の

全てを報告書にとりまとめ締約国に送付する。 

III.K 推薦の審査に係る資金 

168bis. 新たに推薦書を提出する締約国は、各委員会会合で提示された世

界遺産基金に関連する文書で事務局が示した審査にかかる平均コ

ストを考慮に入れて、諮問機関による推薦審査の資金への自発的

な寄付が期待される。様式は以下のとおり。  

a) 寄付は、世界遺産基金の専用サブアカウントに対して行われ

る。 

b) 後発開発途上国または低所得国（国連経済社会理事会の開発

政策委員会によって定義されている）、世界銀行によって定

義されている低中所得国、小島嶼開発途上国、および紛争ま

たは紛争後の状況にある締約国からの寄付は期待されていな

い。 

c) 推薦書が完全であると確認され、推薦が審査サイクルに入っ

た後に寄付が行われることが期待される。 

d) このメカニズムは、諮問機関によるサイトの客観的評価や、

推薦を扱う際に使用される作業指針で定義されている優先順

位付けに影響を与えないものとする。 

  

決定 43 COM 11A 
決定 43 COM 14参照 
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IV 世界遺産一覧表記載資産の保全状況に係るモニタリング 

IV.A リアクティブモニタリング 

リアクティブモニタリングの定義 

169. リアクティブモニタリングは、何らかの脅威に脅かされている特

定の世界遺産の保全状況について、事務局及び他の UNESCO の
セクター、委員会諮問機関が行う報告である。締約国は、異常事

態が発生した場合又は資産の顕著な普遍的価値もしくはその保全

状況に影響しかねない工事が実施される場合には、個別の報告書

及び影響調査を提出すること。 

また、第 177 段落から 191 段落に示す「危険にさらされている世

界遺産一覧表」に記載されている資産又は記載が予定されている

資産についても、リアクティブモニタリングの実施が想定されて

いる。また、リアクティブモニタリングの実施は、第 192 段落か

ら第 198 段落に示す「世界遺産一覧表からの最終的な抹消に関す

る手続き」においても想定されている。 

これらの報告は、付属資料 13 の標準書式を用いて、英語もしく

はフランス語で作成し、事務局を通じて委員会に提出すること。 

a) 世界遺産一覧表に記載された資産については、委員会が当該

資産の審査を行う年の前年の 12 月 1 日まで 

b) 危機遺産一覧表に記載されている資産、及び緊急を要する特

定の事例については、委員会が当該資産の審査を行う年の 2
月 1 日まで 

リアクティブモニタリングの目的 

170. リアクティブモニタリングのプロセスの採択に際して、委員会は、

特に、一覧表から資産が削除される事態を防ぐために可能なあら

ゆる措置を講じるべきであるとの問題意識にたち、これに関連し

て締約国に対し可能な限り技術協力を提供することとした。 

171. 委員会は、締約国に対して、世界遺産一覧表記載資産の保存のた

めの取り組みに関する進捗状況のモニタリング及び報告を委員会

に代って実施する諮問機関への協力を勧告する。 

世界遺産条約第 4条参照 

"締約国は、第一条及び第二

条に規定する文化遺産及び自

然遺産について自国の領域内

に存在するものを確実に認定

し、保護、保全、公開し、将

来の世代へ伝えていくことが

第一義的には自国に課された

義務であることを認識す

る...". 
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締約国等からの情報収集 

172. 世界遺産委員会は、条約締約国に対し、資産の顕著な普遍的価値

に影響する可能性のある大規模な復元又は新規工事を、条約の下

に保護されている地域において実施する場合もしくは許可しよう

とする場合は、その旨を、事務局を通じて委員会に通知するよう

に招請する。資産の顕著な普遍的価値の十分な保存を担保するた

めの適切な解決策の検討について委員会が支援を行うことが可能

となるように、できるだけ早い段階で（例えば、具体的な事業の

基本計画書を起草する前に）、また、変更不可能な決定を行う前

の段階で、通知することが求められる。 

173. 世界遺産委員会は、世界遺産の保全状況を調査するミッションの

報告書に以下の内容を記載することを求める。 

a) 世界遺産委員会に対して最後に報告が行われて以降、当該資

産の保全に関して脅威又ははっきりとした改善が見られるか

どうか。 

b) 資産の保全状況に関する世界遺産委員会の以前の決定に対す

るフォローアップ。 

c) 世界遺産一覧表記載の際の根拠となった顕著な普遍的価値、

完全性及び/又は真正性に対する脅威、被害、又はそれらの

消失についての情報。 

174. 事務局が、記載資産の状態に重大な劣化があったとの情報又は必

要な改善策が予定期間内に実施されなかったという情報を、関係

締約国以外の情報源から入手した場合は、当該締約国と協議の上、

情報源及び情報の内容について可能な限り確認を行い、締約国か

らのコメントを求める。 

世界遺産委員会による決定 

175. 事務局は、関係諮問機関に対して、受け取った情報に対するコメ

ントを求める。 

176. 入手した情報は、締約国及び諮問機関からのコメントと共に、資

産ごとに保全状況報告書の形でまとめられ、委員会に提出される。

委員会は、以下の対応の一つ又はいくつかを検討する。 

a) 当該資産の状態に重大な劣化は認められないと判断し、従っ

て更なる対策を採る必要は無いことを決定する。 

b) 当該資産の状態に重大な劣化が認められるが復元が不可能な

ほどではないと委員会が判断した場合は、締約国が合理的な

期間内に資産の復元に必要な対策をとることを条件に、当該

資産を一覧表に残すことを決定する。また、同資産の復元に

関して世界遺産基金の下で技術協力が行われたことがない場

合は、援助要請を提出するように締約国に提案し、技術協力

の供与を決定することもできる。状況によっては、締約国は、

劣化を防ぎ回復をはかったり、脅威に対処したりするための

決定 27 COM 7B.106参照 
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必要措置について助言を求めるため、関係諮問機関、その他

の機関又は専門家による諮問ミッションを招聘することがで

きる。 

c) 第 177 段落から第 182 段落に示す要件及び基準にあてはまる

場合は、委員会は、第 183 段落から第 189 段落に示す手順に

従い、「危険にさらされている世界遺産一覧表」に資産を記

載することを決定する。 

d) 世界遺産一覧表への記載を決定づけた資産の特徴が回復不能

に失われるほど資産の状態が悪化したことが明らかな場合、

委員会は一覧表から当該資産を削除することを決定する。そ

のような措置をとる前に、事務局は関係締約国に対し通知を

行う。締約国からコメントが出された場合は、委員会に伝達

される。 

e) 得られる情報が不十分なために委員会が上述の a) b) c) 又は 
d)の対応をとることができない場合は、委員会は、事務局が、

当該締約国と協議の上、当該資産の現状、資産を脅かす危険、

及び適切に資産を復元することの実現可能性を確認するため

の必要な措置を講じるよう事務局に権限を与えるよう決定す

る。必要な措置の中には、リアクティブモニタリングミッシ

ョンの派遣や専門家によるコンサルテーション、諮問ミッシ

ョンが含まれる。事務局は、それらの措置の結果について委

員会に報告すること。緊急の対応が求められる場合は、委員

会は、緊急支援要請を通じて、世界遺産基金の資金使用を許

可することができる。 

IV.B 危険にさらされている世界遺産一覧表 

危険にさらされている世界遺産一覧表への資産記載に関する指針 

177. 条約第 11 条第 4 項に従って、委員会は、以下の要件にあてはま

る場合は、資産を「危険にさらされている世界遺産一覧表」に記

載することができる。 

a) 検討対象の資産が世界遺産一覧表に掲載されており、 

b) 重大かつ明確な危険にさらされており、 

c) 当該資産を保全するには大規模な作業が必要であり、 

d) 条約に基づく援助が当該資産に対し要請されていること。た

だし、委員会は、委員会の懸念を伝えるメッセージ （「危

険にさらされている世界遺産一覧表」への記載そのものが発

するメッセージを含む）が最も効果的な支援となる場合もあ

ると考えており、そのような支援を委員会メンバー又は事務

局が要請することもできると考えている。 
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危険にさらされている世界遺産一覧表への資産記載の基準 

178. 資産の状態が以下に示す 2 つの場合のいずれかの基準の 1 つ以上

に該当すると判定した場合、委員会は、条約第 1 条および第 2 条

で定義される世界遺産を「危険にさらされている世界遺産一覧表」

に記載する場合がある。 

179. 文化遺産の場合は、 

a) 確実な危険 - 資産が、以下に示すような明確かつ証明された

差し迫った危険に直面している場合。 

i) 材料の重大な劣化 

ii) 構造及び/又は装飾の重大な劣化 

iii) 建築上又は都市計画上の一貫性の重大な劣化 

iv) 都市空間又は農村空間、あるいは自然環境の重大な劣

化 

v) 歴史的真正性の重大な消失 

vi) 文化的意義の重大な消失 

b) 潜在的な危険 - 資産が、以下に示すような、資産の固有の特

徴に有害な影響を与え得る脅威に直面している場合。 

i) 保護の程度を低下させるような資産の法的位置づけの

変更。 

ii) 保全に関する政策の欠如 

iii) 地域計画事業による脅威 

iv) 都市計画による影響 

v) 武力紛争の勃発又は脅威 

vi) 気候的要因、地質学的要因、その他の環境要因による

脅威的な影響 

180. 自然資産の場合は、 

a) 確実な危険 - 資産が、以下に示すような明確かつ証明された

差し迫った危険に直面している場合。 

i) 病気など自然的要因又は密猟など人為的要因による、

資産が法的保護下に置かれる根拠となった絶滅危惧種

やその他の顕著な普遍的価値を有する生物種の個体数

の重大な減少。 

ii) 人間の移住、資産の重要部分を浸水させる貯水池の建

設、工業・農業開発（農薬及び化学肥料の使用、大規

模公共事業、採掘、汚染、伐採、薪の採取など）など

による、資産の自然美又は科学的価値の重大な劣化。 
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iii) 資産の完全性を脅かす、資産境界又は上流域への人間

活動の侵食。 

b) 潜在的な危険 - 資産が、以下に示すような、資産の固有の特

徴に有害な影響を与え得る脅威に直面している場合。 

i) 関係地域の法的保護状況の変更 

ii) 資産の範囲内又は資産を脅かす影響を持つような場所

に計画された移住計画又は開発計画  

iii) 武力紛争の勃発又は脅威 

iv) 管理計画又は管理体制の欠如、もしくは不備、又は、

不十分な執行。 

v) 気候的要因、地質学的要因、その他の環境要因による

脅威的な影響。 

181. 以上に加え、資産の完全性に対する脅威及び/又は有害影響が、

人間の関与により改善可能なものである必要がある。文化資産の

場合は、自然的要因及び人為的要因の両方が脅威となり得るが、

自然資産の場合は、ほとんどの脅威が人為的なものであり、自然

的要因が脅威となるのは極めて稀な場合（伝染病など）に限られ

る。状況によっては、資産の完全性に対する脅威及び/又は有害

影響を、大規模公共事業の中止又は法的位置づけの強化になどの

行政的、立法的措置により改善することが可能な場合もある。 

182. 委員会は、危険にさらされている世界遺産一覧表への文化遺産又

は自然遺産の記載を検討する場合、以下の要素についても補足的

に念頭におくことが望ましい。 

a) 一国の政府が世界遺産に影響する決定を下すのは、あらゆる

要素をはかりにかけた後である。世界遺産委員会の助言を、

資産が脅威にさらされる前に出すことができれば、しばしば

決定的な役割を果たし得る。 

b) 特に、確実な危険の場合は、資産が受けた物理的又は文化的

劣化は、その影響の強さに照らして判断し、ケースバイケー

スで分析すべきである。 

c) とりわけ潜在的な危険の場合は、以下の点に配慮するべきで

ある。 

i) 資産が置かれている社会的・経済的枠組みの通常の展

開に照らして、脅威の評価を行うべきである。 

ii) 武力紛争のおそれなど、文化遺産又は自然遺産に対す

る影響を評価することが不可能な脅威もしばしば存在

する。 

iii) 人口増加など、ある種の脅威は、本質的に「差し迫っ

た」ものとはなり得ず、単に予見されるだけである。 
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d) 最後に、委員会は評価を行うにあたって、文化遺産又は自然

遺産を脅かす要素として、未知の原因又は 予期できない原

因についても考慮すべきである。 

危険にさらされている世界遺産一覧表への資産記載の手続き 

183. 危険にさらされている世界遺産一覧表への資産の記載を検討する

場合、委員会は、可能な限り、当該締約国と協議しつつ、「危険

にさらされている世界遺産一覧表から当該資産を削除するための

望ましい保全状況」と改善措置計画を策定し採択する。 

184. 前段落の改善措置計画を策定するため、委員会は事務局に対して、

可能な限り当該締約国と協議しつつ、資産の現状、資産を脅かす

危険及び改善措置の実行可能性について確認することを要請する。

委員会は、更に、関係諮問機関又はその他の機関によるリアクテ

ィブモニタリングミッションを派遣し、資産を訪問し、脅威の性

質及び範囲を評価し、実施すべき措置を提案することを決定する

場合がある。状況によっては、締約国は、助言と指針を得るため

の諮問ミッションを招聘することができる。 

185. 入手した情報は、適宜、締約国、関係諮問機関又はその他の機関

からのコメントと共に、事務局から委員会に提出される。 

186. 委員会は、入手可能な情報を審議し、危険にさらされている世界

遺産一覧表への記載に関する決定を行う。この決定は、出席しか

つ投票した委員会メンバーの 2/3 以上の多数による議決で行う。

次に、委員会は実施すべき改善措置計画を定める。同計画は、即

時に実施に移されることを前提に、関連締約国に提示される。 

187. 条約の第 11 条第 4 項に従って、委員会は、当決定について関係

締約国に通知を行うともに、直ちに決定の公示を発行する。 

188. 事務局は、最新の「危険にさらされている世界遺産一覧表」を印

刷物として出版し、以下のウェブサイトで公開する。
http://whc.unesco.org/en/danger 

189. 委員会は、世界遺産基金の特別の相当分を、危険にさらされてい

る世界遺産一覧表に記載されている世界遺産への支援のために充

当するものとする。 

危険にさらされている世界遺産の保全状況の定期的レビュー 

190. 委員会は、危険にさらされている世界遺産一覧表に記載された資

産の保全状況について毎年レビューを行う。このレビューには、

委員会が必要であると判断したモニタリング手続き及び専門調査

団の派遣が含まれる場合がある。 

191. 定期的なレビューの結果に基づいて、委員会は、関連締約国との

協議の上で、以下について決定する。 

a) 資産を保全するために追加的措置が必要であるかどうか。 
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b) 当該資産が危機的状況を脱していた場合、危険にさらされて

いる世界遺産一覧表から削除するかどうか。 

c) 世界遺産一覧表への記載を決定づけた資産の特徴が失われる

ほど資産の状態が悪化していた場合、192-198 段落に示す手

順に従い、危険にさらされている世界遺産一覧表及び世界遺

産一覧表の両方から当該資産を抹消するかどうか。 

IV.C 世界遺産一覧表からの抹消に係る手続き 

192. 委員会は、世界遺産一覧表からの抹消に係る手続きとして、以下

の手順を採択した。 

a) 世界遺産一覧表への記載を決定づけた資産の特徴が失われる

ほど資産の状態が悪化していた場合。 

b) 世界遺産の本来の特質が、推薦の時点で既に人間の行為によ

り脅かされており、かつ、その時点で締約国によりまとめら

れた必要な改善措置が、予定された期間内に実施されなかっ

た場合（第 116 段落参照）。 

193. 世界遺産一覧表記載資産の状況に深刻な劣化があった場合、又は、

必要な改善措置が予定された期間内に実施されなかった場合、当

該資産を有する締約国は事務局に対して、その旨を通知すること。 

194. 事務局が、そのような情報を、関係締約国以外の情報源から入手

した場合は、当該締約国と協議の上、情報源及び情報の内容につ

いて可能な限り確認を行い、締約国からのコメントを求める。 

195. 事務局は、関係諮問機関に対して、受け取った情報に対するコメ

ントを求める。 

196. 委員会は、入手したすべての情報を審議し決定を行う。条約第

13条第 3項に従い、決定は出席しかつ投票した委員会メンバーの

2/3 以上の多数による議決で行う。この問題に関して当該締約国

との協議が行われていない限り、委員会はいかなる資産の抹消も

決定することはできない。 

197. 委員会決定は当該締約国に通知される。委員会は、直ちに本決定

について公示する。 

198. 委員会の決定により、世界遺産一覧表を変更する必要がある場合

は、次に発行される更新版一覧表において変更が反映される。 
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V 世界遺産条約の履行に係る定期報告 

V.A 目的 

199. 締約国は、世界遺産委員会を通じて、ユネスコ総会に対して、自

国の領域内に位置する世界遺産の保全状況を含めて、条約を適用

するために自国がとった立法措置、行政措置、その他の措置に関

する報告を提出することが求められる。 

200. 定期報告は、自主的な報告であり、可能な限りそれぞれの地域の

締約国によって主体的に行われるべきものである。事務局は、世

界レベルでの定期報告プロセスの調整及び推進を行う。締約国は、

諮問機関及び事務局に専門的助言を要請することができる。又、

諮問機関及び事務局は（関係締約国の同意を得て）、更に専門的

な助言を外部に委託することができる。 

201. 定期的報告の主要な目的は以下の 4 点である。 

a) 締約国の世界遺産条約適用状況に関して評価を示すこと。 

b) 世界遺産一覧表記載資産の顕著な普遍的価値が維持されてい

るかどうかについての評価を示すこと。 

c) 変化する周辺状況及び、資産の保全状況を記録し、世界遺産

についての最新の情報を提供すること。 

d) 条約の履行及び世界遺産の保全に関して、締約国間で地域協

力及び情報交換、経験の共有を行うための仕組を提供するこ

と。 

202. 定期報告は、条約履行の信頼性を強化するために重要であるとと

もに、記載資産の長期的な保全をより効果的に行っていくために

重要である。それはまた、締約国及び世界遺産が、世界遺産委員

会及び総会で採択された政策について実施しているか否かを評価

するための重要なツールでもある。 

V.B 手続き及び書式 

203. 6 年ごとに、世界遺産委員会での審議のため、締約国は定期報告

を提出する。6 年間の定期報告サイクルの間に、締約国は以下の

順番で地域ごとに報告を行う。 

 アラブ 
 アフリカ 
 アジア太平洋 
 ラテンアメリカ及びカリブ海 
 欧州北米 

世界遺産条約第 29 条参照 

第 11 回締約国会議 (1997 年) 
及び第 29 回ユネスコ 総会決

議参照 

決定 41 COM 11参照 

決定 41 COM 11参照 

決定 22 COM VI.7参照 
決定 41 COM 11参照 
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204. 各サイクルの 6 年目は、考察及び評価期間である。この機会によ

り、定期報告の仕組みを評価し、次のサイクルが開始される前に、

適宜見直しを行うことができる。世界遺産委員会はまた、「グロ

ーバル世界遺産報告書」の作成と発行を進めるために、この考察

の使用を決定する場合がある。 

205. 適切な間隔をおいて、もしくは必要と判断される際にはいつでも、

世界遺産委員会は、「モニタリング指標」及び「定期報告の分析

のための枠組み」の採択、改訂を行う。 

205bis. 定期報告は、地域的な交流及び協力のための機会であり、特に国

境を越えた資産や複数国にまたがる資産の場合、締約国間で積極

的に協調、同調を図る機会となる。 

206. 定期報告の質問票は、各国のフォーカルポイント及び世界遺産資

産のサイトマネージャー（現場管理者）がオンラインで入力する。 

a) セクション I では、条約を適用するために自国がとった立法

措置、行政措置、その他の措置及びこの分野で得た経験の詳

細に関して報告する。ここでは専ら、条約の関連条文で定義

されている一般的義務に係るものである。 

b) セクション IIでは、関係締約国の領域内に位置する特定の世

界遺産の保全状況について報告する。ここでは、各世界遺産

について個別に記述することが求められる。 

206bis. 定期報告の書式は、定期報告の各サイクル完了後に見直しを行う

ことができる。作業指針付属資料 7 に書式の概要を示す。 

207. 情報管理及び分析上の便を図るため、締約国は世界遺産センター

のウェブサイト上に開設されたオンライン入力ページを利用して、

報告書を英語またはフランス語で提出することが求められる。完

全な質問票は、 https://whc.unesco.org/en/periodicreporting/ に公開

されている。 

V.C 審査及びフォローアップ 

208. 事務局及び諮問機関は、締約国が、各国の報告書をもとに「世界

遺産地域別報告書」をとりまとめることを支援する。同報告書は、

次の Web アドレス http://whc.unesco.org/en/publications で電子形式、

および印刷版（世界遺産ペーパーシリーズ World Heritage Papers 
series）で公開される。 

209. 世界遺産委員会は、定期報告中で提起された問題点について慎重

に審査を行い、関係地域の各締約国に助言を行う。 

決定 41 COM 11参照 

決定 41 COM 11参照 

この質問票の書式は、定期

報告の第 2 サイクルまでさ

らに検討され、世界遺産委

員会の 41 回会合によって

採択された（クラクフ、

2017年）。 

決定 41 COM 10A参照 

決定 41 COM 11参照 

決定 41 COM 11参照 

決定 41 COM 11参照 
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210. 委員会は、締約国が、事務局及び諮問機関と協力して、関連締約

国と協議の上、戦略目的に従い構築された長期的フォローアップ

のための地域別プログラムを作成し、委員会の審議に付すように

要請した。定期報告書で特定された締約国のニーズに基づいて、

委員会は、これらのプログラムを定期報告のフォローアップとし

て採択し、定期的に審査を行う。これらは、地域の世界遺産のニ

ーズを正確に反映し、国際援助の付与を促進するものであること

が求められる。  

VI 世界遺産条約を推進するための支援 

VI.A 目的 

211. 目的は以下の通り。 

a) 能力構築及び研究を促進すること。 

b) 文化遺産及び自然遺産を保存する必要性に対する一般市民の

認識、理解、評価を向上させること。 

c) 世界遺産のコミュニティー社会における役割を増進すること。 

d) 遺産の保護及び公開について、先住民族を含む地域住民およ

び国民の公平で、包括的で、効果的な参加を拡大すること。 

VI.B 能力構築及び研究 

212. 委員会は、戦略目標及び委員会で採択された世界遺産能力構築戦

略に則って、締約国における能力構築が進むように努める。 

世界遺産条約第 5 条(a)参照 

世界遺産に関するプダペス

ト宣言 (2002)参照 

決定 43 COM 11A参照 

世界遺産条約第 27 条参照 

決定 43 COM 11A参照 

決定 36 COM 13.I参照 
決定 41 COM 11参照 
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世界遺産能力構築戦略 

213. 世界遺産を保護、保全、公開するには高い水準の技能と学際的な

アプローチが必要であることから、委員会は、「世界遺産能力構

築戦略」を採択した。能力構築の定義では、能力が存在し、能力

構築の対象者とする必要がある 3 つの広い領域（実践者、機関、

コミュニティー及びネットワーク）を特定している。世界遺産能

力構築戦略は、行動の枠組みを提供し、国際、地域、または国内

レベルで関係者に対し、個々の能力構築活動に加え、地域および

国の能力構築戦略の策定するための方向付けを行う。行動は、世

界遺産の利益のために能力構築活動を現在提供している、または

今後提供する可能性のある多くの関係者によって行われる。能力

構築戦略の第一目標は、よりよい条約の履行のために、幅広い関

係者が必要な技能を身につけるよう担保することである。重複を

避け効果的に戦略を実行するために、委員会は「世界遺産一覧表

における不均衡の是正及び代表性、信用性の確保のためのグロー

バル・ストラテジー」等の他の取り組みとの連携を図る。委員会

は、毎年、関連する能力構築の課題のレビュー、能力構築ニーズ

の評価、能力構築活動年次報告のレビューを行い、将来の能力構

築活動のための勧告を提言する。 

能力構築に係る国家戦略及び地域協力 

214. 締約国は、すべてのレベルにおいて、ジェンダーバランスのとれ

た技術者及び専門家の代表が適切な訓練を受けるように担保する

ことが推奨される。そのために、締約国は能力構築に係る国家戦

略を策定すること、又、戦略の一環として研修への地域協力を盛

り込むことが推奨される。このような地域及び国家戦略の策定は、

世界遺産の能力構築戦略を考慮し、諮問機関及び世界遺産に関連

するさまざまなユネスコカテゴリー2 センターによって支援され

る。  

214bis. 締約国は、世界遺産と社会のために条約の相互利益を活用する教

育および能力構築プログラムを開発することが奨励されている。

プログラムはイノベーションと地域の起業家精神に基づいており、

特に中規模／小規模／ミクロなレベルを対象として、地域コミュ

ニティと先住民族の持続可能で包括的な経済的利益を促進するこ

とを目的とする。また、プログラムは、地域資源の利用促進、地

域の文化的および創造的産業の育成、世界遺産に関連する無形遺

産の保護を含む、持続可能な開発プロジェクトへの公的および私

的な投資の機会を特定および促進することも目的としている。 

「世界遺産能力構築戦略」

は第 35回世界遺産委員会

（ユネスコ、2011年）にお

いて採択された（文書

WHC-11/35.COM/9B参照)。 

決定 43 COM 11A参照 

決定 43 COM 11A参照 

決定 43 COM 11A参照 
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研究 

215. 委員会は、条約の効果的な履行のために必要な研究分野における

国際協力の実施・調整を行う。また、世界遺産の認定、管理、お

よびモニタリングには、知識及び理解が不可欠であることから、

締約国は、研究を実施するための（人的、財政的）資源を確保す

ることが推奨される。締約国は、必要なすべての同意を得て、地

域コミュニティおよび先住民族が保有する伝統知識および先住民

の知識を含む、科学的研究および調査方法論を支持することが奨

励されている。このような研究と調査は、コミュニティが持ち合

わせている紛争解決の伝統的な方法を利用することを含む、紛争

の予防と解決といった、持続可能な開発への世界遺産およびその

緩衝地帯や周辺環境の保全管理の貢献を実証することを目的とし

ている。  

国際援助 

216. 締約国は世界遺産基金に対し研修及び研究に関する支援を要請す

ることができる(VII 章参照)。 

VI.C 普及啓発及び教育 

普及啓発 

217. 締約国は、自国の世界遺産の保存の必要性についての普及啓発を

行うことが推奨される。特に、世界遺産について、現地において

適切な顕彰と公開が行われるよう担保することが推奨される。 

218. 事務局は、一般市民に対する条約の普及啓発及び世界遺産を脅か

す危険の周知を目的とした活動の企画・実施に関して、締約国を

援助する。事務局は、締約国に対して、国際援助の枠を通じた資

金提供の対象となる、現地での公開、教育プロジェクトについて

助言を行う。諮問機関及び適切な国家機関がそのようなプロジェ

クトについて助言を求められる場合もある。 

教育 

219. 世界遺産委員会は、教材、教育活動、教育プログラムの開発を奨

励、支援する。 

国際援助 

220. 締約国は、可能な限り、学校、大学、博物館及びその他の地域、

国の教育機関の参加を得つつ、各聴衆に合わせたさまざまな学習

環境を通じて、世界遺産に関する質の高い教育活動を実施するこ

とが推奨される。 

221. 事務局は、ユネスコ教育セクターその他のパートナーと協力し、

世界各地の中等学校での利用を目的とした世界遺産教育教材「子

供のための世界遺産(World Heritage in Young Hands)」を作成し、

出版している。同教材は他の教育レベルにも準用できる。 

「子供のための世界遺産

(“World Heritage in Young 
Hands”)」は下記 URL より

入手可。 
https://whc.unesco.org/en/whe
ducation/ 

世界遺産条約第 27 条第1 項
参照 

決定 43 COM 11A参照 

決定 43 COM 11A参照 
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222. 締約国は、普及啓発および教育のための活動又はプログラムの開

発及び実施のために、世界遺産基金による国際的援助を要請する

ことができる(VII 章参照)。 

VII 世界遺産基金と国際援助 

VII.A 世界遺産基金 

223. 世界遺産基金は、ユネスコ財政規則の規定に準拠して、条約によ

り設立された信託基金である。基金の資金は、締約国が条約に拠

出する分担金及び任意拠出金、および基金の規則によって認めら

れるその他のあらゆる資金から成る。 

224. 基金の規約は、http://whc.unesco.org/en/financialregulations に掲載

の文書 WHC/7 に示されている。 

VII.B 世界遺産条約を支援するためのその他の技術的・財政的資源とパ

ートナーシップの動員 

225. 可能な範囲で、国際援助のための追加的資金を他の資金源から調

達するために世界遺産基金を運用する。 

226. 委員会は、世界遺産一覧表記載資産のための国際援助キャンペー

ンやその他のユネスコプロジェクトのために世界遺産基金に対し

て支払われた拠出金は、条約の第 V 節に則り、かつ当該キャンペ

ーン又はプロジェクトの実施のために作成される協議書に準拠し

て、受けつけ、運用することを決定した。 

227. 締約国が、世界遺産基金に対する分担金の支払いに加えて、更な

る条約支援を行うことを歓迎する。この任意の支援の方法として

は、世界遺産基金に対する追加的拠出、又は、資産に対する直接

的な財政的貢献、技術的貢献が考えられる。 

228. 締約国は、世界遺産の保護を目的としてユネスコにより組織され

る国際的な募金運動に参加することが推奨される。 

229. 世界遺産のためのキャンペーンやその他のユネスコプロジェクト

に対して、寄附を行うことを検討する締約国等は、世界遺産基金

を通じて寄附を行うよう推奨される。 

230. 締約国は、世界遺産保全の努力を支援するための募金を目的とす

る国、公的及び民間の財団又は団体の設立を推進することが推奨

される。 

231. 事務局は、世界遺産保全のための財政的、技術的資源の動員を支

援し、世界遺産委員会の決定、戦略及びユネスコ規則に準拠して、

公共機関又は民間機関とのパートナーシップ関係の構築などを通

じて、資源動員に積極的に取り組む。 

世界遺産条約第 15 条参照 

世界遺産条約第 15(3) 条参照 

「包括的パートナーシップ

戦略」は「カテゴリー別パ

ートナーとの取り決めのた

めの個別戦略」 を含む。 
決定 192 EX/5.INF参照 
決定 43 COM 11A参照 

世界遺産条約第 17 条参照 
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232. 事務局は、世界遺産基金の利益となる外的資金調達の際の原則と

して、ユネスコの「包括的パートナーシップ戦略」を参照するこ

と。この文書は、次のウェブアドレスで入手できる。 
http://en.unesco.org/partnerships 

VII.C 国際援助 

233. 条約は、締約国が自国の領域内に位置する、世界遺産一覧表に記

載されている又は潜在的に記載されることが適当な文化遺産、自

然遺産を保護するための国際援助を提供する。国際援助は、世界

遺産及び暫定一覧表掲載資産の保全管理について、十分な（人的、

財政的）資源が国内では確保できない場合に、国による取組を補

完するものとして位置づけられる。 

234. 国際援助は、世界遺産条約に基づいて設置された世界遺産基金を

第一の資金源とする。委員会は、2 年ごとに国際援助の予算の決

定を行う。 

235. 世界遺産委員会は、締約国の要請に応えて、様々な国際援助の調

整と割り当てを行う。以下に、国際援助の種類を、優先順に示す。

詳細は早見表を参照。 

a) 緊急援助 

b) 保全及び管理に係る援助（研修・研究、技術協力、公開、教

育に係る援助を統合） 

c) 準備援助 

VII.D 国際援助の原則と優先順位 

236. 国際援助の供与は、危険にさらされている世界遺産一覧表に掲載

されている資産を優先する。委員会は、世界遺産基金による援助

の相当分が、危険にさらされている世界遺産一覧表記載資産に確

実に割り当てられるようにするための特別予算枠を設けている。 

237. 世界遺産基金に対する分担金又は任意拠出金の支払いに未払いが

ある締約国は、国際援助を受けることができない。但し、緊急援

助の要請についてはこの限りではない。 

238. 戦略目標を達成するため、委員会は、委員会の決定もしくは、定

期報告書のフォローアップとして委員会が採択する地域別プログ

ラムにおいて設定された優先順位に従い、国際援助の供与を行う

(第 210 段落参照)。 

239. 上記第 236 段落から第 238 段落に概説した優先順位に加え、国際

援助供与に係る委員会決定は、以下の点についての考察のもとに

採択される。 

a) 当該援助が、触媒作用・相乗効果（「シードマネー」）によ

り、他の資金源からの財政的及び技術的支援を引き出す可能

性。 

決定 43 COM 11A参照 

決定 13 COM XII.34参照 

決定 26 COM 17.2 
決定 26 COM 20 
決定 26 COM 25.3 
決定 36 COM 13.I参照 

世界遺産条約第 13条第 1 項
及び第 2項、第 19条～第26
条参照 

決定 30 COM 14A参照 
決定 36 COM 13.I参照 

世界遺産条約第 13 条第 1 項
参照 

世界遺産条約 セクション IV
参照 

決定 39 COM 11参照 
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b) 当該国際援助の要請が、以下の締約国によるものかどうか： 

 国連経済社会理事会開発政策委員会の定義による後発開

発途上国又は低所得国 
 世界銀行の定義による低中所得国 
 小島嶼開発途上国(SIDS) 
 紛争終結国 

c) 世界遺産に対して講じるべき保護措置の緊急性。 

d) 被援助国から当該活動に対する立法上及び行政上のコミット

メント、さらに可能な場合は、財政上のコミットメントが得

られるかどうか。 

e) 当該活動が、戦略目標の推進、または委員会によって採択さ

れた政策（持続可能な開発の視点を世界遺産条約のプロセス

に統合するための政策文書、世界遺産への気候変動の影響に

関する政策文書等）の実施に及ぼす影響。 

f) 当該活動が、リアクティブモニタリングの過程及び/又は地

域別定期報告の分析を通じて特定された（援助）ニーズにど

の程度応えているか。 

g) 当該活動が、科学的研究及び費用対効果の高い保全技術の開

発という点において模範となるかどうか。 

h) 当該活動の費用及び期待される効果。 

i) 専門家の研修及び一般市民への普及啓発に関する教育効果。 

j) 特にジェンダーの平等と地域コミュニティや先住民族の関与

についての活動の包括的な性質。 

240. 文化遺産と自然遺産の間の資源配分、及び保全及び管理に係る援

助と準備援助の間の資源配分についてバランスを保つ。この配分

については、委員会が、定期的に見直しを行い決定する。但し、

2 年ごとの 2 年目については、議長もしくは世界遺産委員会がこ

れを行う。 

 

  

決定 31 COM 18B参照 

作業指針第 26 段落参照 

決定 20 COM XII参照 

国際的援助予算総額の 65 % 
を文化資産、35％を自然資

産に充当する。 

決定 31 COM 18B参照 
決定 36 COM 13.I参照 
決定 37 COM 12.II参照 
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VII.E 早見表 

241.  
 

国際援助の種別 目的 予算の上限

（要請毎） 

要請提出期限 認証機関 

緊急援助 
本支援は、危険にさらされている世界遺産一覧表又は世

界遺産一覧表に掲載されている資産で、重大な被害を受

けている資産又は突然の予測されなかった現象により差

し迫った危機に脅かされている資産の確実な危険又は潜

在的危険に対処することを目的として要請できる。地盤

沈下、広域火災、爆発、洪水、戦争などの人的災害が含

まれる。本支援は、腐敗、汚染、浸食といった漸進的原

因による被害及び悪化については対象としない。厳密に

世界遺産資産に関係した緊急事態に対応するものであ

る。(決定 28 COM 10B 2.c 参照)。必要な場合は、１カ国

内に存在する複数の資産に対して利用される場合もある

(決定 6 EXT. COM 15.2 参照)。右に示した予算上限額

は、世界遺産資産 1 件についてのものである。 

本支援は、 

(i) 資産を保護するための緊急的措置の実施 

(ii) 資産の緊急計画策定 

を目的として要請することができる。 

US$ 5.000まで 
 

 

 

US$ 5.001 か
ら 75.000まで 

 

 

随時 
 

 

 

 

随時 

 
 

世界遺産セン

ター長 

 

 

 

委員会議長 

 
 

準備援助 
本支援は、以下を目的として要請することができる 

（以下優先順位の高いものから）。 

(i) 世界遺産一覧表への記載がふさわしい資産の

国別暫定一覧表の作成、改定；諮問機関によ

るテーマ別研究のような、承認されたテーマ

別研究において(世界遺産) 一覧表上のギャッ

プに対応すると認められたサイトを優先的に

掲載することについて締約国のコミットメン

トが求められる。 

(ii) 同一の地政治文化的地域内における国別暫定

一覧表の調整のための会議の開催 

(iii) 世界遺産一覧表推薦書の作成 (基礎情報の収

集、完全性、真正性を含めた OUV の証明可

能性についてのスコーピングのための研究、

諮問機関により策定されたギャップ分析にお

ける分析など推薦資産とその他の類似資産と

の比較を行う比較研究を含む) (付属資料 5 の 
3.2 参照)。承認されたテーマ別研究において

(世界遺産)一覧表上のギャップに対応すると

認められたサイト及び/又は、特に世界遺産一

覧表に掲載された遺産をもたない若しくは十

分代表されていない締約国において、初期調

査の結果更なる検討が正当化されているサイ

トを優先する。 
 

(iv) 世界遺産委員会で検討するための、保全及び

管理に関する援助要請の作成 

US$ 5.000まで 
 

 

US$ 5.001から 
30.000  

随時 
 

 

 

10月 31日 

世界遺産セン

ター長 

 

 

委員会議長 

 

保全管理に係る

援助 

(研修、研究、
技術協力、公
開、教育に係
る援助を統合)  

本支援は、 

(i) 世界遺産の認定、モニタリング、保全、管

理、保護に係る全レベルの一般職員及び専門

職員の研修（集団研修中心） 

(i)から(vi)につ

いて： 

 

US$ 5.00まで 
 

(i)から(vi)につ

いて： 

 

随時 
 

(i)から(vi)につ

いて： 

 

世界遺産セン

ター長 

決定 36 COM 13.I参照 
決定 30 COM 13.13参照 
決定 43 COM 11A参照 
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国際援助の種別 目的 予算の上限

（要請毎） 

要請提出期限 認証機関 

(ii) 世界遺産に資する科学的調査、または世界遺

産資産の保全、管理、公開に係る科学的課題

及び技術的課題についての研究 

(iii)  世界遺産に利益をもたらす遺産保護に関する

国の政策または法的枠組みの確立/改訂 

注: ユネスコにより行われている個々の研修コ

ースへの要請は、事務局から入手可能な、標

準の「フェローシップ申請」書式を用いて行

うこと。 

(iv) 危険にさらされている世界遺産一覧表及び世

界遺産一覧表記載資産の保全、管理、公開の

ための専門家、技術者、経験者の派遣 

(v) 危険にさらされている世界遺産一覧表及び世

界遺産一覧表記載資産の保全、管理、公開の

ために締約国が必要とする機材の供与 

(vi) 危険にさらされている世界遺産一覧表及び世

界遺産一覧表記載資産の保全、管理、公開の

ために実施される活動への低利子融資、又は

無利子融資。利子の長期返済も可。 

(vii) 地域的、国際的取組み（プログラム、活動、

会議の開催） 

-  対象地域内の国において条約への関心を醸

成することを支援する 

-  条約の適用に対してより活発な参加を促進

するため、条約の履行に関する困難な課題

に対して普及啓発を行う。 

-  経験を共有する機会を提供する 

- 教育、広報、普及啓発計画及び活動（特

に、世界遺産保全活動に若者の参加がある

場合）の共同実施を推進する。 

(viii) 国内的取組み 

- 条約をより知らしめるために開催される

（特に若者の間での）会議又は、条約第 17 
条に規定される世界遺産関連団体の設立の

ための会議 

- 条約及び世界遺産一覧表の（特定の資産の

ためではなく）一般的な普及啓発活動のた

めの、特に若者を対象とした、教材、広報

材料（パンフレット、出版物、展示物、映

画、マルチメディア等）の作成、検討。  

を目的として要請することができる。 

 

US$ 5.001から 
30.000まで 

 

 
US$ 30.000超 

 

 

 
 

 

 
 
 

 

(vii)及び(viii)
について： 

 

 

US$ 5,000まで 
 

 

US$ 5,001から

10,000まで 

 

10月 31日 

 

 

 

10月 31日 

 

 
 

 

 

 
 
 

 

(vii)及び(viii)
について： 

 

 

随時 
 

 

 

10月 31日 

 

委員会議長 

 

 

 

委員会 
 

 

 

 
 
 

 

 

 

(vii)及び(viii)に
ついて： 

 

 

世界遺産セン

ター長 

 

 

委員会議長 
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VII.F 手続き及び書式 

242. 国際援助の要請を提出する全ての締約国は、各要請の想起、計画、

詳細検討に際して、事務局及び諮問機関と協議することが推奨さ

れる。締約国の活動を推進するため、参考となる国際援助要請書

の事例の提供も、要請により可能である。 

243. 国際援助の申請書式を、付属資料 8 に示す。（国際援助の）種別、

金額、提出期限、および承認権限機関については 第 VII.E 章の早

見表にまとめて示した。 

244. 要請は、英語又はフランス語により作成し、しかるべく署名を付

した上で、締約国のユネスコ国内委員会、ユネスコ常駐代表及び

/又は適切な政府機関（省庁）により下記住所に送致すること。 

UNESCO World Heritage Centre 
7, place de Fontenoy 
75352 Paris 07 SP 
France 
Tel: +33 (0) 1 4568 12 76 
E-mail: wh-intassistance@unesco.org 

245. 国際援助要請は、締約国から電子メール、または世界遺産センタ

ーホームページ(http://whc.unesco.org)のオンライン書式から入力

することで提出することができるが、正式な署名を付した原本を

追って提出すること。 

246. 申請書式中で要求されているすべての情報を提供することが大切

である。適宜、必要に応じて、追加情報、報告書等によって要請

書の補足を行っても良い。 

VII.G 国際援助要請の審査 

247. 締約国による支援要請書に不備がなければ、すべての要請は、要

請金額に関係なく、事務局によって審査される。さらに、

US$30,000 を超える要請は、次のように審査される。 

a) 文化遺産に関する国際援助の要請の審査は、ICOMOS（すべ

ての種別の援助） および ICCROM（準備援助を除くすべて

の種別の援助） が行う。  

b) 自然遺産に関する国際援助の要請の審査は、IUCN が行う。 

c) 複合遺産に関する国際援助の要請の審査は、ICOMOS と

IUCN（すべての種別の援助） および ICCROM（準備援助を

除くすべての種別の援助） が行う。  

事務局は、10 営業日以内に緊急援助の要請を処理する。  

必要に応じて、事務局は、US$30,000 未満の要請の審査について、

諮問機関と協議する場合がある。  

決定 43 COM 11A参照 

決定 43 COM 11A参照 
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ICOMOS、IUCN、および ICCROM は、事業への 1 つ以上の諮問

機関の関与を特に要求するすべての要請について協議を受ける。  

248. [段落削除] 

249. [段落削除] 

250. [段落削除] 

251. 国際援助要請の審査基準の要点を付属資料 9 に示す。 

252. US$5,000 を超える国際援助の要請は、緊急支援を除き、世界遺

産センター地域デスクの代表、諮問機関の代表、可能であれば世

界遺産委員会議長、もしくは議長により任命された人物（オブザ

ーバー権限）から成るパネルが、年 1 回ないし 2 回の会合をもち、

審議を行い、議長及び／又は委員会への勧告を行う。 

253. 議長は、自らの出身国が提出した要請については、承認する権限

をもたない。この場合は、委員会により審査が行われる。 

254. US$5,000 を超える準備援助もしくは保全及び管理に関する援助

の要請書は 10 月 31 日以前に（10 月 31 日を含む）事務局に受理

されていなければならない。不完全な書類は、11 月 30 日までに

完全な書類が再提出されなかった場合、締約国に差し戻され、次

のサイクルに提出しなければならない。完全な申請書は 1 月に開

催される最初のパネルにおいて審議される。パネルが肯定的な提

言/否定的な提言を行った申請は、議長/委員会での決定を得るた

めに議長/委員会に提出される。最初のパネル後に修正された申

請書について、2 回目のパネルが開催される場合は、少なくとも

委員会の 8 週間前までに開催される。重大な修正のために差し戻

された申請書は、（事務局で）受理された日にちに応じて、パネ

ルで審査される。微細な修正のために差し戻され、再審査を必要

としない申請書は、最初に審査が行われた年の年内に再提出しな

ければならない。さもなければ、次回のパネルに再提出される。

提出の手順の詳細を示した図を付属資料 8 に示す。 

VII.H 契約手続き 

255. ユネスコ及び関係締約国又はその代表は、ユネスコ規則に則り、

又、承認された申請書にもともと記載されていた作業計画と予算

内訳に基づいて、承認された国際援助の実施に関する合意書を締

結する。 

VII.I 国際援助の評価及びフォローアップ 

256. 要請された国際援助の実施状況に関して、モニタリング及び評価

を、活動完了後 3 カ月以内に実施する。この評価結果は、諮問機

関と事務局が協働して照合を行い、定期的に委員会による審査を

受ける。 

決定 31 COM 18B参照 
決定 43 COM 11A参照 

決定 31 COM 18B参照 
決定 36 COM 13.I参照 
決定 43 COM 11A参照 

決定 43 COM 11A参照  

決定 43 COM 11A参照  

決定 43 COM 11A参照 

決定 36 COM 13.I参照 
決定 43 COM 11A参照 
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257. 委員会は、国際援助の実施、評価及びフォローアップを審査し、

国際的援助の効果を評価するとともに優先順位の見直しを行う。 

VIII 世界遺産エンブレム 

VIII.A 前文 

258. 第 2 回世界遺産委員会（ワシントン、1978 年）において、委員会

は Michel Olyff 氏のデザインによる世界遺産エンブレムを採用し

た。このエンブレムは、文化資産と自然資産が相互に依存してい

ることを象徴している。中央の正方形は人類の創造による象形で

あり、円は自然を表し、二つが密接に結ばれている。本エンブレ

ムは地球のように丸く、同時に、保護を表すシンボルである。条

約の象徴であり、締約国の条約への固い支持を意味し、世界遺産

一覧表記載資産を顕彰する。一般市民の条約の知識と結びつき、

条約の信用性及び名声の証である。そして何よりも、条約の存在

理由である「普遍的価値」の印である。 

259. 委員会は、エンブレムの使用について、色及び大きさについては、

用途や技術的制約に応じて、また、芸術的な考えから自由に決定

して良いと決定した。但し、エンブレムの使用に当たっては、常

に、“WORLD HERITAGE. PATRIMOINE MONDIAL”という文字

をつけなければならない。なお、“PATRIMONIO MUNDIAL”と
ある部分（エンブレムの頭頂部）は、エンブレムが使用される国

の国語による訳語で置き換えることができる。 

決定 43 COM 11A参照 
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260. エンブレムの不適切な使用を防止しつつ、出来る限りエンブレム

が人の目にふれるようにするため、委員会は、第 22 回世界遺産

委員会（京都、1998年）において、以下に示す「世界遺産エンブ

レムの使用に関する指針及び原則」を採択した。加えて、「用途

表」（ 付属資料 14）」に補足的指針を示す。 

261. 条約にはエンブレムへの言及はないが、委員会は 1978 年の採択

以来、条約の下に保護され世界遺産一覧表に記載された資産の印

として当該エンブレムの使用を推進してきた。 

262. 世界遺産委員会は、世界遺産エンブレムの用途の決定及び使用方

法に関する政策決定を行う。2007 年 10 月にユネスコ総会におい

て「ユネスコの名称、略称、ロゴ及びインターネットドメイン名

の使用に関する指令（Directives concerning the Use of the Name, 
Acronym, Logo and Internet Domain Names of UNESCO14）」が採択

されて以来、世界遺産エンブレムを使用する場合は、できる限り、

ユネスコのロゴを添えた一体的ロゴとすることが強く推奨されて

いる。現行ガイドライン及び「用途表」（付属資料 14）に則っ

て、本エンブレムを単独で使用することも引き続き可能である。 

263. 第 26 回世界遺産委員会（ブダペスト、2002 年）の要請に基づき、

2003 年 5 月 21 日のパリ会議で、世界遺産エンブレムは、周囲を

囲む文字の有無にかかわらず、「工業所有権の保護に関するパリ

条約（1883 年採択、1967 年ストックホルムにて改訂）」第 6ter 
条に基づいて加盟国に通知、受理された。これにより、ユネスコ

及び世界遺産条約と関係のないところで世界遺産エンブレムを使

用したり、その他乱用されたりすることがないよう、パリ条約加

盟国が国内制度によって防止策をとることをユネスコは要請する。 

264. 本エンブレムには、募金を誘引する潜在性があり、エンブレムを

付した製品のマーケティング価値を為けることに利用できる。条

約の目的を推し進め、条約について世界中に知らしめるためにエ

ンブレムを活用する一方で、エンブレムの不正確な使用、不適切

な使用、未認可の商業利用等を防止する必要とのバランスをとる

ことが必要である。 

265. エンブレムの使用に関する指針及び原則、及び品質管理規定は、

（エンブレムを使用して行われる世界遺産の） 普及啓発活動へ

の協力を妨げるものであってはならない。エンブレム利用の審査

及び決定を管轄する部局は、以下に示す条件、及び用途表（付属

資料 14）に示す条件に基づいて決定を行うことができる。 

VIII.B 適用範囲 

266. ここに示す指針及び原則は、以下の主体によるエンブレムの使用

のすべてに適用される。 

                                                      
14 ユネスコの名称、略称、ロゴ及びインターネットドメイン名の使用に関する指令（”Directives concerning the 
Use of the Name, Acronym, Logo and Internet Domain Names of UNESCO）の最新版は、第 34 回ユネスコ総会の決

議 86 の付属資料、若しくは http://unesdoc.unesco.org/images/0015/001560/156046e.pdf を参照。 

決定 26 COM 15参照 
決定 39 COM 11参照 

決定 39 COM 11参照 

決定 39 COM 11参照 

決定 39 COM 11参照 

決定 39 COM 11参照 
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a) 世界遺産センター 

b) ユネスコ広報部その他のユネスコ部局 

c) 各締約国の条約の履行責任機関または国内委員会 

d) 世界遺産資産 

e) その他契約に基づく使用者（特に、商業目的による使用を主

とする者） 

VIII.C 締約国の責務 

267. 条約締約国は、それぞれの国内において委員会が認定していない

団体又は目的にエンブレムが使用されることがないよう、可能な

範囲であらゆる対策を講じることが求められる。締約国が、商標

関連諸法を含む国内法を最大限活用することが推奨される。 

VIII.D 世界遺産エンブレムの適切な使用 

268. 世界遺産一覧表に記載された資産は、ユネスコのロゴと本エンブ

レムを併用して顕彰すること。但し、当該資産を視覚的に損なう

ことのないように配慮すること。 

世界遺産一覧表記載記念銘 

269. 資産が世界遺産一覧表に記載された場合は、締約国は、可能な限

り、記載を記念する記念銘を設置すること。記念銘は、当該国の

国民及び外国からの訪問者に向けて、訪れた資産が国際社会に認

定された特別の価値を有することを周知することを目的とする。

言い換えれば、当該資産は特別な存在であり、一国のみに留まら

ず世界全体にとって価値あるものである。しかしながら、これら

記念銘は、世界遺産条約について、少なくとも世界遺産の概念と

世界遺産一覧表について、一般市民に周知するという役割もあわ

せ持つ。 

270. 委員会は、記念銘の製作に関し、以下の指針を採用した。 

a) 記念銘は、資産の外観を損なわないように、かつ容易に訪問

者の目につくように設置すること。 

b) 世界遺産エンブレムを記念銘上に表示すること。 

c) 銘文は、資産の顕著な普遍的価値について言及すること。こ

の点では、資産の傑出した特徴を簡潔に説明することが有益

である。締約国は、様々な世界遺産関係出版物や世界遺産の

展示会で使用されている展示説明文を使用することもできる。

それらは事務局から手に入れることができる。 
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d) 銘文は、世界遺産条約、特に世界遺産一覧表、及びこの一覧

表への記載が意味する国際的な認知について言及すること。

（但し、第何回の世界遺産委員会で記載されたかについてま

で言及する必要はない。）外国からの訪問者が多く訪れる資

産においては、複数の言語で文章を作成することが適切と考

えられる。 
 

271. 以下に本委員会による文例を示す。 

『(資産名称) は、「世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する

条約」の世界遺産一覧表に記載されています。世界遺産一覧表へ

の記載は、文化遺産又は自然遺産としての顕著な普遍的価値をも

ち、全人類の利益のために保護すべき遺産であることを証明する

ものです。』 

“(Name of property) has been inscribed upon the World Heritage List of 
the Convention concerning the Protection of the World Cultural and 
Natural Heritage. Inscription on this List confirms the Outstanding 
Universal Value of a cultural or natural property which deserves 
protection for the benefit of all humanity.” 

272. 上記に続けて当該資産の簡潔な説明を付加することも考えられる。 

273. 更に、国内機関（National Authority）は、世界遺産のレターヘッ

ド、パンフレット、スタッフのユニフォームなどに幅広くこのエ

ンブレムを利用するよう推進すること。 

274. 世界遺産条約及び世界遺産資産の関連製品の製造権を得た第三者

は、エンブレムが適正に見えるようにしなければならない。又、

当該製品専用としてエンブレム又はロゴに変更を加えてはならな

い。 

VIII.E 世界遺産エンブレムの使用に関する原則 

275. 管轄当局は、エンブレムの使用に関する決定を行うにあたって、

以下の原則を適用するよう求められる。 

a) エンブレムは、条約について周知するために、条約の作業に

実質的な関連を有する全てのプロジェクト（技術的、法的に

可能であれば既に承認、採択されたものを含む）に利用する

ことが望ましい。 

決定 39 COM 11参照 
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b) エンブレムの利用を承認する決定は、販売される商品の数量

や想定される収益ではなく、エンブレムを使用する製品の質

及び内容によって決定されるべきである。承認の主な判断基

準は、世界遺産の原則および価値感に関わる提案製品の教育

的、科学的、文化的、芸術であるべきである。カップ、Ｔシ

ャツ、ピン、その他旅行者の観光みやげなど、教育的価値を

持たない製品若しくは極乏しい製品にエンブレムを使用する

ことを、むやみに承認すべきではない。但し、委員会の会合

や記念銘披露の式典などの特別なイベントには、本方針の例

外的扱いが検討される。 

c) エンブレムの使用許可に関する決定は、あいまいさを残さず、

世界遺産条約に明示された目的及び価値観はもとより、同条

約に暗示される目的及び価値感にも適合するものでなければ

ならない。 

d) 以上の原則に則って許可された場合を除き、営利団体は、世

界遺産への支持を表すためという理由で商品等に直接エンブ

レムを使用してはならない。一方、委員会は、個人、組織又

は企業が、自ら適用と考える世界遺産関連書物又は製品を出

版、販売することは自由であると認識している。しかし、世

界遺産のエンブレムを使用することは、委員会の占有的特権

であり、公式の認可は、本「指針及び原則」及び「用途表」

の規定するところに従って運用される。 

e) その他の契約による関係者によるエンブレムの使用は、通常、

提案された使用が、直接世界遺産資産をとり扱う場合に限り

認可される。そのような使用は、関係国の国内機関の承認を

得た後に許可することができる。 

f) 例えば、一般的なセミナー、科学的テーマ及び/又は保全技

術についてのワークショップなど、具体的な世界遺産が関係

していない又は主要な論点ではない場合、「指針及び原則」

及び「用途表」に準じて、限定的許可を与えることができる。

そのような使用を求める要請は、どのように条約の作業を高

めることが期待できるかについて具体的に説明することが求

められる。 

g) エンブレムの使用許可は、例外的な場合又は世界遺産一般も

しくは特定の世界遺産に対するはっきりとした利益が証明で

きる場合を除き、旅行代理店、航空会社、その他商業目的を

主として業を営むものに与えてはならない。このような使用

の要請については、「指針及び原則」及び「用途表」に準拠

した承認を必要とする。この要請は、関係する国内機関の公

式の承認を必要とし、かつユネスコ世界遺産センターとの間

との具体的なパートナーシップ合意を結ぶ必要がある。 

事務局は、旅行会社、その他類似の企業から、エンブレム

の使用に対する金銭の支払いと交換に、広告、旅行、又は

その他のプロモーションの申し入れを受け入れてならない。 

「 カテゴリー別パートナ

ーとの取り決めのための

個別戦略」を含む「包括的

パートナーシップ戦略」

（192EX/5.INF）及び PACT 
戦略（文 書 WHC- 
13/37.COM/5D） 

決定 37 COM 5D参照 
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h) 商業上の収益が想定される場合、事務局は、世界遺産基金に

収益の妥当な割合が振り込まれるよう手配し、事業及び基金

への利益配分についての合意内容を記録した契約書又はその

他の合意書を締結すること。商業目的の利用の場合、事務局

の職員等にかかる人権費及び関連経費のうち通常の業務の範

囲を超える分については、エンブレム使用許可の申請者が全

額負担する。 

また、国内機関は、資産又は世界遺産基金に、収益の妥当

な割合が振り込まれるよう手配し、事業及び売上げの配分

についての合意内容を書面にすることが求められる。 

i) 事務局が頒布する必要があると考える製品を製造するために

スポンサーを探す場合は、少なくとも、「カテゴリー別パー

トナーとの取り決めのための個別戦略」を含む「包括的パー

トナーシップ戦略」（192EX/5.INF）及び PACT 戦略（文書 
WHC-13/37.COM/5D）の基準及び委員会が規定する追加的資

金調達のガイダンスに則って行う。そのような製品の必要性

は、書面により解説し、その正当性を証明することとし、委

員会が規定する方法により承認を受ける必要がある。 

j) ユネスコの名称、略称、ロゴ及びインターネットドメイン名

を伴った世界遺産エンブレムを冠した製品やサービスを主に

利益を得るために販売することは、本作業指針では「商業利

用」をみなす。そのような利用については、具体的な契約合

意（2007 年ユネスコロゴ指令、第 3 条 2.1.3 から採用された

定義）によって、事務局長から明確な許可を受けなければな

らない。 

VIII.F 世界遺産エンブレムの使用承認に係る手続き 

国内機関（National authority）の合意 

276. 国内機関は、当該事業（国内事業、国際事業）が自国の領域内に

存在する世界遺産資産に限られる場合、エンブレムの使用を国内

の個人・団体に許可を与えることができる。但し、国内機関の決

定は、「指針及び原則」及び「用途表」に準拠して行われること。 

277. 締約国は、事務局に対して、エンブレムの使用についての管理を

担当する機関の名称及び住所を連絡することが推奨される。  

クオリティコントロールを必要とする合意 

278. その他のエンブレムの使用承認申請については、以下の手順を適

用する。 

a) エンブレムの使用目的、使用期間及び領域に関する法的有効

性を示した要請書を、世界遺産センター長宛に送付する。 

1999 年 4 月 14 日付け回覧書

簡 
https://whc.unesco.org/circs/circ
99-4e.pdf 

決定 39 COM 11参照 

決定 39 COM 11参照 



世界遺産条約履行のための作業指針 75 

b) 世界遺産センター長は、「指針及び原則」に準拠したエンブ

レムの使用を許可する権限を有する。「指針及び原則」及び

「用途表」にないケースもしくは十分カバーされていないケ

ースについては、センター長は委員会議長に照会することが

できる。さらに、委員会議長は、最も困難なケースにおいて

は、最終決定を委員会に照会することができる。許可された

エンブレムの使用に関して、年次報告が世界遺産委員会に提

出される。 

c) 不特定の期間にわたり、広域に頒布される製品へのエンブレ

ム使用承認は、製造者が関連国と協議を行い、関連資産に関

する文章及び画像についての裏書を、事務局への費用負担を

発生させることなく得ることを条件とする。又、このことが

なされた証明を添付すること。承認される文章は、委員会の

公用語の 1 つ又は当該国の言語を用いること。締約国が、第

三者のエンブレム使用を承諾する際の書式のモデルを以下に

示す。 

 

内容承諾書（Content Approval Form） 

[責任を有する国内団体の名称]は、[国の名称]の領域内に 存
在する世界遺産資産に関する文章および写真の内容につい

ての承認を行う責任機関として正式に認定された機関とし

て、ここに、[製造者名]が、世界遺産[資産の名称] に関して

提示した文章及び画像を [承認する] [以下の変更を条件とし

て、承認する] [承認しない]。(適用されない記載事項を削除

し、必要に応じて、修正文又は署名付き訂正箇所リストを

添付する。) 

[Name of responsible national body], officially identified as the 
body responsible for approving the content of the texts and photos 
relating to the World Heritage properties located in the territory of 
[name of country], hereby confirms to [name of producer] that the 
text and the images that it has submitted for the [name of 
property(ies)] World Heritage property(ies) are [approved] 
[approved subject to the following changes requested] [are not 
approved] 

注： 
すべてのページに、国内責任者のイニシャルを付すことが

推奨される。 

国内機関は、内容の審査のため、受領確認時点から 1 ヶ月間

が与えられる。管轄国内機関が書面により期間延長を要請

しない限り、一ヶ月が経過した時点で、製造者は内容が暗

黙に承諾されたものとみなしてよい。 

文章は、両者の都合の良いように、委員会の 2 つの公用語の

うちの 1 つ又は資産が存在する国の公用語（複数の公用語が

る場合はそのひとつ）で作成し、国内機関に提示されるこ

ととする。 
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d) 要請を審査し、適当であると判断したのち、事務局は、パー

トナーと合意書を締結することができる。 

e) 世界遺産センター長が、要請されたエンブレムの使用が適切

でないと判断した場合、事務局は書面によりその決定につい

て申請者に通知する。 

VIII.G クオリティコントロールに関する締約国の権利 

279. エンブレムの使用承認は、国内機関が関係製品に対して品質管理

を行うことができるという条件と切り離すことはできない。 

a) 条約締約国だけが、各国の領域内に存在する資産に関して、

世界遺産エンブレムのもとに配給される製品の内容（画像及

び文章）に対する許可権限を有する。 

b) エンブレムを法的に保護する締約国は、エンブレムの使用を

検閲しなければならない。 

c) その他の締約国は、提案された使用を審査することを選択す

るか、提案を事務局に照会することができる。締約国は、適

切な国内機関を特定し、提案された使用を審査することを希

望するか、不適切な使用について特定するかについて事務局

に通知する責任を有する。事務局は、管轄する国内機関の一

覧表を維持する。 

IX 情報の管理・提供 

IX.A 事務局による情報の保管 

280. 事務局は、世界遺産委員会及び世界遺産条約締約国会 議に関連

する全ての文書をデータベースにして管理する。当該データベー

スは、 https://whc.unesco.org/en/documents に公開されている。 

281. 事務局は、暫定一覧表、世界遺産推薦書について地図及びその他

の締約国提出情報を含め、ハードコピー及び可能なものは電子書

式によりアーカイブ化する。事務局はまた、諮問機関による審査

やその他の書類、締約国との通信文及び各種報告書（リアクティ

ブモニタリング及び定期報告を含む）、事務局及び世界遺産委員

会からの通信文、資料など、記載資産に係る関連情報のアーカイ

ブ化を行う。 

282. アーカイブ化した資料は、長期にわたる保存に適した形で保管さ

れる。紙資料、電子形式のそれぞれに適切な方法で保管される。

締約国に公開するための資料は、要請に応じて用意される。 
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283. 委員会によって世界遺産一覧表に記載された資産の推薦書の閲覧

は、要請に応じて認められる。締約国自身が、各自のホームペー

ジに推薦書を掲載することが強く推奨される。又、そのようにし

た場合は、事務局へ連絡することが推奨される。推薦書を作成す

る締約国は、自国の領域内の資産を認定し推薦書を作り上げる際

のガイドとしてこの情報を利用することが考えられる。 

284. 各記載資産に対する諮問機関の審査及び委員会決定は、世界遺産

センターのウェブサイト内の世界遺産一覧表の各資産専用のペー

ジで入手できる。一覧表に記載されなかったサイトについての諮

問機関の審査（結果）は、世界遺産センターのウェブサイト内の

当該推薦が審議された委員会会合専用のページで入手できる。 

IX.B 世界遺産委員会メンバー国及びその他の締約国に対する情報提供 

285. 事務局は、委員会メンバー国用のメーリングリスト (wh-
committee@unesco.org)及び、締約国用のメーリングリスト (wh-
states@unesco.org) を運用する。このリストの作成の為、締約国は、

適切な電子メールアドレスを提供するよう求められる。電子メー

ルのメーリングリストは、締約国に対しる伝統的連絡手段に置き

換わるものではなく、これを補完して、事務局文書の作成状況、

会合スケジュールの変更、委員会メンバー国及び締約国に関係す

る種々の課題に関する連絡を、タイムリーに伝達することを可能

にするものである。 

286. 委員会メンバー国、その他の締約国及び諮問機関を利用者とする

特定の情報は、アクセスが制限された世界遺産センターのウェブ

サイト（https://whc.unesco.org）で入手できる。 

287. 事務局はまた、委員会決定及び締約国会議決議をデータベースに

して管理する。それらは https://whc.unesco.org/en/decisions で公開

されている。 

IX.C 一般向けの情報提供、出版物の発行 

288. 事務局は、可能な限り、世界遺産及びその他の関連事項に関する

情報で、一般公開・著作権フリーの情報へのアクセスを提供する。 

289. 世界遺産に関連した課題に関する情報は、事務局のウェブサイト

(https://whc.unesco.org)、諮問機関のウェブサイトや図書館で入手

できる。オンラインデータベースおよび関連ウェブサイトの一覧

表を巻末の参考文献に示す。 

290. 事務局は、「世界遺産一覧表」、「危険にさらされている世界遺

産一覧表」、「世界遺産解説」、「世界遺産ペーパー」シリーズ、

ニュースレター、パンフレット、および情報キットなど幅広い出

版物の作成を行っている。さらに、専門家を対象にした情報や一

般の読者を対象とした情報の提供を展開している。世界遺産に関

す る 出 版 物 の 一 覧 表 を 、 巻 末 の 参 考 文 献 及 び

https://whc.unesco.org/en/publicationsに示す。 

決定 43 COM 11A参照 

決定 43 COM 11A参照 

決定 28 COM 9参照 
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これらの出版物は、直接一般の読者に配布されるほか、締約国及

び世界遺産パートナーによる全国的、国際的ネットワークを通じ

て頒布される。 
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条約の批准書、受諾書  
見本 

「世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約」（Convention Concerning the 

Protection of the World Cultural and Natural Heritage）が 1972年 11月 16日に第 17回ユネ

スコ総会で採択された。 

そこで、__________________政府は、上述の条約をよく検討した上ここに同条約を 

[批准し、 同条約に含まれる条項を履行することを誠実に約束する。 

[受諾し、 

上記の証として、私は本書に署名押印した。 

署名押印は 20________年________月________日に行われた。 

（押印） 国家元首の署名 

 又は、首相の署名 

 又は、外務大臣の署名 

 条約批准書／受諾書の見本は、ユネスコ世界遺産センター及び

https://whc.unesco.org/en/convention/で入手できる。 

 記入済み書式の署名原本は、できれば英語又はフランス語の公式訳を添え、ユネスコ事

務局長宛（Director-General, UNESCO, 7 place de Fontenoy, 75352 Paris 07 SP, France）に送

付するものとする。 
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条約の加入書  
見本 

「世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約」（Convention Concerning the 

Protection of the World Cultural and Natural Heritage）が 1972年 11月 16日に第 17回ユネ

スコ総会で採択された。 

そこで、__________________政府は、前述の条約をよく検討した上ここに同条約に

加入し、同条約に含まれる条項を履行することを誠実に約束する。 

上記の証として、私は本書に署名押印した。 

署名押印は 20________年________月________日に行われた。 

（押印） 国家元首の署名 

 又は、首相の署名 

 又は、外務大臣の署名 

 条約加入書の見本は、ユネスコ世界遺産センター及び

https://whc.unesco.org/en/convention/で入手できる。 

 記入済み書式の署名原本は、できれば英語又はフランス語の公式訳を添え、ユネスコ事

務局長宛（Director-General, UNESCO, 7 place de Fontenoy, 75352 Paris 07 SP, France）に送

付するものとする。 
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暫定一覧表提出書式 
 

締約国： 提出日： 

提出者： 

氏名： 電子メール： 

住所： Fax： 

所属： 電話： 

資産名： 
 
州、県又は地域： 
 
緯度・経度座標又はユニバーサル横メルカトル（UTM）座標： 
 

内容： 
 

顕著な普遍的価値の言明： 
（世界遺産一覧表への記載に値する資産価値の予備的認定） 
 

適合する登録基準［作業指針第 77段落参照］： 
（提案基準に対応する以下のボックスをチェックし、各項目を用いて証明すること） 

真正性及び完全性、又はそのいずれかの言明［作業指針第 78〜95段落参照］： 

他の類似資産との比較： 
（この比較では、世界遺産一覧表記載の有無によらず、他の資産との類似性、及び本件資産が傑出してい

る理由について、その概略を述べるものとする） 

 

 暫定一覧表提出書式の見本は、ユネスコ世界遺産センター及び https://whc.unesco.org/en/tentativelistsで入

手できる。 
 暫定一覧表作成に関する詳しい指針は、作業指針第 62〜67段落にある。 
 記入済み暫定一覧表提出書式の一例が https://whc.unesco.org/en/tentativelistsで参照できる。 
 締約国が提出した全暫定一覧表が https://whc.unesco.org/en/tentativelistsで入手できる。 
 記入済み暫定一覧表提出書式の署名原本は、英語又はフランス語でユネスコ世界遺産センター宛

（UNESCO World Heritage Centre, 7 place de Fontenoy, 75352 Paris 07 SP, France）に送付するものとする。 
 締約国は、本情報を電子フォーマット（USB フラッシュドライブ若しくは CD-ROM）又は電子メール

で wh-tentativelists@unesco.orgにも提出するよう推奨される。
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(i) (ii) (iii) (iv) (v) (vi) (vii) (viii) (ix) (x) 
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複数の国にまたがる資産、 
国境を越える資産として推薦予定の資産についての 

暫定一覧表提出書式 

締約国： 提出日： 

提出者15： 

氏名： 電子メール： 

職名： 

住所： Fax： 

所属： 電話： 

 

1.a 複数の間にまたがる／国境を越える推薦候補資産の名称16： 

1.b 他の参加締約国： 
 
 
1.c 各国構成資産の名称（複数可）： 

1.d 州、県又は地域： 

1.e 緯度・経度座標又はユニバーサル横メルカトル（UTM）座標： 
 
 
2.a 複数の間にまたがる／国境を越える推薦候補資産の概要17： 

2.b 構成資産の内容（複数可）： 
 
 
3. 推薦候補資産が全体として顕著な普遍的価値18を有することの言明： 

（世界遺産一覧表への記載に値する推薦候補資産の全体としての価値の予備的認定） 

 
3.a 適合する登録基準19［作業指針第 77段落参照］ 
（提案基準に対応する以下のボックスをチェックし、各項目を用いて証明すること） 

 

                                                      
15 本提出は、1.b項に示されたすべての締約国がそれぞれの提出文書の送付が完了して初めて有効となる。 
16 本項に記載する本文は、複数の間にまたがる／国境を越える同一の推薦候補資産の提案に関与する締約国のすべて

の提出文書において同一とする。 
17 資産が複数の間にまたがる／国境を越える場合、いかなる変更も関係する全締結国の同意を必要とする。 
18 資産が複数の間にまたがる／国境を越える場合、いかなる変更も関係する全締結国の同意を必要とする。 
19 資産が複数の間にまたがる／国境を越える場合、いかなる変更も関係する全締結国の同意を必要とする。 
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(i) (ii) (iii) (iv) (v) (vi) (vii) (viii) (ix) (x) 
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3.b 真正性及び完全性、又はそのいずれかの言明［作業指針第 79〜95段落参照］： 

 

3.c.1 構成資産の選定に関する価値証明（全体としての推薦候補資産との関連で）： 

 

3.c.2 他の類似資産との比較20： 
（この比較では、世界遺産一覧表記載の有無によらず、他の資産との類似性、及び本件推薦候補資産が卓

越した特徴をもつ理由について、その概略を述べるものとする） 

 

 

 

                                                      
20 資産が複数の間にまたがる／国境を越える場合、いかなる変更も関係する全締結国の同意を必要とする。 
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特種な資産の世界遺産一覧表への 
記載に関する指針21 

国際記念物遺跡会議（ICOMOS）によるテーマ別研究の一覧表は https://www.icomos.org/en で入

手できる。 

国際自然保護連合（IUCN）によるテーマ別研究の一覧表は http://www.iucn.org/で入手できる。 

はじめに 

1. 本付属資料は、世界遺産一覧表への記載に向けた締約国の資産候補推薦書作成の指針と

するため、特殊な資産に係る情報を提供する。以下の情報は、世界遺産一覧表の資産登

録基準を定める作業指針第 II章とともに用いるべき指針を構成する。 

2. 世界遺産委員会は、文化的景観、町、運河、及び道のテーマに関する専門家会合の結論

を承認してきた（下記パート I）。 

3. 世界遺産委員会が要請したその他の専門家会合の報告は、「世界遺産一覧表における不

均衡の是正及び代表性・信頼性の確保のためのグローバルストラテジー（Global Strategy 
for a representative, balanced and credible World Heritage List）」の枠組みの中で、パート IIで
言及されている。 

4. パート IIIは、諮問機関が行った多様な比較研究及びテーマ別研究の一覧である。 

I. 文化的景観、町、運河及び道 

5. 世界遺産委員会は、いくつかの特殊な文化遺産及び自然遺産を認定し、定義してきてお

り、世界遺産一覧表への記載に向け推薦される資産の評価を促進するため、具体的指針

を採択した。指針は、今後追加される可能性はあるものの、これまで以下の分野を扱っ

ている。 

a) 文化的景観 

b) 歴史的町並みと街区 

c) 運河に係る遺産 

d) 遺産の道 

                                                      
21 委員会は、将来、他のタイプの資産に関する追加の指針を作成する可能性がある。 
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文化的景観22 

定義 

6. 文化的景観は文化遺産であり、世界遺産条約第1条に定める「人工と自然との結合の所産

（combined works of nature and of man）」に相当する。これは、人間を取り巻く自然環境か

らの制約や恩恵又は継続する内外の社会的、経済的及び文化的な営みの影響の下に、時

間を超えて築かれた人間の社会と居住の進化の例証である。 

7. 文化的景観は、顕著な普遍的価値を有することと同時に、明確に限定された人文地理学

上の地域において代表的であることの双方に基づきつつ、また当該地域の本質的なかつ

特色ある文化的な諸要素を例証するに足るという観点から選択されるべきである。 

8. 「文化的景観」という用語には、人間と人間を取り巻く自然環境との相互作用に現れる

多様性が含まれる。 

9. 文化的景観は、しばしば持続可能な土地利用に関する独特の技術を反映しており、その

文化的景観を成り立たせる背景となる自然環境の特徴や制約を考慮するならば、それは

人と自然との特殊な精神的関係をも反映している。文化的景観の保護は、持続可能な土

地利用における現代の技術への応用という観点からも貢献しうるものであり、その景観

について自然の価値を維持したり、高めたりすることにも繋がる。土地利用の伝統的な

形態が継続的に存在することは、世界中の多くの地域において生物多様性を維持するこ

とにも繋がる。したがって、伝統的な文化的景観の保護は、生物多様性の保持の観点か

らも有益である。 

定義とカテゴリー 

10. 文化的景観は次の 3つの主なカテゴリーに分類される。 

(i) このカテゴリーは最も容易に認定することができるもので、人間の意志により設

計され、意図的に創り出された景観であると明確に定義されている。これには、

審美的目的で造営された庭園及び公園緑地の景観が含まれ、（常にとは限らない

が）しばしば宗教的又は他の歴史的価値のある建造物群を伴う。 

(ii) 第 2 のカテゴリーは、有機的に進化してきた景観である。これはもともと社会的、

経済的、行政的及び宗教的事由又はそのいずれかの事由により生まれた景観が、

自然環境と関わり、自然環境に応じて変化することで今日の形が形成されてきた

ものである。こうした景観は、その形態及び構成要素の特徴に進化の過程が反映

されている。このカテゴリーは次の 2つの下位カテゴリーに分けられる。 

- 残存している（あるいは化石化した）景観で、進化の過程が過去のある時

期に突然又は徐々に停止したものである。ただし、その重要な特徴がいま

だに物質として目に見えるものである。 

                                                      
22 本文は、「文化的景観に関する専門家グループ（1992 年 10 月 24〜26 日フランス、ラ・プティット・ピ

エール）」が作成したものである（世界遺産センター文書 WHC-92/CONF.202/10/Add 参照）。その後、作

業指針への記載が第 16 回世界遺産委員会（1992 年サンタフェ）で承認された（世界遺産センター文書

WHC-92/CONF.002/12 参照）。 
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- 継続している景観で、伝統的な生活様式と密接に結びつき、現代社会の中

で活発な社会的役割を保ち、進化の過程が今なお進行中のものである。そ

れと同時に、長い時間をかけた進化を示す重要な物証となるものである。 

(iii) 第 3 のカテゴリーは、関連する文化的景観である。こうした景観の世界遺産一覧

表への登録は、自然的要素が宗教的、芸術的又は文化的に強力な関連性を有する

ことを証明できる場合であり、文化的な価値を示す物証は重要ではなく、存在し

ないこともあり得る。 

文化的景観の世界遺産一覧表への登録 

11. 文化的景観を世界遺産一覧表に登録する度合いは、その目的に適った性質と明瞭さに関

連する。選択される事例は、いかなる場合においても、文化的景観が例証する総合性を

適切に代表するのに足るものでなければならない。文化的に重要な交易とコミュニケー

ションのネットワークを代表するような線状に長く展開する地域を指定する可能性は排

除されるべきではない。 

12. 保護と管理のための一般的な基準は、文化的景観においても等しく適用されうる。文化

及び自然の両側面から捉えられる景観に見られる価値の全範囲に留意することが重要で

ある。登録推薦は地域社会の協力と十分な合意のもとに準備されるべきである。 

13. 「文化的景観」という類型が存在することは、作業指針の第 77 段落に定める登録基準に

基づく世界遺産一覧表への登録において、文化遺産と自然遺産の両方の登録基準に引き

続き関連して（第 46 段落に定める複合遺産の定義を参照）例外的な重要性を示す資産が

存在する可能性を排除するものではない。複合遺産として評価する場合においては、そ

の顕著な普遍的価値について文化遺産及び自然遺産に関するそれぞれの登録基準を同時

に満たす必要がある。 

歴史的町並みと街区23 

定義とカテゴリー 

14. 世界遺産一覧表の登録資格がある都市建造物群は、次の3つの主なカテゴリーに分類され

る。 

(i) 現在そこに人が暮らしていないが、今も変わらずに過去の考古学的証拠を示して

いる町並み。また、これらは一般にその真正性に関する基準を満たし、かつその

保全状況を比較的容易にコントロールすることができる。 

(ii) 現在もそこに人が暮らしている歴史的町並みであって、まさにその特質によって、

社会経済的、文化的な変化の影響を受けて発展してきたもので、なおかつ今後も

発展し続けるであろうもの。このような場合においては、変化し続ける状況に対

する真正性の評価は難しく、どのような保全方針を採用しても議論の余地が残る。 

(iii) 20 世紀の新しい町並みであって、逆説的とも言えるが、上記の 2 つのカテゴリー

に通じる共通点を同時に有しているもの。もともとの都市的構成が明瞭に認識す

                                                      
23 本文は、「歴史的町並みについて協議する専門家会合」（1984 年 9 月 5〜7 日、ICOMOS によりパリで

開催）の結論について第 8 回世界遺産委員会（1984 年、ブエノスアイレス）が行った討議の後、1987 年 1
月版の作業指針に記載された。 
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ることができ、かつその真正性は否定できないものの、その発展を十分にコント

ロールすることができないため、その将来の姿は予測することができない。 

歴史的町並みと街区の世界遺産一覧表への登録 

15. 歴史的町並み及び街区の重要性については、以下に示す要因に基づき検討されうる。 

(i) すでに人の居住が見られない町並み 

すでに人の居住が見られない町並みの評価は、一般に考古学的資産に関わるもの以外に

特段の困難は生じない。その様式の混じりけのなさ故に、記念物がそこに集中している

が故に、時には重要な歴史的関連性の故に注目に値する、選りすぐりの建造物群が、独

自性又は典型的特性を要求する登録基準から導かれてきたからである。都市の考古学的

遺跡は全体をひとまとまりとして登録することが重要である。記念物の一群又は小さな

建造物群では、今は消失している多様で複雑な都市機能を示唆するには十分と言えない。

そうした都市遺跡は、可能な場合はつねに、周囲の自然環境と共に全体として保全すべ

きである。 

(ii) 現在も人の居住が見られる歴史的町並み 

現在も人の居住が見られる歴史的町並みの場合は、困難な問題が多い。その主な理由は

都市構造の脆弱さであり（工業時代が出現してから、多くの場合、都市構造は深刻な破

壊を受けてきた）、周辺環境が都市化した急激なスピードである。登録の基準を満たす

には、町並みの建築学的関心を理由とする認識をさせるべきであり、町並みが過去に果

たしてきたと考えられる役割に関する知的根拠のみに基づき考慮すべきではなく、また

文化資産の世界遺産一覧表への登録基準(vi)に規定する歴史的象徴としての価値（作業指

針第 77段落(vi)参照）のみに基づき考慮すべきではない。一覧表登録の資格を有するもの

は、建造物群の空間的構成、構造、材料、形態、さらに可能であれば機能が、資産推薦

のきっかけとなった文明又は文明の継承を基本的に反映しているべきである。4 つのカテ

ゴリーに区分することができる。 

a) 特定の時代又は文化の典型的な町並みであって、ほぼ全体が保存されてお

り、その後の開発からほとんど影響を受けずに残っているもの。ここでは

登録資産はその周辺環境を伴った町並み全体であり、周辺環境も保護する

必要がある。 

b) 特有の方向に沿って進化し保存されてきた町並みであって、時として並は

ずれた自然環境、空間構成、そして連続する歴史の各時代を代表する構造

物のただ中に存在している。ここでは明確に定義された歴史的部分が現代

の環境に優先する。 

c) 「歴史的地区」は古来の町並みとまったく同じ区域であり、今は周囲を近

代都市に取り囲まれている。ここでは、歴史上最大だった範囲でこの資産

の正確な境界を定め、隣接する環境のため適切な支援を行う必要がある。 

d) 都市の中の特定の地区や区域、あるいは孤立した一群の場所などは、これ

まで生き延びてきた残留状態にあるとしても、消滅した歴史的町の特徴に

ついて首尾一貫した証拠を提供してくれる。その場合、残存している地域

と建造物は、かつての全体像の十分な証明となるべきである。 

歴史的地区や歴史的区域は、特に重要な関心対象となる町についてその特徴を直接示し

ている極めて重要な古来の建造物を数多く包含する場合に限り、一覧表に記載されるべ

きである。孤立して関連性のない建造物がいくつかあり、それ自体は、都市構造がもは
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や認められなくなった町を代表するものだと主張されていても、そうした建造物の登録

推薦は推奨されない。 

しかしながら、限られた面積を占めるだけだが、都市計画の歴史に大きな影響を及ぼし

てきた資産については、推薦も可能である。その場合、推薦においては、一覧表に記載

されるべきは記念的意義をもつ一群であること、またその町は資産の所在地として付随

して言及されているだけであることを、明確にすべきである。同様に、明らかに顕著な

普遍的価値を有する建造物がひどく荒廃した都市環境にあるか、又は十分にその町を代

表しているとは言えない都市環境にある場合、その町について特に言及せずに一覧表に

記載するべきであることは当然である。 

(iii) 20世紀の新しい町並み 

20 世紀の新しい町並みの質を評価することは難しい。現代の都市計画の事例としてどれ

が最もふさわしいかは、歴史だけが教えてくれる。例外的な状況はさておき、新しい町

並みに関する書類審査は延期が望ましい。 

現状では、小中規模の都市地域の方が成長の可能性を管理できる状態にあるため、世界

遺産一覧表に登録する優先権を与えるべきである。これに対し、巨大都市圏では、全体

としての登録に向け納得いく根拠になるはずの十分に網羅した情報も文書も簡単には用

意できないからである。 

ある町を世界遺産一覧表に登録することで将来に及ぼしうる影響を考えると、こうした

登録は例外的なものとするべきである。一覧表への登録は、建造物群とその周辺環境と

を確実に保護するため、法律上および行政上の措置がすでに講じられていることを意味

する。どのような保全プログラムも関係住民の積極的参加がなければ実行は難しく、関

係住民側が十分な説明に基づく認識をもつこともまた欠かせない。 

運河に係る遺産 

16. 「運河」の概念は「運河遺産専門家会合報告書」（1994 年 9 月、カナダ）で詳細に論じ

られている24。 

定義 

17. ひとつの運河は人間が巧みに計画したひとつの水路である。本質的にあるいはこの種の

文化遺産を代表する例外的な事例として、歴史的又は技術的観点から顕著な普遍的価値

を持ち得る。このような意味での運河は、記念碑的な作品、線状に延びる文化的景観の

うちの特例、あるいは複合的な文化的景観の統合された構成要素として理解される。 

運河に係る遺産の世界遺産一覧表への登録 

18. 真正性は総体的に価値及び価値相互の関係にかかっている。遺産要素としての運河特有

の特徴は長い時間をかけた進化である。これは、それぞれの時代における運河の使われ

方、及び運河が経てきた関連技術の変化とつながりがある。こうした変化の度合いは遺

産の要素を構成することができる。 

                                                      
24第 19 回世界遺産委員会（1995 年ドイツ、ベルリン）により議論された（世界遺産センター文書 WHC-
95/CONF.203/16 参照） 「運河遺産」に関する専門家会合（1994 年 9 月 15〜19 日、カナダ）（世界遺産センター文書

WHC-94/CONF.003/INF.10参照）。 
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19. 運河の真正性と歴史的解釈には、不動産（世界遺産条約の対象）、考えうる可動資産

（船、一時的な航行用商品）、及び関連する構造物（橋梁など）と景観の間の結びつき

が包含される。 

20. 運河の重要性は、下記のような技術的、経済的、社会的、及び景観的な要素に基づき審

査することができる。 

(i) 技術 

運河は、かんがい、航行、防衛、水力発電、洪水軽減、干拓、給水といった多様な目的

に役立てることができる。以下の項目は、重要な意味をもつことがある技術分野である。 

a) 水路のライニングと防水 

b) 建築や技術といった他分野の比較構造特性に準拠した航路の工学的構造 

c) 建設手法の高度化の進展 

d) 技術移転 

(ii) 経済 

運河は、経済発展および物品や人の輸送などさまざまな形で経済に貢献している。運河

は、大量の貨物を効果的に運搬する目的で作られた最初の人工の道だった。運河は、か

んがいに利用することにより、昔も今も経済発展の要としての役割を果たしている。以

下の要素が重要である。 

a) 国づくり 

b) 農業の発展 

c) 産業の発展 

d) 富の形成 

e) 他の分野や産業に応用された工学的スキルの発達 

f) ツーリズム 

(iii) 社会的要素 

運河の建設が過去にもたらし、運河の運用が今ももたらし続けている社会的影響は次の

とおりである。 

a) 社会的及び文化的成果を伴う富の再分配 

b) 人の移動と文明グループの交流 

(iv) 景観 

こうした大規模な土木工事は昔も今も自然の景観に影響を与え続けている。関連する産

業活動と変化し続ける定住パターンが、景観の形態とパターンに目に見える変化をもた

らす。 
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遺産としての道 

21. 「道」すなわち文化的ルートの概念が「われわれの文化遺産の一部としての道」に関す

る専門家会合（1994年 11月スペイン、マドリード）で議論された25。 

定義 

22. 遺産としての道の概念は豊かで創造力に富むものであり、相互理解、歴史への複合的ア

プローチ、平和の文化がすべて作用する特別な枠組みを提供することが示されている。 

23. 遺産としての道は有形の要素から構成されており、国や地域を越えた交流と多面的な対

話をもたらすことから文化的に重要であり、道に沿って展開される空間的、時間的な移

動の相互作用を例証している。 

遺産としての道の世界遺産一覧表への登録 

24. 遺産としての道が世界遺産一覧表への登録にふさわしいかどうかを決定する際には、以

下の点が検討されるべきである。 

(i) 顕著な普遍的価値を保持するための要件を想起すべきである。 

(ii) 「遺産としての道」の概念は、 

- 移動の活動力とやり取りの観念が、時間的にも空間的にも継続しているこ

とに基づき、 

- 道を構成している単なる集合を超越する価値を有し、その道が獲得してい

る文化的重要性を通じて、総体を包括し、 

- 国家間若しくは地域間のやりとりと対話に焦点を当て、 

- 発展することで宗教的、商業的、行政的その他の初期の目的に追加された

異なる諸側面によって、多次元的である。 

(iii) 遺産としての道は、文化的景観の特殊で動的なタイプとして認識されうるもので

あり、最近の議論によって作業指針への記載が受け入れられるようになったとお

りである。 

(iv) 遺産としての道の認定は、道そのものの重要性を証明する強固さと物的諸要素の

集積による。 

(v) 真正性に関する条件は、その道の重要性及び遺産としての道を構成するその他の

諸要素を根拠として適用されるべきである。その場合、道の存続期間のほか、今

日においてどれほど利用されているかと同時に、その影響下にある人々の発展に

対する妥当な願いを考慮することとする。 

なお、これらの観点においては、道を取り巻く自然環境の枠組み及び無形的及び

象徴的な次元をも留意することとする。 

                                                      
25第 19 回世界遺産委員会（1995 年ドイツ、ベルリン）により議論された（世界遺産センター文書 WHC-
95/CONF.203/16 参照）、「われわれの文化遺産の一部としての道」に関する専門家会合（1994 年 11 月 24〜25 日スペ

イン、マドリード）（世界遺産センター文書 WHC-94/CONF.003/INF.13参照）。 
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II. 地域別及びテーマ別専門家会合の報告書 

25. 世界遺産委員会は、「世界遺産一覧表における不均衡の是正及び代表性・信頼性の確保

のためのグローバルストラテジー（Global Strategy for a representative, balanced and credible 
World Heritage List）」の枠組みの中で、異なる種類の資産について多くの地域別及びテ

ーマ別専門家会合の開催を要請してきた。これらの会合の成果は推薦書を作成する際に

締約国の指針とすることができる。世界遺産委員会に提出された専門家会合の報告書は、

https://whc.unesco.org/en/globalstrategyで入手できる。 

III. 諮問機関によるテーマ別研究及び比較研究 

26. 諮問機関は、文化資産及び自然資産の推薦書の評価に関する責務を果たすため、評価の

背景を提供する目的で、多くの場合パートナー団体と共に、さまざまなテーマ分野で比

較研究とテーマ別研究を行ってきた。 

これらの報告書には次のものが含まれ、大部分がそれぞれのウェブサイトから入手でき

る。 

「地球の地質史：世界遺産への化石遺跡推薦に関する評価の背景となる枠組み」（1996
年 9月） 

「運河関連の国際記念物一覧表」（1996年） 
http://www.icomos.org/studies/canals-toc.htm 

「世界遺産の橋梁」（1996年） 
http://www.icomos.org/studies/bridges.htm 

「世界遺産一覧表の森林保護地域（グローバル・オーバービュー）」（1997年 9月） 
http://www.unep-wcmc.org/wh/reviews/forests/ 

「世界遺産一覧表の湿地及び海洋保護地域（グローバル・オーバービュー）」（1997年
9月） 
http://www.unep-wcmc.org/wh/reviews/wetlands/ 

「世界自然遺産の人間による利用」（1997年 9月） 
http://www.unep-wcmc.org/wh/reviews/human/ 

「化石人類遺跡」（1997年） 
http://www.icomos.org/studies/hominid.htm 

「ラテンアメリカの都市建築遺産」（1998年） 
http://www.icomos.org/studies/latin-towns.htm 

「古代の劇場と円形劇場」（1999年） 
http://www.icomos.org/studies/theatres.htm 

「世界遺産遺跡としての鉄道」（1999年） 
http://www.icomos.org/studies/railways.htm 

「生物多様性に特別な重要性を有する世界遺産一覧表の保護地域（グローバル・オーバ

ービュー）」（2000年 11月） 
http://www.unep-wcmc.org/wh/reviews/ 
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「産業遺産の一部としての労働者の村」（2001年） 
http://www.icomos.org/studies/villages-ouvriers.htm 

「世界地質遺産のためのグローバル・ストラテジー」（2002年 2月） 

「アフリカ南部のロックアート遺跡」（2002年） 
http://www.icomos.org/studies/sarockart.htm
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世界遺産条約に関連する真正性 
 

はじめに 

本付属資料は、1994 年 11 月 1〜6 日に日本の奈良で開催された「世界遺産条約に関連した

真正性に関する奈良会議（Nara Conference on Authenticity in Relation to the World Heritage 
Convention）」の参加者 45 名によって起草された「真正性に関する奈良文書」を転載した

ものである。奈良会議は UNESCO、ICCROM（文化財の保存及び修復の研究のための国際

センター）、ICOMOS（国際記念物遺跡会議）の共催であった。 

世界遺産委員会は、第 18回委員会（1994年タイ、プーケット）で、真正性に関する奈良会

議の報告書を検討した（世界遺産センター文書 WHC-94/CONF.003/16参照）。 

その後、専門家会合を重ね、世界遺産条約に関連した真正性の概念を練り上げてきた（作

業指針の文献一覧参照）。 

I. 真正性に関する奈良文書（オーセンティシティに関する奈良ドキュメント） 

前文 

1. 我々、日本の奈良に集まった専門家は、保存の分野における従来の考え方に挑み、また保

存の実践の場で文化と遺産の多様性をより尊重するよう我々の視野を広げる方法及び手段

を討論するために、時宜を得た会合の場を提供した日本の関係当局の寛大な精神と知的な

勇気に、感謝を表明したい。 

2. 我々はまた、世界遺産一覧表に申請された文化財の顕著な普遍的価値を審議する際に、全ての

社会の社会的及び文化的価値を十分に尊重する方法で真正性（オーセンティシティ）のテスト

を適用したいという世界遺産委員会の要望により提供された討論の枠組みの価値にも、感謝を

表明したい。 

3. 真正性（オーセンティシティ）に関する奈良ドキュメントは、我々の現代世界において文

化遺産についての懸念と関心の範囲が拡大しつつあることに応え、1964 年のベニス憲章の

精神に生まれ、その上に構築され、それを拡大するものである。 

4. ますます汎世界化と均一化の力に屈しようとしている世界において、また文化的アイデン

ティティの探求がときには攻撃的ナショナリズムや少数民族の文化の抑圧という形で現れ

る世界において、保存の実践の場で真正性（オーセンティシティ）を考慮することにより

行われる重要な貢献は、人類の総体的な記憶を明確にし、解明することにある。 

文化の多様性と遺産の多様性 

5. 我々の世界の文化と遺産の多様性は、すべての人類にとってかけがえのない精神的及び知

的豊かさの源泉である。我々の世界の文化と遺産の多様性を保護し及び向上させることは、

人類の発展の重要な側面として積極的に促進されるべきである。 

6. 文化遺産の多様性は、時間と空間の中に存在しており、異なる文化ならびにそれらの信仰

体系のすべての側面を尊重することを要求する。文化の価値が拮抗するような場合には、

文化の多様性への尊重は、すべての当事者の文化的価値の正当性を認めることを要求する。 
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7. すべての文化と社会は、それぞれの遺産を構成する有形また無形の表現の固有の形式と手

法に根ざしており、それらは尊重されなければならない。 

8. 個々にとっての文化遺産はまた万人にとっての文化遺産であるという主旨のユネスコの基

本原則を強調することが重要である。文化遺産とその管理に対する責任は、まず最初に、

その文化をつくりあげた文化圏に、次いでその文化を保管している文化圏に帰属する。し

かし、これらの責任に加え、文化遺産の保存のためにつくられた国際憲章や条約への加入

は、これらから生じる原則と責任に対する考慮もまた義務づける。それぞれの社会にとっ

て、自らの文化圏の要求と他の文化圏の要求の間の均衡を保つことは、この均衡の保持が

自らの文化の基本的な価値を損なわない限り、非常に望ましいことである。 

価値と真正性（オーセンティシティ） 

9. 文化遺産をそのすべての形態や時代区分に応じて保存することは、遺産がもつ価値に根ざ

している。我々がこれらの価値を理解する能力は、部分的には、それらの価値に関する情

報源が、信頼できる、又は真実であるとして理解できる度合いにかかっている。文化遺産

の原型とその後の変遷の特徴及びその意味に関連するこれら情報源の知識と理解は、真正

性（オーセンティシティ）のあらゆる側面を評価するために必須の基盤である。 

10. このように理解され、ベニス憲章で確認された真正性（オーセンティシティ）は、価値に

関する本質的な評価要素として出現する。真正性（オーセンティシティ）に対する理解は、

世界遺産条約ならびにその他の文化遺産の目録に遺産を記載する手続きと同様に、文化遺

産に関するすべての学術的研究において、また保存と復原の計画において、基本的な役割

を演じる。 

11. 文化財がもつ価値についてのすべての評価は、関係する情報源の信頼性と同様に、文化ご

とに、また同じ文化の中でさえ異なる可能性がある。価値と真正性（オーセンティシティ）

の評価の基礎を、固定された評価基準の枠内に置くことは、このように不可能である。逆

に、すべての文化を尊重することは、遺産が、それが帰属する文化の文脈の中で考慮され

評価しなければならないことを要求する。 

12. したがって、各文化圏において、その遺産が有する固有の価値の性格と、それに関する情

報源の信頼性と確実性について認識が一致することが、極めて重要かつ緊急を要する。 

13. 文化遺産の性格、その文化的文脈、その時間を通じての展開により、真正性（オーセンテ

ィシティ）の評価は非常に多様な情報源の真価と関連することになろう。その情報源の側

面は、形態と意匠、材料と材質、用途と機能、伝統と技術、立地と環境、精神と感性、そ

の他内的外的要因を含むであろう。これらの要素を用いることが、文化遺産の特定の芸術

的、歴史的、社会的、学術的次元の厳密な検討を可能にする。 

  



世界遺産条約に関連する真正性 付属資料 4 

世界遺産条約履行のための作業指針 96 

別紙 1：フォローアップのための提案 

1. 文化及び遺産の多様性を尊重するには、特定の記念物と遺跡の真正性の定義又は決定を試みる

際に、機械的なやり方や標準的な手続きを避ける意識的取り組みが必要となる。 

2. 文化及び遺産の多様性を尊重する方法で真正性を判断する取り組みは、それぞれの文化の特性

とニーズに特有の分析プロセス及びツールの開発を促進するアプローチを必要とする。そうし

たアプローチには一般に次のようないくつかの側面が見られる。 

―真正性の評価に必要とされる学際的な協力及び手に入る限りの専門的知見と知識の適切な利

用を確実なものにする取り組み。 

―帰属する価値が、その文化及びその影響力の多様性、特に記念物及び遺跡を真に代表す

るものであることを確実にする取り組み。 

―将来の取り扱いとモニタリングの実践的な手引きとして、記念物及び遺跡に関する真正

性に独特な特性を明確に記録する取り組み。 

―価値と状況の変化を踏まえ真正性の評価を更新する取り組み。 

3. とりわけ重要なのは、その資産に帰属する価値が尊重されるよう万全を期すことであり、

また、価値に関する判断には、その価値に関して可能な限り学際的かつコミュニティにお

ける合意形成の取り組みが確実に含まれるようにすることである。 

4. 各アプローチでは、それぞれの文化の多様な表現と価値に対する尊重と理解を世界規模で

向上させるために、とりわけ文化遺産の保全関係者との国際的な協力を構築し、促進する

べきである。 

5. この対話を継続し、世界の多様な地域と文化に拡大していくことが、人類に共通する遺産

の保全において真正性の検討そのものの実際的価値を高めていくための前提条件である。 

6. 過去の痕跡を保護するための具体策にたどりつくためには、遺産のこうした基本的特質の

次元で一般の人々の意識向上が絶対なくてはならない。つまり、文化的資産そのものが代

表する価値への理解をこれまでより深めること、ならびにそうした記念物及び遺跡が現代

社会で果たしている役割を尊重することである。 

別紙 2：定義 

保全：文化遺産を理解し、その歴史と意味を知り、その材料の保護、さらに、必要な場合には、

その公開、修復、改良を確実に行うために計画されたあらゆる取り組み。（文化遺産には、世界

遺産条約第 1 条に定義される文化的価値のある記念工作物、建造物群及び遺跡が含まれると理解

されている。） 

情報源：文化遺産の本質、特異性、意味及び歴史を知ることを可能にする物理的存在、文書、口

述、表象的存在のすべて。 
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II. 年代順文献一覧：真正性について 

奈良会議以前の刊行物で、奈良で行われた真正性に関する議論の土台づくりに役立ったもの： 

Larsen, Knut Einar, A note on the authenticity of historic timber buildings with particular reference to Japan, 
Occasional Papers for the World Heritage Convention, ICOMOS, December 1992. 

Larsen, Knut Einar, Authenticity and Reconstruction: Architectural Preservation in Japan, Norwegian 
Institute of Technology, Vols. 1-2, 1993. 

奈良会議の準備会合、ノルウェー、ベルゲンで開催、1994年 1月 31日〜2月 1日： 

Larsen, Knut Einar and Marstein, Nils (ed.), Conference on authenticity in relation to the World Heritage 
Convention Preparatory workshop, Bergen, Norway, 31 January - 2 February 1994, Tapir Forlag, Trondheim 
1994. 

奈良会議、1994年 11月 1〜6日、日本、奈良 

Larsen, Knut Einar with an editorial group (Jokilehto, Lemaire, Masuda, Marstein, Stovel), Nara conference 
on authenticity in relation to the World Heritage Convention. Conférence de Nara sur l'authenticité dans le 
cadre de la Convention du Patrimoine Mondial. Nara, Japan, 1-6 November 1994, Proceedings published by 
UNESCO - World Heritage Centre, Agency for Cultural Affairs of Japan, ICCROM and ICOMOS, 1994. 

奈良会議には世界 26 カ国と国際機関から 45 名の専門家が集結した。彼らの論文等は、上記の会

議録に所収されている。奈良文書は会議参加者 12 名による作業部会で作成され、レイモンド・

ルメール（Raymond Lemaire）とハーブ・ストーベル（Herb Stovel）が編集したものである。こ

の会議録には、世界の他の地域にも奈良文書に関する議論を広げるため、ICOMOS のメンバー

他を招待した。 

奈良会議後の重要な地域別会合（2005年 1月現在）： 

Authenticity and Monitoring, October 17-22, 1995, Cesky Krumlov, Czech Republic, ICOMOS European 
Conference, 1995. 

1995 年 10 月 17〜22 日には欧州 ICOMOS 会議がチェコ共和国のチェスキークルムロフで開催さ

れ、ICOMOS の欧州メンバー18 名が会して、真正性の概念を適用することに対する国別の見解

が 14 カ国から発表された。発表を総合すると、分析プロセスのなかで真正性を取り上げること

に重要性があると確認された。この分析プロセスは、われわれが保全の問題に対する正直で誠

実で偽りのないアプローチを保証する手段として、保全の問題に適用しているものである。ま

た会議では、文化的景観及び都市環境に真正性に関する分析を適切に適用する目的として、動

的な保全という概念の強化が強調された。 

Interamerican symposium on authenticity in the conservation and management of the cultural heritage, 
US/ICOMOS, The Getty Conservation Institute, San Antonio, Texas 1996. 

1996年 3月に米国テキサス州サンアントニオで開催されたこの真正性に関す会議には、北米、中

米、南米の ICOMOS 国内委員会から参加者が集まり、奈良の真正性概念の適用について討議し

た。会議はサンアントニオ宣言を採択した。宣言では、真正性とアイデンティティの関係、歴

史、材料、社会的価値、動的及び静的遺跡、資産管理、及び経済について論じるとともに、真

正性の「証拠」とされているものを拡大し、その真の価値、完全性、背景、アイデンティティ、

用途及び機能の現れも含めるべきとする勧告、さらに遺跡の異なる類型に関する勧告も含まれ

ていた。 

Saouma-Forero, Galia, (edited by), Authenticity and integrity in an African context: expert meeting, Great 
Zimbabwe, Zimbabwe, 26-29 May 2000, UNESCO - World Heritage Centre, Paris 2001. 
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世界遺産センターが開催したグレート・ジンバブエ会合（2000 年 5 月 26〜29 日）は、アフリカ

を背景とした真正性と完全性の両者に焦点を当てた。講演者 18 名は、文化遺産かつ自然遺産で

もある資産の管理から生じる課題を取り上げた。会議の成果は上記の刊行物となった。会議出

席者から出された一連の勧告も記載されている。そうした勧告のなかには、真正性を示してい

るさまざまな特性の中に、管理システム、言語その他の無形遺産を加えるようにとする提言が

あり、さらに持続可能な遺産管理プロセスにおける地元コミュニティの位置付けに重点が置か

れている。 

世界遺産条約の文脈の再建築に関する討議（2005年 1月現在）： 

The Riga Charter on authenticity and historical reconstruction in relationship to cultural heritage adopted 
by regional conference, Riga, 24 October 2000, Latvian National Commission for UNESCO - World Heritage 
Centre, ICCROM. 

Incerti Medici, Elena and Stovel, Herb, Authenticity and historical reconstruction in relationship with cultural 
heritage, regional conference, Riga, Latvia, October 23-24 2000: summary report, UNESCO - World 
Heritage Centre, Paris, ICCROM, Rome 2001. 

Stovel, Herb, The Riga Charter on authenticity and historical reconstruction in relationship to cultural 
heritage, Riga, Latvia, October 2000, in Conservation and management of archaeological sites, Vol. 4, n. 4, 
2001. 

Alternatives to historical reconstruction in the World Heritage Cities, Tallinn, 16-18 May 2002, Tallinn 
Cultural Heritage Department, Estonia National Commission for UNESCO, Estonia National Heritage Board. 
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世界遺産一覧表記載推薦書書式 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本書式は 2005年 2月 6日以降に提出される 
すべての推薦書に使用されなければならない。  

 

 

 

 

 

 

 推薦書書式は、次のウェブアドレスから入手することができる。
https://whc.unesco.org/en/nominationform 

 推薦準備に関する更なる手引きは、作業指針の第 III章で確認することができる。 
 英語またはフランス語で推薦書式を完成し、署名された原本を以下に送付すること。 

 
UNESCO World Heritage Centre 
7, place de Fontenoy 
75352 Paris 07 SP 
France 
電話： +33 (0) 1 4568 1136 
E メール： wh-nominations@unesco.org 
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エグゼクティブサマリー 

締約国が提供するこの情報は、世界遺産委員会の決定後に事務局が更新する。その後、締約国

に戻され、資産が世界遺産一覧表に記載される根拠を確認する。 

締約国  

州、県又は地域  

資産の名称  

最も近い秒で表した地理的座標  

推薦資産の境界の文章による説明 

 

 

境界と緩衝地帯（存在する場合）を示す、推

薦資産の A4または A3サイズの地図 
推薦書に含まれているか、付け加えられた、推薦

資産と緩衝地帯（存在する場合）を示す入手可能

な最大縮尺の地形図または地籍図原本の縮小版で

ある A4または A3サイズの地図を添付する。  

資産の推薦の登録基準（箇条書き） 
(作業指針の第 77段落を参照) 

 

顕著な普遍的価値の言明案（推薦資産が具現

化する顕著な普遍的価値と考えられるものを

1、2ページ程度の書式に明確に記載する） 

第 155 段落に従って、顕著な普遍的価値の言明

は、以下で構成すること。 

a) 資産の概要 
b) 登録基準の説明 
c) 完全性の言明（すべての資産） 
d) 基準(i)から(vi)に基づいて推薦された資産の真

正性の言明 
e) 保護管理の要件 

付属資料 10の書式を参照 
 

正式な地方機関／官庁の名称および連絡先 

 

組織： 
住所： 
電話： 
FAX： 
Eメール： 
ウェブアドレス： 
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世界遺産一覧表記載資産 

注：推薦準備において、締約国は本書式を使用するが、注釈を削除すること。 

推薦書書式 注釈 
1. 資産の範囲 第 2 項と併せて、推薦書で最も重要な項目である。正確

な資産の所在地および地理的にどのように定義されるの

かを委員会に対して明確にしなければならない。関連性

のある資産群を推薦する場合、構成要素の名称、地域

（様々な構成要素で異なる場合）、座標、面積および緩

衝地帯を示す表を挿入する。複数の構成要素を識別する

その他の区分を追加することもできる（ページ索引また

は地図番号等）。 

1.a 国（異なる場合は締約国）  

1.b 州、県、地域  

1.c 資産の名称 世界遺産に関する刊行物に記載される資産の正式名称で

ある。簡潔であること。スペースと句読点を含み 200 字

を超えてはならない。 

関連性のある資産群を推薦する場合（作業指針の第 137
段落から第 139 段落を参照）、集合体（例：フィリピン

のバロック様式教会群）の名称を記載する。関連性のあ

る推薦資産の構成要素名を含んではならず、これは 1.d
および 1.f の一部として表に含むこと。 

1.d 最も近い秒で表した地理的座

標  
この欄には、推薦資産のほぼ中央地の経緯度座標（最も

近い秒で表す）または UTM 座標（最も近い 10 メートル

で表す）を記載する。その他の座標系を使用してはなら

ない。疑問がある場合は、事務局に相談されたい。 

関連性のある資産群を推薦する場合、各構成要素名、そ

の地域（または必要に応じで最も近い町）およびその中

心地の座標を示す表を提供する。座標表記の例： 

N 45° 06' 05" W 15° 37' 56" または 
UTM Zone 18 Easting: 545670 
 Northing: 4586750 

 

  

ID 番号 構成要素の

名称 
地域／地区 中央地の座標 推薦資産の構成要素

の面積（ha） 
緩衝地帯の

面積（ha） 
地図番号 

001       
002       
003       
004       
その他       

総面積（ヘクタール）  ha  ha  
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推薦書書式 注釈 

1.e 推薦資産の境界と緩衝地帯の

境界を示す地図および計画書 
推薦書に添付し、大きさおよび日付とともに以下を列挙す

る。 

(i) 資産全体を示す入手可能な最大縮尺の、推薦資産を示す

地形図の原本。推薦資産の境界と緩衝地帯の境界を明確に

示すこと。資産が利益を得る特別な法的保護地区の境界

は、地図上に記録し、推薦書の保護管理項目に基づいて含

めること。関連性のある資産群の推薦には複数の地図が必

要である（1.d の表を参照）。境界線内、境界線近くまたは

境界線上の開発案の影響を明確に評価できるようにするた

めに、提出される地図は、近隣の開拓地、建物、道等の地

理的要素を特定できるよう、入手可能で実用的な最大縮尺

のものであること。適切な縮尺の選択は、推薦する遺跡の

境界を明確に示すために不可欠であり、記載を推薦する遺

産の区分に関係していなければならない。文化遺産は、地

籍図を必要とし、自然遺産または文化的景観は、地形図

（通常 25000 分の 1 から 50000 分の 1 の縮尺）を必要とす

る。 

境界線を太くすると、資産の実際の境界を不明瞭にする場

合があるため、地図上の境界線の幅には最高度の注意が必

要である。 

地図は以下のウェブアドレスから入手できる。 
https://whc.unesco.org/en/mapagencies. 

すべての地図は、座標値の完全なセットとともに、地図の

反対側の少なくとも 3 カ所のポイントでジオリファレンス

が可能であること。トリミングされていない地図は、縮

尺、方位、図法、データ、資産名称および日付を示すこ

と。可能な場合、地図を巻いて、折り曲げないこと。 

デジタル方式の地理的情報は、可能な場合には推奨され、

GIS（地理情報システム）への取り込みに適しているが、

印刷された地図の提出の代わりとすることはできない。こ

の場合、境界（推薦資産と緩衝地帯）の描写をベクトル形

で表示し、可能な限り最大の縮尺で作成すること。締約国

は、この選択肢に関する更なる情報を得るために、事務局

に連絡されたい。 

(ii) 締約国内での資産の位置を示す案内図 

(iii) 個々の特徴を適切に示す計画書および特別に作成され

た地図は、有用であり、これらも添付することができる。 

諮問機関および世界遺産委員会へのコピー送付および提示

を容易にするために、A4（または「レター」）サイズに縮

小したもの、および主要地図のデジタル画像ファイルも可

能な場合は推薦書に含めること。 

緩衝地帯が提案されない場合、推薦資産の適切な保護に緩

衝地帯が必要ではない理由に関する記載を推薦書に含めな

ければならない。 
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1.f 推薦資産の面積(ha.)および提

案緩衝地帯の面積(ha.) 

面積  
推薦資産： ________ ha 

緩衝地帯： ________ ha 

計：  ________ ha 

関連性のある資産群を推薦する場合（作業指針の第 137 段

落から第 140 段落を参照）、構成要素名、地域（様々な構

成要素で異なる場合）、座標、面積および緩衝地帯を示す

表を挿入する。 

関連性のある資産群の推薦表は、個別の推薦地域と緩衝地

帯の大きさを示すためにも使用すること。 

2. 内容  

2.a 資産の内容 本項は、推薦日における推薦資産の内容から開始するこ

と。資産の重要な特徴すべてに言及すること。 

文化遺産の場合、本項は、資産を文化的に重要にするあら

ゆる要素の説明を含む。これには、建物、その建築様式、

建設日、材料等の記述を含めることができる。本項は、庭

や公園など、環境の重要な側面も記述すること。ロックア

ート遺跡については、例えば、説明はロックアートのほ

か、周囲の景観にも言及すること。古都や歴史的地区の場

合は、個別の建物ごとに記述する必要はないが、重要な公

共の建物は個別に記述し、地域の計画または配置、その街

路パターン等の説明を行うこと。 

自然遺産の場合、説明は、重要な物理的特性、地質、生息

環境、種および個体数、その他の重要な生態学的特徴・過

程を扱うこと。実用可能な場合には種一覧表を提出し、絶

滅危惧種の存在を強調すること。天然資源開発の範囲と方

法を記述すること。 

文化的景観の場合、上記のすべての事項に基づいた解説が

必要となる。人々と自然の相互作用に特別な注意を払うこ

と。 

第 1 項（資産の範囲）で特定した推薦資産全体を記述する

こと。関連性のある資産群を推薦する場合（作業指針の第

137段落から第 140段落を参照）、構成要素をそれぞれ個別

に記述すること。 

2.b 歴史と変遷 資産がどのようにして現在の形や状態に至ったか、また、

過去にどのような重大な変化を経てきたのかを記述する。

これには、最近の保全の歴史が含まれる。 

記念建造物、遺跡、建物または建物群の場合、建設段階に

ついての一定の説明を含むこと。竣工時からの大きな変

更、取壊しまたは再建築があった場合、これらも記述する

こと。 

自然遺産の場合、説明は、資産の進化に影響を与えた歴史

上または先史時代の重要事実を対象とし、人類とのその相

互作用を説明すること。これは、狩猟、漁業または農業の

ための資産およびその天然資源の利用における変化、また

は気候変動、洪水、地震その他の自然要因がもたらした変

化を含む。 
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当該情報は、文化的景観の場合も求められる。この場合、

地域における人的活動の歴史のあらゆる側面を対象とする

必要がある。  

3. 記載の価値証明26 価値証明は、以下の項目に基づいて記載すること。 

本項は、なぜ資産が「顕著な普遍的価値」を有していると

考えられるのかを明らかしなければならない。 

作業指針の要件を注意深く参照して、推薦書の本項全体を

記述すること。資産またはその管理に関する詳細な説明資

料を含めないこと。これは、その他の項目で扱われる。た

だし、資産の顕著な普遍的価値の定義に関連する重要項目

を対象とすること。 

3.1.a 資産の概要 総合的所見は、(i) 事実情報の概要、(ii) 資質の概要で構成

すること。 

事実情報の概要は、地理的内容と歴史的内容、および主な

特徴を記載する。資質の概要は、意思決定者と一般大衆に

対して、持続すべき顕著な普遍的価値の潜在性を示し、ま

た、その顕著な普遍的価値の潜在性を伝え、保護、管理お

よびモニタリングを必要とする特性の概要も含めること。

概要は、推薦の価値を証明するために、記載されたすべて

の基準に関連していること。総合的所見は、よって、推薦

および記載提案の全体的な論拠を要約する。 

3.1.b 記載が提案される根拠となる

基準（およびこれらの登録基

準に基づいた記載の価値証

明） 

作業指針の第 77 段落を参照 

引用した基準それぞれについて、個別の価値証明を行う。 

推薦の根拠となるこれらの基準に資産がどのように適合す

るのかを簡潔に述べ（必要な場合、推薦書の「内容」およ

び「比較分析」項目を参照するが、これらの項目の文を重

複してはならない）、各基準について関連する特性を記述

する。 

3.1.c 完全性の言明 完全性の言明は、作業指針のセクション II.D に記載された

完全性の条件を資産が満たすことを証明すること。これ

は、これらの条件をより詳細に記述する。 

作業指針は、資産について、以下の程度を評価する必要性

を定めている。 

•その顕著な普遍的価値を表すために必要なすべての要素を

含んでいる。 

•資産の重要性を伝える特徴および過程を完全に表現するこ

とを確実にする適切な規模である。 

•開発および／または放置の悪影響に苦しんでいる（第 88
段落）。 

                                                      
26 第 132段落および第 133段落も参照 
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作業指針は、様々な世界遺産基準に関する具体的な手引き

を提供しており、これを理解することが重要である（第 89
段落から第 95 段落）。 

3.1.d 真正性の言明（基準(i)から(vi)
に基づいて行われた推薦） 

 

真正性の言明は、作業指針のセクション II.D に記載された

真正性の条件を資産が満たすことを証明すること。これ

は、これらの条件をより詳細に記述する。 

本項は、推薦書の第 4 項（およびおそらくその他の項）に

より詳細に記載される情報を要約し、これらの項に記載さ

れたものほど詳細には再現しないこと。 

真正性は、文化遺産と「複合」資産の文化的側面に限り適

用される。 

作業指針は、「資産は、（提案された推薦基準で認識され

た）その文化的価値が様々な特性を通じて信念に満ちて、

かつ、確実に表現されている場合、真正性の条件を満たす

と解することができる」と述べている（第82段落）。 

作業指針は、以下の種類の特性が顕著な普遍的価値を伝

え、表現していると考えられることを示唆している。 

•形式および意匠 
•材料および物質 
•用途および機能 
•伝統、技術および管理体制 
•所在地および環境 
•言語その他の無形遺産の形式 
• 精神および感覚 
•その他の内的／外的要因 

3.1.e 保護管理の要件 本項は、資産の顕著な普遍的価値が経時的に維持されるこ

とを確実にするために、保護管理の要件がどのように満た

されるのかを記載すること。保護管理の全体的な枠組みの

詳細と、資産の保護に関する長期の具体的な予測の特定を

いずれも含めること。 

本項は、推薦文書の第 5 項（および第 4 項と第 6 項の可能

性もある）により詳細に記載される情報を要約し、これら

の項に記載されたものほど詳細には再現しないこと。 

本項の文は、保護管理の枠組みを最初に概説すること。こ

れは、必要な保護の仕組み、管理体制および／または管理

計画（現在備わっているもの、または策定が必要なもの）

であって、顕著な普遍的価値をもたらす特性を保護および

保全し、資産に対する脅威や、資産の脆弱性に対処するも

のを含むこと。これらには、強固で有効な法的保護の存

在、明確に文書化された管理体制を含めることができる。

これには、主要な利害関係者または利用者団体との関係、

適切な職員および財源、発表の主な要件（必要な場合）、

および効果的で、迅速に応答できるモニタリングが含まれ

る。 

次に、本項は、資産の保護や管理に関する長期的な課題を

認識し、これらにどのように対処するのかが長期的な戦略

になることを述べる必要がある。それは、資産に対する最
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も重大な脅威や、強調されてきた真正性および／または完

全性の脆弱性や負の変化に言及し、保護管理がこれらの脆

弱性や脅威にどのように対処し、不利な変化を軽減するの

かを述べることに関連する。 

世界遺産委員会によって認識される正式な言明として、顕

著な普遍的価値に関する本項は、締約国が資産の長期的な

保護管理のために行っている最も重要なコミットメントを

伝えること。 

3.2 比較分析 世界遺産一覧表に記載されているか否かを問わず、類似資

産との資産の比較を行うこと。比較は、推薦資産がその他

の資産との間で有している類似性や、推薦資産を際立たせ

る理由を概説すること。比較分析は、国内および国際的状

況のいずれにおいても推薦資産の重要性を説明することを

目指すこと（第 132 段落を参照）。 

比較分析の目的は、既存のテーマ別研究を用いて一覧表に

余地があることを示すこと、また、関連性のある資産群の

場合、構成要素の選択の価値を証明することである。 

3.3 顕著な普遍的価値の言明案 顕著な普遍的価値の言明は、資産を世界遺産一覧表に記載

する時に世界遺産委員会によって採択される正式な言明で

ある。世界遺産委員会は、資産を世界遺産一覧表に記載す

ることに同意した場合、なぜ資産が顕著な普遍的価値があ

ると考えられるのか、関連する基準、完全性および（文化

遺産については）真正性の条件をどのように充足するの

か、また、顕著な普遍的価値を長期的に持続するために保

護管理要件をどのように満たすのかを包含した顕著な普遍

的価値の言明にも同意する。 

顕著な普遍的価値の言明は、簡潔であり、標準書式に記載

されること。これらは、資産の価値に関する認識を高め、

その保全状況の評価を導き、保護管理を満たすのを助ける

こと。委員会が採択した後で、顕著な普遍的価値の言明

は、資産およびユネスコ世界遺産センターのウェブサイト

に掲示される。  

顕著な普遍的価値の言明の主な項目は、以下のとおりであ

る。 

a) 総合的所見 
b) 基準の価値証明 
c) 完全性の言明（すべての資産） 
d) 基準(i)から(vi)に基づいて推薦された資産について真

正性の言明 
e) 保護管理の要件 

4. 保全状況および資産に影響

を与える諸条件 
 

4.a 現在の保全状況 

 

本項で示された情報は、推薦資産の保全状況を将来モニタ

リングするために必要なベースラインデータとなる。本項

では、資産の物理的な状態、資産の顕著な普遍的価値に対
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する脅威、および資産の保全措置に関する情報を提供する

こと（第 132 段落を参照）。 

例えば、古都または歴史的地区では、大規模または小修繕

工事を必要とする建物、記念建造物その他の構造物のほ

か、最近または今後の主な修繕プロジェクトの規模および

期間を示すこと。 

自然遺産の場合、種の動向または生態系の完全性に関する

データを提供すること。推薦書は比較目的で後年使用さ

れ、資産の状態の変化を追跡するため、これは重要であ

る。 

資産の保全状況のモニタリングに使用される指標および統

計上のベンチマークについては、下記第 6 項を参照するこ

と。 

4.b 資産への影響要因 本項は、資産の顕著な普遍的価値に影響または脅威を与え

る可能性が高いすべての諸条件に関する情報を提供するこ

と。また、そのような問題に対処する際に遭遇する困難も

記述すること。本項で示唆されている諸条件がすべて、ど

の資産にも適しているわけではない。これらは、標示であ

り、締約国が各特定資産に関連する諸条件を確認する助け

となることを目的としている。 

(i) 開発圧力（例：侵入、適

応、農業、採鉱） 

 

資産に影響を与える開発圧力の種類（例えば、取壊し、再

建または新築に関する圧力、真正性または完全性を害す

る、既存の建物の新しい用途への適応、農業、林業、放牧

の侵入後の、または管理の行き届いていない観光その他の

用途による生息地の改変または破壊、不適切または持続不

可能な天然資源の開発、採鉱により生じた損傷、自然の生

態学的過程を乱す可能性が高く、資産の上または付近に新

しい生息中心地を生み、資産やその環境を害する外来種の

持込み）を箇条書きにする。 

(ii) 環境圧力（例：汚染、気候

変動、砂漠化） 
建物の基礎構造、動植物に影響を与える環境悪化の主な原

因を列挙し、手短に述べる。 

(iii) 自然災害と防災措置（地

震、洪水、火災等） 
資産に対する予見可能な脅威を示すこれらの災害、また、

物理的防護措置または職員訓練により、これらに対処する

危機管理計画を策定するためにどのような措置が取られた

のかを箇条書きにする。 

(iv) 世界遺産への責任ある訪問 

 

資産への訪問状況（特に利用可能なベースラインデータ、

資産の要素における活動の集中や将来計画されている活動

を含む使用パターン）を提供する。 

記載その他の要因により予測される訪問レベルを記述す

る。 

資産の環境容量、また、どのようにその管理を強化し、悪

影響を与えることなく現在または予測される訪問者数や関

連する開発圧に適合できるのかを明示する。 

訪問者の圧力および行動（無形の特性に影響を与えるもの

を含む）により起こり得る資産の悪化形態を考慮する。 
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(v) 資産および緩衝地帯内の居

住者数 

人口予測： 

推薦資産地域内 ______________ 

緩衝地帯内 _________________ 

計 
_______________________________ 

年 ______________________ 

推薦資産または緩衝地帯内に暮らす住民数の入手可能な最

も優れた統計または予測人数を記載する。この予測または

算出が行われた年を表示する。 

5. 資産の保護管理 推薦書の本項は、法的、規制、契約による、計画的、制度

的措置および／または伝統的措置（作業指針の第 132 段落

を参照）、ならびに世界遺産条約が義務付ける資産の保護

管理を実施する管理計画その他の管理体制（作業指針の第

108段落から第 118段落）を明確に表すことを目的としてい

る。政治面、法的地位および保護措置、また、日々の行政

および管理の実用性を扱うこと。 

5.a 所有権 土地所有権の主な区分（国、地方、民間、コミュニティ

ー、伝統的、慣習的、非政府所有権等を含む）を示す。 

5.b 保護指定 関連する法的、規制、契約による、計画的、制度的および

／または伝統的な資産の地位を列挙する。例えば、国立ま

たは県立公園、歴史的建造物、国法または慣習に基づく保

護地区その他の指定。 

指定された年およびその地位が定められた根拠法を提出す

る。 

英語またはフランス語で資料を提出できない場合、重要規

程を強調した英語またはフランス語のエグゼクティブサマ

リーを提出すること。 

5.c 保護措置を実施する手法 第 5 項 b に示された法的、規制、契約による、計画的、制

度的および／または伝統的な地位により与えられた保護

が、実際にどのように機能するのかを記述する。 

5.d 推薦資産が所在する市町村お

よび地域に関連する既存の計

画（例：地域または地方の計

画、保全計画、観光振興計

画） 

採択された合意済計画を日付および準備を担当する機関と

ともに列挙する。関連する規定を本項に要約すること。第

7項 bに示した添付資料として、計画書のコピーを含めるこ

と。 

存在する計画書が英語またはフランス語以外の言語のみの

場合、重要規程を強調した英語またはフランス語のエグゼ

クティブサマリーを提出すること。 

5.e 資産管理計画その他の管理体

制 
作業指針の第 132 段落で述べられているように、適切な管

理計画その他の管理体制は必要不可欠であり、推薦書に記

載すること。管理計画その他の管理体制の効果的な履行の

担保も期待される。持続可能な開発の原則が管理体制に統

合されるべきである。 
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第 7 項 b に示したとおり英語またはフランス語で、管理計

画書または管理体制に関する文書のコピーを推薦書に添付

すること。 

存在する管理計画書が英語またはフランス語以外の言語の

みの場合、英語またはフランス語での規定の詳しい解説を

添付すること。この推薦書に添付された管理計画書の題

名、日付および作者を記載する。 

管理計画書または文書化された管理体制の詳細な分析また

は解説を提出すること。 

管理計画を実施するための予定表が推奨される。 

5.f 資金源と規模 年基準で資産に利用できる資金源およびその水準を示す。

妥当性またはその他の方法で利用可能な資源の推定、特

に、相違や不足または支援を必要とする分野を特定するも

のも示すことができる。 

5.g 保護管理技術の専門性、研修

の提供者 
国内当局その他の組織から資産に提供される専門知識およ

び研修を示す。 

5.h 訪問者用施設およびインフラ 本項は、訪問者が現地で利用できる包括的な施設を記述

し、これらが資産の保護管理要件に関して適切であること

を証明する。訪問者のニーズに応えるために施設やサービ

スが効果的で包括的な資産の表現をどのように行うのかを

記載すること。これには、資産への安全で適切なアクセス

の提供に関することが含まれる。本項は、通訳／解説（看

板、トレイル、通知もしくは広告、ガイド）、資産専用の

博物館／展示、訪問者もしくは通訳センターを含む訪問者

用施設、および／またはデジタルテクノロジーやサービス

（宿泊施設、レストラン、駐車場、研究所、捜索救難等）

の利用可能性を検討すること。 

5.i 資産の公開および広報に関す

る政策およびプログラム 
本項は、将来の世代への文化遺産および自然遺産の提示と

伝達に関する条約第 4 条および第 5 条を参照する。締約国

は、推薦資産の発表および宣伝に関する政策およびプログ

ラムの情報を提供することを推奨される。 

5.j 人員配置および専門知識（職

業的、技術的、保守管理） 
資産の良好な管理に必要とされる、取得可能なスキルおよ

び資格を示す。これには、訪問および将来の研修のニーズ

に関連するものが含まれる。 

6. モニタリング 推薦書の本項は、経時的に動向を示すことができるよう定

期的に見直し、報告することできる、資産の保全状況に関

する証拠を提供することを目的とする。 

6.a 保全状況を測定する主要指標 資産全体の保全状況の基準として選択された重要な指標を

表形式で列挙する（上記第 4 項 a を参照）。これらの指標

を見直す周期性、および記録を残す場所を示すこと。これ

らは、資産の重要な側面を表明し、顕著な普遍的価値の言

明（上記第 2 項 b を参照）と可能な限り緊密に結びつくこ

とができる。可能な場合、数字で表すことができるが、不

可能な場合は、同じ地点で写真撮影をするなど、繰り返し



世界遺産一覧表記載推薦書書式 付属資料 5 

世界遺産条約履行のための作業指針 110 

推薦書書式 注釈 

が可能な種類のものにできる。優れた指標の例は以下のと

おりである。 

(i) 自然遺産における種の数またはキーストーン種の個

体数 

(ii) 古都または歴史的地区における大規模修繕が必要な

建物の割合 

(iii) 主要な保全プログラムが完了するまでの予測年数 

(iv) 特定の建物または建物の要素における安定性または

移動度 

(v) 資産における何らかの種類の侵入が増加するまたは

減少する割合 

 

指標 周期性 記録場所 
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6.b 資産のモニタリングのため

の行政措置 
第 6 項 a に述べたモニタリングを担当する機関の名称お

よび連絡先を記載する。 

6.c 過去の報告結果（調査結

果） 
概要とともに、資産の保全状況に関する従前の報告を列

挙し、情報源の出版物（例えば、ラムール、MAB 等の

国際協定およびプログラムに従って提出された報告書）

の抜粋および参照を提供する。 

7. 資料 推薦書の本項は、推薦を完全なものにするために提出し

なければならない資料のチェックリストである。 

7.a 写真・視聴覚資料目録およ

び使用承諾書 

 

締約国は、資産の良質な全体像を示す十分な数の最近の

画像（プリント、スライド、また、可能な場合は電子書

式、ビデオおよび航空写真）を提供すること。 

スライドは 35mm 版とし、電子画像は解像度が少なくと

も 300dpi（ドット毎インチ）の jpg 形式とする。映像資

料が提供される場合、品質保証のため Beta SP 形式が推

奨される。 

この資料には、以下に記載する画像目録および写真・視

聴覚資料使用承諾書を添付すること。 

資産を解説する公開ウェブページで使用される少なくと

も 1 枚の写真を含めること。 

締約国は、形式またはサポート（デジタルを含む）の如

何を問わず、提供された画像の全部または一部を拡散

し、一般公開し、出版し、複製し、活用する非独占的な

権利を、文書により、無償でユネスコに譲渡し、これら

の権利を第三者にライセンス許諾することを推奨され

る。 

非独占的な権利の譲渡は、知的財産権（写真家／映像監

督の権利、または異なる場合は著作権所有者の権利）を

侵害せず、ユネスコによって画像が配布される際は、書

式に明確に提供されている場合、写真家／映像監督のク

レジットが常に与えられる。 

当該権利譲渡から生じる可能性がある収益はすべて、世

界遺産基金に贈られる。 

 

写真・視聴覚資料目録 
および使用承諾書 

ID
番号 

形式（スラ

イド／プリ

ント） 

説明文 撮影日 
（月／年） 

写真家／映像監督 著作権所有者（写

真家／映像監督と

異なる場合） 

著作権所有者

の連絡先（名

前、住所、電

話／FAXおよ

び Eメール） 

非独占的な

権利譲渡 
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7.b 保護指定に関する文書、資産

管理計画書または文書化され

た管理体制のコピー、ならび

に資産に関するその他の計画

の抜粋 

上記第 5項 b、第 5項 dおよび第 5項 eに示された文書を

添付する。 

7.c 資産の最近の記録または目録

の書式および日付 
資産の直近の記録または目録の書式および日付を示すわ

かりやすい明細を提供する。まだ入手可能な記録のみを

記述すること。 

7.d 目録、記録および史料が保管

されている場所の住所 
目録、記録（建物、記念建造物、動植物種）を保管して

いる機関の名称および住所を記載する。 

7.e 参考文献 標準文献目録様式を用いて主な参考文献を列挙する。 

8. 管理機関の連絡先 推薦書の本項は、事務局が世界遺産ニュースその他の発

行物に関する最新情報を資産に提供できるようにする。 

8.a  作成者 

氏名： 
肩書： 
住所： 
市、県／州、国： 
電話： 
FAX： 
E メール： 

推薦書の作成を担当する個人の氏名、住所その他の連絡

先を提供する。E メールアドレスも含む。 

8.b 公式地方機関／官庁（現地管

理機関） 
地域で資産の管理を担当する官庁、博物館、機関、コミ

ュニティーまたは管理者の名称を提供する。通常の報告

機関が国家機関の場合、その連絡先を提供されたい。 

8.c その他の地方機関 世界遺産に関連する行事や発行物に関する無償の世界遺

産ニュースレターを受領すべきすべての博物館、訪問者

センターおよび公式観光事務所の正式名称、住所、電話

番号、FAX および E メールアドレスを列挙する。 

8.d 公式ウェブサイト 

http:// 
担当者名： 
E メール： 

 

推薦資産の既存の公式ウェブサイトを提供されたい。当

該ウェブサイトが将来に向けて計画されている場合、担

当者名と E メールアドレスを示すこと。 

9. 締約国代表署名 推薦書は、締約国を代表して署名する権限を与えられた

政府職員による署名を付して完成すること。 
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本付属資料は、以下を含む。 

A. ICOMOS による文化遺産の審査手続き 

B. IUCN による自然遺産の審査手続き 

C. 諮問機関の連携：文化遺産・自然遺産および文化的景観の審査手続き 

更なる情報については、作業指針の第 143 段落から第 151 段落も参照されたい。 

A. ICOMOS による文化遺産の審査手続き 

文化遺産の推薦審査において、ICOMOS（国際記念物遺跡会議）は作業指針に従う（第

148 項を参照）。 

ユネスコ世界遺産センターが新規の推薦書が完全であるかを確認した後で、完全とみな

された推薦書一式は、ICOMOS に提出され、ICOMOS 世界遺産ユニットによって取り扱

われる。この時点から、推薦締約国との対話および協議が開始され、審査過程を通じて

継続する。ICOMOS は、利用可能な資源を公平に、効率的かつ効果的に配分し、すべて

の推薦締約国との対話の機会を最大化するために最善の努力を行う。 

ICOMOS の審査手順には、図 1 に説明した以下の段階が含まれる。 

1. 追加情報の要請 

追加情報または既存情報の説明が必要とされた場合、ICOMOS は、ニーズを満たす方法

を探すために締約国との対話を開始する。これは、書簡、対面会議、遠隔会議その他

ICOMOS と当該締約国との間で合意された通信形態を含めることができる。 

2.  デスクレビュー 

各推薦は、ジオカルチャー的な文脈で資産に関する知識が豊富で、推薦資産の「顕著な

普遍的価値」の提案について助言を与える最大 10 人の専門家によって評価される。これ

は、基本的に、ICOMOS 会員、その国内および国際委員会内の専門の学者によって、ま

たはその他の多くの専門家ネットワークもしくは連結している機関内の個人によって行

われる「ライブラリー」活動である。 

3. 現地調査（オンサイトミッション） 

これは、個別資産の管理、保全および真正性の側面を実際に経験している専門家によっ

て行われる。これらの専門家を選ぶ手順は、ICOMOS のネットワークを十分に活用する。

国際産業遺産保存委員会（TICCIH）、国際造園家連盟（IFLA）およびモダンムーブメン

トに関わる建物と環境形成の記録調査および保存のための国際組織（DoCoMoMO）など、

ICOMOS がパートナーシップ契約を結んでいる専門家機関の助言として、国際科学委員

会および個人会員の助言が求められる。 

World
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現地調査を行う専門家の選抜において、ICOMOS の方針は、可能な限り推薦資産が所在

する地域から選ぶことである。当該専門家は、遺産管理および当該資産種類の保全の経

験があることを求められる。必ずしも高学歴の専門家である必要はない。彼らは、職業

上の処遇の平等に基づいて現地の管理者と話すことができ、管理計画、保全活動、訪問

者の対応等について情報を得た上で評価を行えることが期待される。詳細な説明が彼ら

に提供されるが、これには書類一式からの関連情報のコピーが含まれる。彼らの訪問日

およびプログラムは締約国との協議において合意され、締約国は、マスコミに関して、

ICOMOS の審査ミッションを目立たせないことを確実にするよう求められる。ICOMOS
の専門家は、当該資産の実用面に関して内密に報告書を提出し、また、その報告書で推

薦のその他の側面についてコメントすることもできる。 

3bis その他の情報源 

ユネスコチェア、大学および研究機関など、その他の関連機関にも審査の過程で意見を

聞き、必要に応じて審査報告書に記載することができる。 

4. ICOMOS パネルによるレビュー 

ICOMOS 世界遺産パネルは、世界のすべての地域を集合的に代表する個人の ICOMOS 会

員で構成され、幅広い関連文化遺産のスキルおよび経験を有している。これらの会員の

中には、固定期間パネルの一員である者もいれば、審査される推薦資産の特徴に応じて 1
年間のみ任命される者もいる。ICOMOS は、パネル会員の中に、過去に締約国代表団の

構成員であった経験があるが、今は世界遺産委員会の委員ではない専門家を含める。こ

れらの専門家は、個人の職業的な能力で役割を果たす。 

パネルは、最初に 12 月、次に 3 月の 2 回、会合する。最初の会合で、デスク専門家とサ

イトミッションの報告に基づいて、各推薦を審査する。 

パネルは、合意により推薦に関する勧告に至ることを目指している。 

第 1 回のパネルでは、最終的な共同勧告に達する推薦がある一方で、より多くの情報の必

要性または推薦書のアプローチに適応する必要性に関して、締約国と更に対話を重ねる

ことに合意する場合もある。パネルが推薦は顕著な普遍的価値を証明する可能性がない

と結論付けた場合、ICOMOSは、この段階で締約国に連絡をする。条約の 2つの作業言語

のいずれかで、審査手順に関する状況や課題、および補足情報の追加要請を概説した簡

潔な中間報告書が推薦締約国に 1月に提供され、世界遺産委員会の議長に配布するために

世界遺産センターにコピーが送付される。 

第 2 回のパネルでは、受領した追加情報または締約国との対話の結果に基づいて、まだ勧

告に至っていない推薦の更なる審査を行う。パネルは、その後、残りの共同勧告に合意

する。第 2 回のパネル会合の後で、すべての審査文書が完成し、締約国に配布するために

世界遺産センターに送付される。パネルのメンバーの氏名および資格は、その後、世界

遺産センターに提供され、ICOMOS のウェブサイトに掲示される。 

ICOMOS の審査は、顕著な普遍的価値の評価を行う。これには、基準および完全性と真

正性の要件の適用性、法的保護、管理および保全状況の妥当性の評価が含まれる。また、

最終的に、記載に関する世界遺産委員会への勧告を起草する。 
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推薦書一式 

関連科学機関 

文化的審査 締結国から提供された追加情報 現地調査専門家 

ICOMOS 専門家 

ICOMOS 世界遺産ユニット 

締結国から提供された追加情報 

ICOMOS から世界遺産委員会への報告 

ICOMOS 世界遺産第 2 回パネル 

ICOMOS 世界遺産パネル 

ICOMOS 国際科学 
委員会 

ICOMOS 国内委員会 個人専門家 

ICOMOS 世界遺産ユニット 

ユネスコ世界遺産センター 
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B. IUCN による自然遺産の審査手続き 

1. 自然遺産の推薦審査において、IUCN（国際自然保護連合）は、作業指針に従う（第 148
段落を参照）。審査手順（図 2 を参照）は、5つの要素を含む。 

(i) データアッセンブリー：世界遺産センターから推薦書一式を受領後、世界自然保護

区データベースその他の IUCN グローバルデータベースおよびテーマ別研究を用い

て、資産の標準的分析を編集する。これは、UNEP 世界自然保全モニタリングセン

ター（UNEP-WCMC）と連携して行われる生物多様性の価値に関する比較分析を含

むことができる。データ分析の主な調査結果は、審査ミッション中および手順のそ

の他の段階における締約国との対話のテーマである。 

(ii) 外部レビュー：推薦書は、資産および／または推薦の主題である価値に関する知識

が豊富であり、主に IUCN の専門家委員会およびネットワークの会員である独立専

門家、または IUCN の提携機関の専門家メンバーにデスクレビューのために送付さ

れる。IUCN のデスクレビューを導くために用いられる文書は、IUCN のウェブサイ

ト：www.iucn.org/worldheritage で公開されている。 

(iii) 資産への審査ミッション（Evaluation mission）：適格な 1 名または 2 名の IUCN の

専門家が各推薦資産を訪れ、地域に関する詳細を確認し、現場管理を審査し、関連

当局や利害関係者と推薦に関して討議する。保全および博物学に関するグローバル

な視点に加えて、条約に関する知識を理由に選ばれた IUCN の専門家は、通常、

IUCN 世界保護地域委員会の経験豊富なメンバーである。（この現地調査は、特定

の状況下では ICOMOS と共同で行われる。以下のパート C を参照すること。）

IUCN の 現 地 審 査 ミ ッ ション の報告 書式 は、 IUCN の ウ ェブ サイト ：

www.iucn.org/worldheritage で公開されている。 

(iv) その他の情報源：IUCN は、追加文献も参考にし、地域の NGO、コミュニティー、

先住民その他推薦の利害関係者からのコメントを受け取ることもできる。必要な場

合、IUCN は、ラムサール条約、人間と生物圏保護計画および世界ジオパークネッ

トワークなど、その他の国際保全制度とも調整し、必要に応じて大学や研究機関の

意見も求める。 

(v) IUCN 世界遺産パネルによるレビュー：IUCN 世界遺産パネルは、IUCN の事務総長

によって設立され、世界遺産委員会の諮問機関として業務に関する質の高い、独立

した技術的および科学的助言を IUCNに与え、また、IUCNのプログラム全体を通じ

て世界遺産に関する IUCN の業務に戦略的助言を与える。世界遺産パネルの具体的

な任務は、世界遺産条約の作業指針が定めた要件に則して、自然資産および複合資

産の世界遺産一覧表への推薦をすべて厳格に審査し、各新規推薦に関する IUCN の

立場についてパネルの勧告を導くことである。パネルは、必要な場合、世界遺産一

覧表への文化的景観の推薦に関しても、ICOMOS にコメントする。パネルは、通常、

審査過程で少なくとも 2 回（12 月に 1 回目（第 1 年次）と 3 月か 4 月（第 2 年次）

に 2 回目）会合する。 

 パネルのメンバーは、上級 IUCN職員、IUCN委員会の委員、ならびに世界遺産に関

する IUCN の業務に関して高い経験値および認められた最先端の専門知識や知見

（特定のテーマ別および／または地域的な視点のバランスを含む）を理由に選ばれ

た外部専門家で構成される。これには、過去に締約国代表団の構成員であった経験

があるが、現在は世界遺産委員会の委員ではない専門家も含まれる。これらの専門

家は、個人の職業的能力で役割を果たす。IUCN 世界遺産パネルは、各推薦資産の

IUCN 審査報告書を完成する前に、すべての現地審査報告書（通常、ミッション団
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から直接フィードバックを聞く）、レビュアーのコメント、UNEP-WCMC その他の

分析およびその他の背景資料をすべて見直す。会員資格、IUCN 世界遺産パネルの

参照および作業方法の条件は、IUCN のウェブサイトで公開されており、世界遺産

委員会に提出される。 

 各審査報告書は、推薦資産の顕著な普遍的価値の提案、その他の類似遺産（世界遺

産およびその他の保護地区をいずれも含む）とのグローバル比較分析、また、完全

性や管理問題の見直しを簡潔に述べている。これは、基準の適用性の評価および世

界遺産委員会への明確な勧告を結論付ける。審査手順に関わったすべての専門家の

名前は、レビュアーが匿名の審査を行った場合を除いて、最終評価報告書に記載さ

れる。 

 IUCN は、推薦手順のあらゆる段階において、推薦締約国との対話を行う。IUCN は、

利用可能な資源を公平に、効率的かつ効果的に配分し、すべての推薦締約国との対

話の機会を最大化するために最善の努力を行う。対話は、審査過程の早い段階で開

始して、12月の IUCN 世界遺産パネル会合の後で強化し、以下を含む。 

i) 審査ミッションの前に、IUCN は、説明が必要な推薦資料の問題について追加

情報を要請し、審査ミッションの準備のために常時締約国と連絡を取る。 

ii) 審査ミッション中、IUCN のミッション団は、締約国の代表者および利害関係

者と現地で詳細な討議を行うことができる。 

iii) 審査ミッションの後で、IUCN は、ミッション団が特定した課題を討議し、必

要に応じて、締約国に追加情報を要請することができる。 

iv) 通常 12月に開かれる IUCNの第 1回世界遺産パネル会合の後で、IUCN は、パ

ネルが提起した課題を討議し、必要に応じて、締約国に追加情報を要請する

ことができる。条約の 2つの作業言語のいずれかで、審査に関する状況や課題

を概説し、補助的情報が必要な場合その詳細を示した簡潔な中間報告書が推

薦締約国に送付され、世界遺産委員会の議長に伝達するために世界遺産セン

ターにコピーが送付される。対話および協議は、合意された遠隔会議および

／または対面会議のいずれかにより行われる。 

IUCN は、指定された期日までに締約国が書面で世界遺産センターに正式に提出したす

べての情報を審査において考慮する（作業指針の第 148 段落を参照）。ただし、上記の

すべての段階で、推薦の利害関係者は、希望する場合、自由に IUCN に連絡し、情報を

提供することもできる。 

IUCN は、委員会が以前に参照したり、延期したりした推薦の事例、または委員会が政

策課題に関して何らかの立場を取った場合など、推薦に関する世界遺産委員会の過去の

決定もすべて常に十分検討する。 

再推薦、既存世界遺産の拡張および境界修正の場合、IUCN は、以前に世界遺産委員会

に報告された当該資産の保全状況に関するすべての問題も検討する。IUCN は、当該資

産の保全状況に関する重要問題を、これが審査の過程で初めて確認された場合、保全状

況の報告手順を通じて委員会に報告することを検討することもできる。 

比較の根拠としての生物地理区分体系 

2. 審査において、IUCN は、グローバル比較分析へのアプローチの中心的な要素として、

Udvardy の「世界の生物地理区分」（1975 年）や、より最近の世界の陸上、淡水および海
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洋生態学等の生物地理区分体系を使用する。これらの体系は、推薦資産を同様の気候お

よび生態学的条件の遺跡と比較する客観的手段を提供する。 

3. ただし、これらの生物地理区分体系は、比較のための基準としてのみ使用され、世界遺

産がこの基準のみに基づいて選ばれたり、すべての当該区分体系の表示が選択手順の基

礎となったりすると黙示しないことが強調される。指針として、世界遺産は顕著な普遍

的価値がなければならない。 

保全重要地域を特定する制度 

4. IUCN は、世界自然保護基金（WWF）のグローバル 200 エコリージョン、WWF/IUCN の

植物多様性の中心地、コンサベーションインターナショナルの生物多様性ホットスポッ

トおよび高生物多様性自然地域、バードライフインターナショナルの固有鳥生息地およ

び重要野鳥生息地、その他絶滅ゼロ同盟地等の生物多様性の保全の鍵になる地域など、

保全重要地域を特定する制度も用いる。これらの制度は、生物多様性の保全について推

薦資産の重要性に関する追加情報を提供する。ただし、これらの場所がすべて世界遺産

一覧表に含まれることを想定しない。指針として、世界遺産は顕著な普遍的な価値がな

ければならない。 

地球科学的価値について資産を審査する制度 

5. 地質学的な価値を理由に推薦された資産の審査において、IUCN は、ユネスコ地球科学部

門、国際地形学会、国際洞窟学連合および国際地質科学連合（IUGS）など、幅広い専門

機関の意見を聞く。 

審査手順で使用された追加参考文献 

6. 審査手順には、IUCN および幅広い国際保全機関が出版した世界の自然保護地域に関する

主要な参考文献の検討も含まれる。これらの文書は併せて、世界各地で自然保護地域の

保全の重要性を比較できる、制度全体の概要を提供する。IUCN は、自然世界遺産の範囲

や世界遺産となる可能性がある資産の相違を特定する、幅広いテーマ別研究も行ってい

る。これらは、IUCN ウェブサイト：www.iucn.org/worldheritage で閲覧することができる。 

 IUCN は、遺跡の価値および保全問題についての洞察を得るために、推薦資産に特有の参

考文献も利用する。 

文化的景観の審査(付属資料 3 も参照) 

7.     IUCN は、多くの文化遺産、特に、文化的景観として推薦されるものに関心を持ってい

る。このため、その時々において、ICOMOS との推薦文化的景観の共同現地調査に参加

する（以下のパート C を参照）。 

8. 付属資料 3 の第 11 段落に特定された一定の文化的景観が持つ自然の資質に従って、IUCN
の審査は、以下の諸条件に関係している。 

(i) 自然・半自然体系および動植物の野生種の保全 
(ii) 持続可能な利用制度（農業、伝統的漁業、林業）内での生物多様性の保全 
(iii) 持続可能な土地および水利用 
(iv) 景観美の増強 
(v) 植物園または樹木園等の生息域外コレクション 
(vi) 人類と自然の相互関係の顕著な事例 
(vii) 歴史的に重要な発見 
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以下の表は、付属資料 3に掲げた文化的景観の区分の文脈において上記のそれぞれを定め、

これにより、それぞれの検討がどこで最も生じやすいのかを示す（検討がない場合は、

絶対に生じないことを意味するのではなく、その可能性が低いに過ぎない）。 

文化的景観の種類 

（付属資料 3 を参照） 

最も関連する可能性が高い自然の検討（上記第 16 段落

を参照） 

意匠された景観      (v)   

有機的に進化する景観

－継続 
(i) (ii) (iii) (iv)    

有機的に進化する景観

－化石 
(i)     (vi)  

関連する景観       (vii) 
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図 2：IUCNによる審査手続きの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 推薦書一式 

関連科学パートナー 

デスクレビューおよび比較分析 締結国および利害関係者が追加情報を 
提供できる 

現地審査 
（利害関係者との拡大協議を含む） 

IUCN 世界遺産プログラム 

締結国および利害関係者が追加情報を提供できる 

IUCN から世界遺産委員会への報告 

IUCN 第 2 回世界遺産パネル 

IUCN 世界遺産パネル 

IUCN 委員会 
および委員 

IUCN 地域事務所 
およびプログラム 

必要に応じて、ICOMOS 
および WHC との協議 

IUCN 世界遺産プログラム 

ユネスコ世界遺産センター 
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C. 諮問機関の連携 

複合資産の推薦 

1. 自然および文化の両方の基準に基づいて推薦された資産は、IUCN と ICOMOS による推薦

資産への共同ミッションを必要とする。ミッションの後で、IUCN および ICOMOS は、関

連基準（上記を参照）に基づいて資産の審査報告書を個別に作成し、それぞれの審査を可

能な限り調和させ、整合する。 

文化的景観 

2. 文化的景観として推薦された資産は、基準 (i) から (vi) に基づいて ICOMOSが審査する（作

業指針の第 77 段落を参照）。IUCN は、必要な場合、推薦資産の自然の価値および保全や

管理について助言を行い、ICOMOS が提起した問題に対処することができる。共同ミッシ

ョンが必要となる場合もある。 

自然と文化の結合 

3. 世界遺産一覧表に推薦される資産の多くは、自然と文化の相互作用に関連する管理の側面

を含んでいるため、IUCN および ICOMOS は、可能な範囲で、審査の過程でそのような相

互作用について討議する。 
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世界遺産条約の適用に係る 

定期報告の書式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 定期報告の書式は https://whc.unesco.org/en/periodicreporting で入手可能 

 定期報告の詳細な指針は作業指針の第 V章に記載されている 

 情報管理の促進のため、締約国は、英語又はフランス語で、電子書式と印刷物で以下に提

出することが求められる  

UNESCO World Heritage Centre 
7, place de Fontenoy 
75352 Paris 07 SP 
France 
E-mail through: https://whc.unesco.org/en/contacts 
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書式 

 

世界遺産条約の適用に係る定期報告 

 

本付属資料では定期報告のオンライン質問票を提示している。完全な質問票は 
https://whc.unesco.org/en/periodicreporting/ で入手可能。  

一般要求事項 

 情報は可能な限り正確、具体的かつ簡潔であるべきである。可能な場合は定量化し、完全

な参照が必要である。コメントの記載欄は各章に準備されている。 

 意見の表明は、表明した機関への言及と検証可能な事実によって支持されるべきである。 

セクション I：締約国による世界遺産条約の適用 

セクション Iは、締約国に対し、この分野で得られた経験の詳細とともに、締約国が採択した

立法および行政規定ならびに本条約の適用のために講じたその他の措置に関する情報を提供ま

たは既存の情報を検証することを要請する（世界遺産条約第 29 条 1 項）。 

1. 導入 

第１章では、締約国名及び世界遺産条約 の 批准または加入年を示し、本報告セクションⅠの作

成に携わる団体及び機関の情報を収集する。 

2. 自然遺産及び文化遺産の保全に係る他の条約、プログラム並びに勧告との相乗効果 

第２章では、多国間環境協定と、他のユネスコの条約、プログラム、勧告との既存及び潜在的

な相乗効果に係る情報収集を目的とする。また、締約国は、世界遺産委員会により採択された

関連政策をどの程度実施しているかについて情報の提供が求められる。 

3. 暫定一覧表 

第３章は、暫定一覧表の作成プロセス、利用したツール及びガイダンス、暫定一覧表の資産と

他の条約との潜在的な相乗効果、並びに世界遺産及び持続可能な開発政策（2015）に沿ったプ

ロセスの持続可能性に係る情報収集を目的とする。 

4. 推薦 

第４章は、世界遺産一覧表記載に向けた資産推薦のプロセス、利用されたツールやガイダン

ス、世界遺産及び持続可能な開発政策（2015）に沿ったプロセスの持続可能性に係る情報収集

を目的とする。 

5. 一般政策の立案 

第５章は、文化遺産及び／又は自然遺産の保護、保全並びに展示に係る法的枠組み、及びその

効果に係る情報収集を目的とする。 
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6. 文化遺産及び自然遺産の目録・一覧表・登録簿 

第６章は、国内で重要な文化遺産及び自然遺産の目録・一覧表・登録簿の状態及びそれらの編

集プロセスに係る情報収集を目的とする。 

7. 保護、保全並びに展示に係る取組の状態 

第７章は、自然遺産及び文化遺産の特定、保護、保全並びに展示に向けた締約国内の取組と関

係する利害関係者間の協力に係る情報収集を目的とする。 

8. 財政状況及び人材 

第８章は、文化遺産及び自然遺産の保全及び保護のための財源の利用可能性及び適正性に係る

情報収集を目的とする。 

9. 能力構築 

第９章は、世界遺産能力構築戦略（2011）に沿って、遺産の保全、保護、展示並びに管理の能

力構築についての情報収集を目的とする。  

10. 世界遺産の政策及び資金調達 

第 10 章は、世界遺産の保護、保全、展示並びに管理のための特定の法令、政策及び施策に係る

情報収集を目的とする。 

11. 国際協力及び資金調達 

第 11 章では、文化遺産及び自然遺産の分野における他の締約国との協力に係る情報収集を目的

とする。 

12. 教育、情報発信、意識啓発 

第 12 章は、文化遺産及び自然遺産の保護及び保全について、意思決定者、資産所有者、市民、

そして特に若者の意識啓発のための取組に係る情報収集を目的とする。 

13. 結論及び推奨される取組 

第 13 章は、本質問票への回答に基づき、セクションⅠの各項目に係る主な結果を自動的に表示

します。締約国は世界遺産条約の履行に関し、実施している取組に係る情報を提供する。 

14. 世界遺産条約の履行に係る優れた取組 

第 14 章は、国内で実施されている世界遺産の保護、証明、保全または管理に係る優れた取組み

の事例の提供を求める。 

15. 定期報告作業の評価 

第 15 章は、定期報告の目的への合致度、作成されたデータの利用方法並びに回答者が利用でき

る研修やガイダンスを含む、定期報告作業の様式、内容並びにプロセスを評価する。 
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セクション II：個別の世界遺産資産の保全状況 

 

セクション IIは、サイトレベルでの条約の実施に関する情報を収集し、個々の世界遺産ごとに

回答する必要がある。この報告の作成には、資産の日常的な管理に責任を持つ人々が関与する

必要がある。国境を越えた資産については、関係機関が共同で、または緊密に協力して報告を

作成することが推奨される。 

1. 世界遺産のデータ 

第１章では、資産の基本データ（名称、登録年、地理座標、地図、ソーシャルメディアの有

無）に係る情報提供、または既存の情報の確定を求めるとともに、報告書のセクションⅠの作

成に関与した機関または組織に係る情報収集を要請する。 

2. 世界遺産の保護に係る他の条約・プログラム 

第２章では、資産に関連する他の条約及びプログラム（ユネスコ及びその他）との相乗効果、

及びそれらの条約及びプログラムの間に存在する連携・統合の程度（該当する場合）に係る情

報を収集する。 

3. 顕著な普遍的価値の宣言及び属性の特定 

第３章では、顕著な普遍的価値（OUV）の属性、現在の状態並びに前回定期報告以降の状態の

傾向に係る情報を収集する。 

4. 資産に影響を与える要因 

第４章では、現在、資産に正負の影響を与えている、または与える可能性が高い様々な要因に

係る情報を収集する。 

5. 資産の保護及び管理 

第５章では、管理の実質的な問題と、資産及び顕著な普遍的価値の保護、管理及びモニタリン

グの有効性に係る情報を収集する。 

6. 財源及び人材 

第６章では、利用可能な財源、管理ニーズに対する予算の適正性、人材確保の状況並びに資産

における能力構築の水準に係る情報を収集する。 

7. 科学的調査及び研究プロジェクト 

第７章では、世界遺産資産の価値と属性に関する利用可能な（科学的及び伝統的）知識の適正

性、及び管理ニーズ及び／または顕著な普遍的価値の理解向上のための研究プログラムの在り

方に係る情報を収集する。 

8. 教育、情報発信並びに意識構築 

第８章では、教育、情報発信、インタープリテーション、意識構築のためのサービス全般とと

もに、資産における遺産教育及び普及啓発プログラムの在り方と有効性に係る情報を収集す

る。 
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9. 訪問者管理 

第９章では、資産における観光活動及び訪問者管理に係る情報を収集する。 

10. モニタリング 

第 10 章では、資産のモニタリングプログラム及び指標の存在と、資産に関連する委員会決定

（該当する場合）の履行に係る情報を収集する。 

11. 優先度の高い管理ニーズの特定 

第 11 章では、定期報告の本セクションで取り上げられた、さらなる取組を必要とするあらゆる

管理ニーズが自動的に表示される。 

12. まとめ及び結論 

第 12 章では、定期報告の本セクションで取り上げられた、最も重要な正負の要因（それぞれ

10 個まで）に焦点を当てる。 

13. 世界遺産としての地位の影響 

第 13 章では、特に「世界遺産と持続可能な開発政策」（2015 年採択）に焦点を当て、様々な

論点との関連で、世界遺産としての地位の影響に係る情報を収集する。 

14. 世界遺産条約の履行に係る優れた取組み 

第 14 章では、各資産で実施されている世界遺産の保護、特定、保全並びに維持に係る優れた取

組の事例の提供を求める。 

15. 定期報告作業の評価 

第 15 章は、作成されたデータの利用方法や回答者が利用できる研修及びガイダンスを含む、定

期報告作業の様式、内容、プロセスを評価する。 
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国際援助要請書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国際援助要請書は、次のウェブサイトから入手し、オンライン上で入力することができ

る。 
https://whc.unesco.org/en/intassistance 

 国際援助に関する更なる手引きは、作業指針のセクション VIIで確認することができる。 

 要請書の記入に関する添付注釈を参照すること。 

 英語またはフランス語で国際援助要請書を完成し、署名された原本を以下に送付すること。 
UNESCO World Heritage Centre 
7, place de Fontenoy 
75352 Paris 07 SP 
France 
 
E メール： wh-intassistance@unesco.org 
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1. 締約国 

  

2. プロジェクト名 

  

  

  

3. 援助の種別 

 緊急援助 準備援助 保全および管理 

文化    

自然    

複合    

4. プロジェクト所在地： 

a) プロジェクトは世界遺産で実施されるのか。 

□ – はい  □ – いいえ 

「はい」の場合、資産の名称を記載する。 

  

  

b) プロジェクトは現地の構成要素を含むのか。 

□ – はい  □ – いいえ 

「はい」の場合、どこで、どのように含むのか。 

  

  

c) プロジェクトが世界遺産で実施される場合、その他の世界遺産の利益にもなるのかを

示す。なる場合、どの世界遺産で、どのように利益になるのか。 
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5. プロジェクトが実施される時間枠 
（予定か確定かを示す。） 

日付：  

期間：  

6. プロジェクトは、以下のとおりである。 

□ – 現地プロジェクト 

□ – 国内プロジェクト 

□ - 地域の締約国が数カ国関与する準地域プロジェクト 

□ - 地域のほとんどの締約国が関与する地域プロジェクト 

□ - 異なる地域の締約国が関与する国際プロジェクト 

国内、準地域、地域または国際プロジェクトの場合、プロジェクトに参加する／プロジェ

クトから利益を得る国／資産を示すこと。 

  

  

  

  

7. プロジェクトの価値証明 

a) なぜこのプロジェクトが必要かを説明する。 
（緊急援助については、代わりに以下の第 8項を記入すること。） 

  

  

  

  

b) 該当する場合、提出したすべての裏付け資料を列挙する。 
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8. 緊急援助のみ 

a) 資産に影響を与える現実のまたは潜在的な脅威／危機を記述する。 

  

  

b) 資産の顕著な普遍的価値にどのように影響を与えるのかを示す。 

  

  

c) プロジェクト案が脅威／危機にどのように対処するのかを説明する。 

  

  

9.  プロジェクトの目的 

プロジェクトの具体的な目的を明確に述べる。 

10.  期待される成果 

a) プロジェクトから期待される成果を明確に述べる。 

  

  

b) これらの成果の達成を評価するために使用できる指標および検証手段を定める。 

期待される成果 指標 

 

検証手段 
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11. 作業計画（具体的な活動およびタイムテーブルを含む。） 
 

活動 時間枠（月） 

 

活動        

活動        

活動        

活動        

12. 評価および報告 
（プロジェクト完了後 3カ月以内に世界遺産センターに提出する。） 

13. 専門家、指導者、技術者および／または熟練労働者のプロフィール（プロジェクトがこれ

らの人々の参加を予測している場合） 
（専門家、指導者、技術者および／または熟練労働者が誰か既にわかっている場合、その

氏名を記載し、可能な場合は簡潔な履歴書を含めること。） 

  

  

14. 研修生／参加者のプロフィールを含む中心的なターゲット層（プロジェクトがこれらの

人々の参加を予測している場合） 
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15. 予算の内訳 

a) 以下の表（米ドル）に、プロジェクトの個別要素の詳細な費用内訳を、可能な場合は

単価を含んで記載し、様々な財源の間でこれらがどのように分担されるのかを示す。 

項目 
（プロジェクトに該当す

る項目を選択） 
 

米ドルでの詳細 
（該当する項目について） 

締約国 
資金 

（米ドル） 

世界遺産 
基金への 
要請額 

（米ドル） 

その他の 
財源 

（米ドル） 

計 
（米ドル） 

組織 
 会場 
 事務所費 
 事務補助 
 翻訳 
 同時通訳 
 視聴覚機器 
 その他 

 
 __米ドル／日 x __ 日 = __米ドル 
 __米ドル 
 __米ドル／日 x __日 = __米ドル 
 __米ドル／頁 x __ 頁 = __米ドル 
 __米ドル／時間 x __ 時間 = 米ドル 
 __米ドル／日 x __日 = __米ドル 
 __米ドル 

    

人事／コンサルタント

業務（料金） 
 国際専門家 
 国内専門家 
 コーディネーター 
 その他 

 
 
__米ドル／週 x __ 週 = _米ドル 
__米ドル／週 x __ 週 =  _米ドル 
__米ドル／週 x __ 週 = _米ドル 
__米ドル／週 x __ 週 = _米ドル 

    

旅費 
 国際旅費 
 国内旅費 
 その他 

 
__米ドル 
__米ドル 
__米ドル 

    

日当 
 宿泊 
 食事 

 
__米ドル／日 x __人 = __米ドル 
__米ドル／日 x __ 人 = __米ドル 

    

機器 
  ……. 
  ……. 

 
__米ドル／台 x __ 台 = 
__米ドル／台 x __ 台 = 

    

評価、報告および発表 
 評価 
 報告 
 編集、レイアウト 
 印刷 
 配布 
 その他 

 
__米ドル 
__米ドル 
__米ドル 
__米ドル 
__米ドル 
__米ドル 

    

雑費 
 査証 
 その他 

 
__米ドル x __参加者 = __米ドル 
__米ドル 

    

計      
 

  



国際援助要請書 付属資料 8 

Operational Guidelines for the Implementation of the World Heritage Convention 133 

b) 締約国その他の財源から資源が既に提供されているか否か、またはいつ提供される可

能性が高いかを明示する。 

  

  

16. 締約国その他の機関からの現物出資 

a) 国内機関 

  

  

b) その他の二カ国間／多国籍組織、ドナー等 

  

  

17. プロジェクトの実施を担当する機関 

  

  

18. 締約国を代表する署名 

氏名  _______________________________________________________  

肩書  _______________________________________________________  

日付  _______________________________________________________  

19. 付属資料 

________（要請書に添付された付属資料の数） 
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注釈 

 

 国際援助申請書 注釈 

1. 締約国 国際援助要請を行う締約国名 

2. プロジェクト名  

3. 援助の種別 

 緊急援助 準備援助 保全および 
管理* 

文化  

 

  

自然  

 

  

複合  

 

  

*「保全および管理」には現在、以前の区

分が含まれていることに留意すること。 

-  研修、研究に係る援助 

- 技術協力 

-  教育、情報および意識向上に係る援

助 

 

詳細は、作業指針の第 241段落を参照。 

要請する援助の種別およびプロジェクト

の対象となる遺産の種別を示す。 

表の欄を 1つのみチェックすること。 

例： 

- ロックペインティングの研修プロジェク

ト： 

 緊急援助 準備援助 保全および 
管理 

文化   X 

自然    

複合    

- 複合資産の推薦書類の準備： 

 緊急援助 準備援助 保全および 
管理 

文化    

自然    

複合  X  

- 熱帯暴風雨による森林保護区の被災後の

緊急援助要請 

 緊急援助 準備援助 保全および 
管理 

文化    

自然 X   

複合    

 

4. プロジェクト所在地 

a)  プロジェクトは世界遺産で実施され

るのか。 
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 □ – はい  □ – いいえ 

「はい」の場合、資産の名称を記

載する。 

b)  プロジェクトは現地の構成要素を含

むのか。 

 □ – はい  □ – いいえ 

「はい」の場合、どこで、どのよ

うに含むのか。 

c)  プロジェクトが世界遺産で実施さ

れる場合、その他の世界遺産の利

益にもなるのかを示す。なる場

合、どの世界遺産で、どのように

利益になるのかを示すこと。 

5. プロジェクトが実施される時間枠 
（予定か確定かを示す。） 

プロジェクトの開始日案およびその期間

を示す。 

6. プロジェクトは以下のとおりである。 

□  現地プロジェクト 

□ 国内プロジェクト 

□  地域の締約国が数カ国関与する準地

域プロジェクト 

□  地域の締約国のほとんどが関与する

地域プロジェクト 

□  異なる地域の締約国が関与する国際

プロジェクト 

国内、準地域、地域または国際プロジェ

クトの場合、プロジェクトに参加する／

プロジェクトから利益を得る国／資産を

示すこと。 

その他の国がプロジェクトから利益を得

る場合、当該国からプロジェクトへの支

援を得ているのかを記載すること。 

国境を超えた資産が関係しているかも記

載すること。 

7. プロジェクトの価値証明  

 a)  なぜプロジェクトが必要かを説明す

る。 
（緊急援助については、代わりに以

下の第 8項を記入すること。） 

 

討議／対処すべき問題または課題を記載

する。必要に応じて、適切な場合に行わ

れるべき活動の緊急度を含むこと。 

必要な場合、確認されたまたは潜在的な

資産への脅威の内容を 2 ページ以内で記

載する。 
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プロジェクトが以下の実施にどのように

寄与するのかを説明する。 

- 世界遺産委員会の決定 

- 委員会、議長またはユネスコの要請に応

じて行われた国際専門家ミッションの勧

告 

- 諮問機関の勧告 

- ユネスコ世界遺産センターその他ユネス

コの部門の勧告 

- 資産の管理計画 

- 世界遺産基金が支援した以前の活動から

の勧告 

どの文書に言及しているのかを明確に示

す（世界遺産委員会の決定番号、ミッシ

ョンの日付等）。 

 b)  該当する場合、提出したすべての裏

付け資料を列挙する。 
可能な場合、報告書、写真、スライド、

地図等の文書による証拠で価値証明を裏

付ける。 

8. 緊急援助のみ  

 a)  資産に影響を与える現実のまたは潜

在的な脅威／危機を記述する。 

 

緊急援助基金は、大規模災害の発生後自

動的に供与されない。この種別の援助

は、自然または人為的災害に関連して差

し迫った危機が世界遺産の顕著な普遍的

価値全体、ならびにその真正性および／

または完全性を脅かしている場合に限

り、資産への考え得る悪影響を防ぐか、

少なくとも大きく緩和するために行われ

る。 

緊急援助は、例えば大規模災害の結果、

差し迫った危機の有無を評価するために

行われる場合もある。 

反対に、災害により遺産の一定の損失が

既に生じたが、緊急に対処すべき差し迫

った脅威またはリスクがなくなった場合

は、その他の援助形態（例：保全および

管理に係る援助）がより適切とみなされ

る。 

 b)  資産の顕著な普遍的価値にどのよう

に影響を与えるのかを示す。 
緊急援助供与の優先度を証明する際、対

処すべき脅威／危機のおそれがあるか否
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か、緩和されない場合、世界遺産の顕著

な普遍的価値ならびにその真正性および

／または完全性に影響を与えるかを考察

する。 

 c)  プロジェクト案が脅威／危機にどの

ように対処するのかを説明する。 

 

緊急援助プログラムに基づく資金提供の

提案は、プロジェクトの範囲およびその

活動が世界遺産への脅威／危機をどのよ

うに評価するのかを述べ、脅威／危機が

どのように効果的に緩和されるのかを示

すこと。 

9.  プロジェクトの目的 

プロジェクトの具体的な目的を明確に述

べる。 

この特定のプロジェクトを実施すること

により達成したい目的は何か。 

10.  期待される成果  

 a)  プロジェクト案から期待される成果

を明確に述べる。 
期待される成果は、具体的かつ測定可能

であること。期待される成果はそれぞ

れ、一式の指標により測定される（第 10
段落 bを参照）。 

 b)  これらの成果の達成を評価するため

に使用できる指標および検証手段を

定める。 

期待される 
成果 

指標 検証手段 

   

   

   
 

指標は、達成された成果を測定し、プロ

ジェクトの目的に向けた進歩を判断する

ために使用される。これらは、第 10 段落

で定めた期待される成果に基づいてお

り、完了後にプロジェクトを評価するベ

ースとなる。 

これらの指標は、客観的で、測定可能で

あり、数値または割合等の定量化できる

条件で表現されること。 

例： 

準備援助 

目的： 

世界遺産センターに提出する完全な推薦

書類を準備する。 

期待される 
成果 

指標 

 

検証手段 

完成した推薦

書類を 20xx
年 2月 1日ま

でに世界遺産

 期日までに推薦

書を提出する。 
 

 書類送付の郵

便記録 
 WHCから締

約国への報告 
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センターに提

出する。 

 

完成した管理

計画を推薦書

類とともに提

出する。 

 

 期日までに管理

計画を提出す

る。 
 

 書類送付の郵

便記録 
 WHCから締

約国への報告 
 

推薦書類が世

界遺産センタ

ーおよび諮問

機関によって

完全と判断さ

れる。 

 

 完全性に関する

世界遺産センタ

ーおよび諮問機

関による審査に

合格する。 

 書類が完全と

みなされたこ

とを伝える世

界遺産センタ

ーから締約国

への書簡 
 

緊急援助 

目的： 

洪水または地震により被害を受けたばか

りの建物の構造を安定化させる。 

期待される 
成果 

指標 

 

検証手段 

建物の構造が

安定してい

る。 

 

 緊急の構造上の

問題が特定され

る。 
 緊急工事の計画

が確定する。 
 一時的な安定化

措置が実施され

る。 

 構造の緊急状態

に関する構造技

術者の報告 
 実施すべき緊急

工事の見積案 
 実施された安定

化工事の最終報

告 
 

将来実施する

ために更なる

保全工事の計

画が策定され

ている。 

 全体的な構造解

析が行われる。 
 更なる必要保全

工事の見積りが

準備される。 

 構造の全体的な

保全状況に関す

る構造技術者の

報告 
 実施すべき必要

な保全工事の見

積案 
 

保全および管理に係る援助 

目的： 

世界遺産一覧表に記載された資産の管理

を、コミュニティーの関与に特に注意を

払って改善する。 
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期待される 
成果 

指標 

 

検証手段 

資産の統合管

理計画 
 現地コミュニテ

ィーを含む必要

部門から参加者

を得て、管理計

画の策定のため

に管理計画チー

ムを置く。 
 資産の顕著な普

遍的価値の言明

を完成する。 
 資産に影響を与

える保全および

管理の問題を分

析する。 
 これらを達成す

るための明確な

目的および戦略

が存在してい

る。 
 

 

 管理計画チー

ムの会合の月

次報告 
 資産の管理に

おいて直面し

た各重要課題

についてチー

ムのメンバー

が作成した討

議資料 
 最終的な管理

計画書 

現地コミュニ

ティーの一定

のメンバーを

含む管理委員

会 

 少なくとも 2名
の現地コミュニ

ティーのメンバ

ーを含む管理委

員会のメンバー

を任命する。 
 少なくとも 3回
の管理委員会の

月次定期会合を

持つ。 
 

 適切な当局が

承認した管理

委員会の手続

きに関する法

令および規則 
 管理委員会の

月次報告 

適切な法的地

位で承認され

た管理計画 

 地方政府当局が

承認する。 
 管理計画を地

域規則として

確立する、

「官報」に置

かれた命令 
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11. 作業計画 
（具体的な活動およびタイムテーブルを

含む。） 

活動 時間枠（月） 

 

活動        

活動        

活動         

活動        

 

上記第 10 段落で述べた期待される成果に

具体的に言及して、行われる活動の作業

計画を記述する。各活動の日付、期間を

示す。会合および研修活動について、討

議すべきテーマ、課題および問題を含む

暫定プログラムを提出すること。 

例： 

期待される成果 No.1について： 

活動 時間枠（月） 

 

活動        

活動        

活動        

活動        

 

期待される成果 No.2について: 

活動 時間枠（月） 

 

活動        

活動        

活動        

活動        

 

 

12. 評価および報告 
（プロジェクトの実施完了後3カ月以内に

世界遺産センターに提出する。） 

最終報告： 

最終報告は、プロジェクトの実施を担当

する当局／個人が準備すること。 

最終報告は、第 10 段落で定めた期待され

る成果に従って構成すること。 

評価： 

評価は、達成した成果および以下（例示）

に対するその影響に重点を置くこと。 

- 準備援助後の世界一覧表への資産の記載 

- 定期的報告および保全状況 
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- 緊急援助後の危機にさらされている世界

遺産一覧表からの資産の削除 

- 戦略的目標（「5Cs」）その他の戦略

（グローバル戦略等）を含む世界遺産

条約の履行 

- 国内および／または地方機関 

- 地方職員の能力の構築 

- 一般大衆の意識向上 

- プロジェクト参加者 

- その他の資源の勧誘 

- その他 

誰がプロジェクトの評価を担当するのか

を示す。 

13. 専門家、指導者、技術者および／または

熟練労働者のプロフィール（プロジェク

トがこれらの人々の参加を予測している

場合） 
（専門家、指導者、技術者および／また

は熟練労働者が誰か既にわかっている場

合、その氏名を記載し、可能な場合は簡

潔な履歴書を含めること。） 

正確な専門分野および各専門家が行う業

務ならびに必要期間を示す。世界遺産セ

ンターおよび諮問機関は、関係締約国が

要請した場合、リソースパーソン／指導

者を推薦することができる。 

既にわかっている場合、プロジェクトに

参加する専門家の氏名を記載し、可能な

場合は要請書別紙として簡潔な履歴書を

送付すること。 

14. 研修生／参加者のプロフィールを含む中

心的ターゲット層（プロジェクトがこれ

らの人々の参加を予測している場合） 

プロジェクトのターゲット層および受益

者、その職業、機関または専門分野を示

す。 

15. 予算の内訳  

 a) 以下の表（米ドル）に、プロジェク

トの個別要素の詳細な費用内訳を、

可能な場合は単価を含んで記載し、

様々な財源の間でこれらがどのよう

に分担されるのかを示す。 

表にすべてのプロジェクト関連費用の内

訳を示し、様々なドナー（締約国、世界

遺産基金その他）の間での費用分担も示

す。 

 (i) 組織 この欄の項目は、会場費、事務所費、事

務補助、翻訳、同時通訳、視聴覚機器そ

の他プロジェクトの実施を成功させるた

めに必要な組織費を含むことができる。 

 (ii) 人事およびコンサルタント業

務 
この欄の項目は、国際専門家、国内専門

家、現地または国際コーディネーターそ

の他プロジェクトの実施を成功させるた
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めに必要な職員の費用を含むことができ

る。 

 (iii) 旅費 この欄の項目は、プロジェクトの実施を

成功させるために必要な国際または国内

旅費を含むことができる。 

 (iv) 日当 この欄の項目は、プロジェクトの実施を

成功させるために必要な宿泊費、食費お

よび付帯費用を含むことができる。 

 (v) 機器 この欄の項目は、プロジェクトの実施を

成功させるために必要な機器を含むこと

ができる。 

 (vi) 評価、報告および発表 この欄の項目は、評価、報告、編集およ

びレイアウト、印刷、配布の費用その他

プロジェクトの実施を成功させるために

必要な費用を含むことができる。 

 (vii) 雑費 この欄の項目は、査証費その他プロジェ

クトの実施を成功させるために必要な少

額の費用を含むことができる。 

 b) 締約国その他の財源から資源が既に

提供されているか否か、またはいつ

提供される可能性が高いかを明示す

る。 

資源がまだ提供されていない場合、プロ

ジェクトの開始前に提供されるかを示

す。 

16. 締約国その他の機関からの現物出資  

 a) 国内機関 詳細に明示する。 

 b) その他の二国間／多国籍組織、ドナ

ー等 
詳細に明示する。 

17. プロジェクトの実施を担当する機関 プロジェクトの実施を担当する者／機関

のほか、その他の参加機関の名称、肩

書、住所およびすべての連絡先を提供す

ること。 

プロジェクトに対する締約国の立法上お

よび行政上のコミットメントが得られる

かを示すこと（作業指針の第 239段落 dを
参照）。 

18. 締約国を代表する署名 氏名 

肩書 

日付 
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19. 付属資料 この欄では、要請書に添付された付属資

料の数および各付属資料の題名を記載す

る。 
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5,000 米ドルを超える保全および管理に係る援助ならびに 
準備援助の国際援助要請書の提出手順 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

第 1 回パネル（1 月） 

提出期日： 
10 月 31 日 

まだ不完全および／または未署名の要請書 
=>次のサイクル 

不完全および／または未署名の要請書=> 
完成期日：11月 30日 

完全かつ署名された要請書 => 
審査 

勧告：  
肯定的または否定的 

勧告：  
修正 

- 議長へ提出 （5,001米ドルから

30,000米ドルまで） 

- IAの委員会文書に包含（30,000米ド

ル超） 

第 2回パネル（委員会セッションの 8週間前までに開かれ

る）への提出–提出期日： 
少なくとも第 2回パネルの 2種間前 

第 2回パネルへの提出無–追加情報の受理期日： 
- 少なくとも委員会セッションの 8週間前（30,000米
ドル超） 
- 10月 31日 まで（5,001米ドルから 30,000米ドルま

で） 

期日遵守=>第 2回パネル（委員会セッ

ションの 8週間前までに開かれる）ま

でに審査 
期日不遵守=>  

次のサイクルのパネルまでに審査 

- 議長へ提出（5,001
米ドルから 30,000米
ドルまで） 
- IAの委員会文書に包

含 (30,000米ドル超) 

次のパネルへ

提出 – 
提出期日： 
10月 31日 

次のパネルへの提出無–追加情報の受理期日： 
- 少なくとも委員会セッションの 6週間前 (30,000米
ドル超) 
- 10月 31日まで（5,001米ドルから 30,000米ドルま

で） 

期日不遵守=>  
次のサイクルのパネルまでに審査 

勧告： 
修正 

勧告： 
肯定的または否定的 
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国際援助要請の審査基準 
  

国際援助要請を審査する際、諮問機関、世界遺産センターおよび関連する意思決定者（世界遺

産委員会の議長、世界遺産委員会または世界遺産センターのセンター長）は以下の考察を行う。 

これらの項目はチェックリストではなく、すべての項目がどの国際援助要請にも当てはまるの

ではない。むしろ、世界遺産基金を通じて利用できる限りある財政支援を適切に割り当てるこ

とに関してバランスの取れた判断を行うために、適切な項目は、併せて統合的に検討される。 

A. 適格性 

1. 締約国は、世界遺産基金への拠出金の支払いに未払いがあるか。 

2. 要請は、締約国の授権組織／機関からのものか。 

B. 優先的考察事項 

3. 要請は、後開発途上国（LDC）、低所得国（LIE）、小島嶼開発途上国（SIDS）または紛

争終結国の一覧表に記載された締約国からのものか。 

4. 資産は、危機にさらされている世界遺産一覧表に記載されているか。 

5. 要請は、世界遺産委員会の戦略的目標（信用性の確立、保存活動、能力の構築および意思

の疎通）の 1つまたは複数を促進するか。 

6. 要請は、資産および／または地域レベルの定期的報告手順を通じて特定されたニーズに応

えるか。 

7. 要請は、地域または準地域の能力構築プログラムに関連しているか。 

8. （求める援助の種別に拘わらず）活動における能力構築の側面はあるか。 

9. 活動の教訓は、より大きな世界遺産制度に利益をもたらすか。 

C. 活動案の具体的内容に関連する考察事項 

10. 要請の目的は、明確に述べられており、達成可能か。 

11. 成果を達成するために、実施の時間枠を含む明確な作業計画はあるか。その作業計画は合

理的か。 

12. 提案を実施する機関／組織は、これを行う能力があるか。また、継続中の契約で確認でき

る責任者はいるのか。 

13. 利用が提案された専門家（国内または国際）は、要請されている業務を行う資格がある

か。適切な関与期間を含む、彼らへの明確な委託条件はあるのか。 

14. すべての関連当事者（例えば、利害関係者その他の機関等）の関与が提案で考慮されてい

るか。 

World
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United Nations

Cultural Organization
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15. 技術的要件が明確に表現されており、合理的であるか。 

16. 成功のための適切な指標を含む、成果の報告および継続的モニタリングの明確な計画があ

るか。 

17. 活動が完了した後の適切なフォローアップについて、締約国のコミットメントがあるか。 

D. 予算／財務上の考察事項 

18. 全体的な予算は、実施が提案された作業について合理的であるか。 

19. 予算は、十分に詳述されており、単価が合理的で、必要に応じて現地費用および／または

ユネスコの基準・規則に則していることを確実にしているか。 

20. 要請は、その他の資金提供の触媒（増加させるもの）としての機能を果たすか。（その他

の財源（現金または現物のいずれか）は明確に特定されているか）。 

E. 国際援助の特定種別の考察事項 

a) 緊急援助要請 

21. 要請の対象となる脅威または災害は、作業指針内の緊急の定義（予測されなかった現象）

に適合しているか。 

22. 介入案は、実施に関わる者にとって合理的に安全に行うことができるのか。 

23. 介入は、資産の保護／保全に関する最も重要な課題に対応しているか。 

b) 準備援助要請 

推薦書類の準備に係る要請について 

24. 資産は、締約国の暫定一覧表に記載されているか。 

25. 締約国は、世界遺産一覧表に記載された資産を既に有しているか。有している場合、いく

つ有しているのか。 

26. 世界遺産一覧表への記載を提案した資産の種別は、世界遺産一覧表に記載されていない

か、または十分代表されていないのか。 

27. 管理計画の準備、比較分析、顕著な普遍的価値の言明、地図作成等の必要な要素に十分な

注意が払われているか。 

28. コミュニティーの関与に十分留意しているか。 

暫定一覧表の準備に係る要請について 

29. 手順は、必要な利害関係者および見解をすべて含むように考案されているか。 

30. 自然および文化遺産の専門家がいずれも関与することが提案されているか。 

31. 締約国は、世界遺産条約の新締約国か。 

32. 要請が暫定一覧表の整合化のためである場合、地域または準地域の必要な締約国の代表者

がすべて関与しているか。 
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その他の種別の援助準備に係る要請について 

33. 要請がその他の援助要請を準備するためである場合、最終的な要請の必要性は、十分に文

書化されているか。 

c) 保全および管理に係る援助要請 

保全作業または管理計画の準備に係る要請について 

34. 資産は世界遺産一覧表に記載されているか。 

35. 提案されている作業は、資産の保護または安全防護のために優先されるか。 

36. 提案されている作業は、最善慣行に適合するか。 

研修活動に係る要請について 

37. 世界遺産条約の履行に明確に関連しているか。 

38. 世界遺産で行われるか。または世界遺産の訪問／事例研究を含むのか。 

39. 世界遺産の保全を担当する者を研修生またはリソースパーソンとして含むのか。 

40. 明確に定義された研修ニーズに対応しているか。 

41. 研修方法は、学習目標が達成されることを確実にするために適切であるか。 

42. 現地および／または地域の研修機関を強化するか。 

43. 現地での実際的な適用に関連しているか。 

44. 成果および関連研修資料を世界遺産制度のその他の組織に拡散するための規定はあるか。 

科学的研究に関する要請について 

45. 主題が世界遺産のより優れた保護および安全防護にとって優先的な性質のものであること

を証明できるか。 

46. 成果が具体的であり、世界遺産制度内で幅広く適用できることを証明できるか。 

教育または啓蒙活動に係る要請について 

47. ターゲット層の間で世界遺産条約をより周知させるか、その関心をより強くすることを助

けるか。 

48. 世界遺産条約の履行に関する様々な課題の認識をより高めるか。 

49. 世界遺産条約関連の活動への関与をより促進するか。 

50. 特に学童の間で、経験を交換する手段となったり、共同の教育および情報プログラムを促

進したりするか。 

51. ターゲット層が使用するために世界遺産条約を推進する適切な啓蒙資料を作成するか。 
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顕著な普遍的価値の言明 
 

顕著な普遍的価値の言明および顕著な普遍的価値の遡及的言明の書式 

顕著な普遍的価値の遡及的言明は、英語またはフランス語で提出すること。電子版（Word また

は pdf 形式）も提出する必要がある。 

顕著な普遍的価値の言明は、次の書式（A4 で最大 2 ページ）に従うこと。 

a) 資産の概要 
b) 登録基準の説明 
c) 完全性の言明（すべての資産対象） 
d) 真正性の言明（登録基準(i)-(vi)を有する資産対象） 
e) 保護管理の要件 

提出期限 

委員会の承認が求められる前年の 2月 1 日27  

 

                                                      
27 2 月 1 日が週末にあたる場合は、推薦書は、直前の金曜日の GMT 17:00 までに受理されなければならない。 
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世界遺産資産の範囲等の変更 
 

世界遺産の境界の軽微な変更 

境界変更は、世界遺産を特定し易くし、その顕著な普遍的価値の保護を強化すること。 

関係締約国が提出した軽微な境界変更案は、関連する諮問機関によるレビューおよび世界遺産

委員会による承認を受ける。 

軽微な境界変更案は、世界遺産委員会が承認、非承認または照会することができる。 

要求される資料 

1) 資産の面積（ヘクタール）：a) 記載された資産の面積、b) 変更を提案する資産の面積（ま

たは提案する緩衝地帯の面積）を示すこと。（減少は、例外的な状況下でのみ軽微な変更

と考えられることに留意すること。） 

2) 変更内容：資産の境界変更案の書面による説明（または緩衝地帯案の書面による説明）を

提出すること。 

3) 変更の価値証明：資産の境界が変更されるべき理由（または緩衝地帯が必要な理由）の概

要を、当該変更が資産の保全および／または保護をどのように向上するのかに特に重点を

置いて提供すること。 

4) 顕著な普遍的価値の維持への寄与：変更案（または緩衝地帯案）が資産の顕著な普遍的価

値の維持にどのように寄与するのかを示すこと。 

5) 法的保護に対する影響：変更案が資産の法的保護に与える影響を示すこと。追加の提案ま

たは緩衝地帯の設定の場合、追加される地域に実施される法的保護に関する情報および関

連法令のコピーを提供すること。 

6) 管理の取決めに対する影響：変更案が資産の管理の取決めに与える影響を示すこと。追加

の提案または緩衝地帯の設定の場合、追加される地域で実施される管理の取決めに関する

情報を提供すること。 

7) 地図：資産の境界線（当初および改正案）をいずれも明確に示すものと、改正案のみを示

すものの 2つの地図を提出すること。緩衝地帯を設定する場合、記載された資産と提案され

た緩衝地帯の両方を示す地図を提出すること。 

地図が以下であることを確実にすること。 

- 地形図または地籍図のいずれかである。 

- ヘクタールでの資産の大きさに適切な縮尺で表しており、現在の境界および変更案の詳

細を明確に示すのに十分（かつ、いかなる場合も入手可能な最大の大きさで実用的な縮

尺）である。 

- 英語またはフランス語で表題および凡例／マーカーが記載されている（可能でない場合

は翻訳を添付すること）。 
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- 地図上のその他の地形と区別できる、はっきりと見える線により資産の境界（現在およ

び改正案）を明記している。 

- 明確なラベルが付いた座標格子（または座標の印）がある。 

- 世界遺産の境界（および該当する場合は世界遺産の緩衝地帯）を（表題および凡例にお

いて）明確に述べている。世界遺産の境界をその他の保護地区の境界と明確に区別する

こと。 

8) 追加情報：追加を提案する場合、重要な価値および真正性／完全性の状態に関する情報を

提供する、追加される地域の一定の写真を提出すること。 

テーマ別の地図（例：植生図）、追加される地域の価値に関する科学的情報の概要（例：種一

覧表）および裏付ける書誌など、その他の関連資料を提出することができる。 

上記資料は、英語またはフランス語で、2通の同一コピー（複合資産の場合は 3通）を提出する

こと。電子版（jpg、tif、pdf 等の形式の地図）も提出すること。 

期日 

委員会の承認を要請する年の 2 月 1 日28  

                                                      
28 2月 1日が週末に当たる場合は、推薦書は、直前の金曜日の GMT17:00 までに受理されなければならない。 
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諮問機関による評価に関する 
事実誤認提出様式 

 

（作業指針の第 150 段落に則して） 

締約国： 
 

遺跡の推薦審査： 
 

関連する諮問機関による審査29： 
 

諮問機関の

審査書のペ

ージ、欄、

行 

事実誤認を含む文 

（事実誤認は太字で強調す

ること。） 

締約国による訂正案 諮問機関および／また

は世界遺産センターの

コメント（ある場合） 

    
    
    
    
    
    
    
    
    

 

 事実誤認提出様式および当該様式の記入見本は、ユネスコ世界遺産センターおよび

https://whc.unesco.org/en/factualerrorsで入手することができる。 

 事実誤認の提出に関する更なる手引きは、作業指針の第 150 段落で確認することができ

る。 

 締約国は、電子書式または wh-nominations@unesco.orgへの Eメールにより、この情報を直

ちに提出するよう求められる。 

英語またはフランス語で記載された事実誤認提出様式の署名された原本は、委員会のセッショ

ンが開始する 14 日前までにユネスコ世界遺産センターによって次の住所で受理されること。7 
place de Fontenoy, 75352 Paris 07 SP, France 

                                                      
29 複合遺跡の推薦について、いずれの諮問機関の審査にも誤認がある場合、諮問機関ごとに個別の書式を提出し、そ

れぞれがどの諮問機関の審査に言及しているのかを示すこと。 
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締約国による保全状況報告書の 
提出様式  

 

（作業指針の第 169 段落に則して） 

世界遺産の名称（締約国）（識別番号） 

1. 報告書のエグゼクティブサマリー 

[注：以下に記述した各項目を要約すること。エクゼクティブサマリーは最長で 1 ペ

ージとする。] 

2. 世界遺産委員会の決定に対する対応 

[注：締約国は、段落ごとに、この資産に関する世界遺産委員会の直近の決定に対

処することを要請される。] 

危機にさらされている世界遺産一覧表に資産が記載されている場合、 

以下に関する詳細な情報も提供すること。 

a) 世界遺産委員会が採択した是正措置の実施において達成した進歩 

[注：各是正措置に個別に対処し、正確な日付、数字等を含む事実情報を提供

すること。] 

必要な場合、特定された各是正措置を実施する際の成功要因または困難を記

述すること。 

b) 是正措置を実施する時間枠は適当であるか。適当でない場合、代替時間枠を

提案し、なぜこの代替時間枠が必要かを説明すること。 

c) 危機にさらされている世界遺産一覧表（DSOCR）から資産を削除するために

望ましい保全状況に向けて達成した進歩 

3. 締約国が特定したその他の現在の保全問題であって、資産の顕著な普遍的価値に影

響を与えるもの 

[注：これは、世界遺産委員会の決定または世界遺産センターからの情報請求で述

べられていない保全問題を含む。] 

4. 作業指針の第 172 段落に従って、資産、緩衝地帯および／または通路その他の地域

内で予定された主な復元、改変および／または新しい建設の可能性を、当該開発が

真正性および完全性を含む資産の顕著な普遍的価値に影響を与える場合は記述す

る。 

5. 保全状況報告書への一般大衆の閲覧権 

[注：この報告書は、一般大衆による閲覧用に世界遺産センターの保全状況情報シ

ステム（https://whc.unesco.org/en/soc）にアップロードされる。報告書全体がアップ

ロードされないことを締約国が求める場合、上記(1)に規定した 1 ページのエグゼク

ティブサマリーのみが一般大衆による閲覧用にアップロードされる。] 

6.  授権者の署名 
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世界遺産エンブレム  
の用途表 

この表は、世界遺産条約の作業指針の第 VIII章と、ユネスコの名称、略称、ロゴ及びインター

ネットドメイン名の使用に関する指令（決議 34C / 86）に基づいて作成された。 

作業指針の第 VIII 章による世界遺産エンブレムの使用に関する権限および権限の委任に関する

リマインダー： 

第 262 段落： 

「世界遺産委員会は、世界遺産エンブレムの用途の決定及び使用方法に関する政策決定を行

う。」 

第 276 段落： 

「国内機関は、当該事業（国内事業、国際事業）が自国の領域内に存在する世界遺産資産に限

られる場合、エンブレムの使用を国内の個人・団体に許可を与えることができる。但し、国内

機関の決定は、「指針及び原則」に準拠して行われること。」 

第 278 段落： 

「その他のエンブレムの使用承認申請については、「指針及び原則」に準拠したエンブレムの

使用を許可する権限を有する世界遺産センター長宛てに送付すること。 

「指針及び原則」及び「用途表」にないケースもしくは十分カバーされていないケースについ

ては、センター長は委員会議長に照会することができる。さらに、委員会議長は、最も困難な

ケースにおいては、最終決定を委員会に照会することができる。」 

（ユネスコのロゴを添えた）一体的なロゴとエンブレムの単独の使用に関するリマインダー： 

第 262 段落： 

「2007 年 10 月にユネスコ総会において「ユネスコの名称、略称、ロゴ及びインターネットド

メイン名の使用に関する指令」が採択されて以来、世界遺産エンブレムを使用する場合は、で

きる限り、ユネスコのロゴを添えた一体的ロゴとすることが強く推奨されている。現行ガイド

ライン及び「用途表」（付属資料 14）に則って、本エンブレムを単独で使用することも引き続

き可能である。」 
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グラフィック憲章に関するリマインダー： 

ユネスコのロゴのグラフィック憲章は以下で入手可能  
http://www.unesco.org/new/en/name-and-logo/graphics/ 

作業指針の第 VIII 章の前文によると、世界遺産エンブレム単独の場合は、任意の色またはサイ

ズで使用できる。 

ロゴは、承認機関によって（次の表に詳細が示されているように）デジタル形式で提供され、

ユーザーが変更することはできない。 

製造前に検証のために、予定しているレイアウト案を承認機関に提出することが義務付けられ

ている。 

商業利用の定義： 

ユネスコの名称、略称、ロゴ、および/またはインターネットドメイン名を伴った世界遺産エン

ブレムを冠した製品やサービスを主に利益を得るために販売することは、本作業指針では「商

業利用」をみなす。そのような利用については、具体的な契約合意（2007 年ユネスコロゴ指

令、第 3 条 2.1.3 から採用された定義）によって、事務局長から明確な許可を受けなければなら

ない。 
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世界遺産センター 

使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

世界遺産センター

（WHC）（国際コンテン

ツ用） 

WHC が使用できるロ

ゴの種類 
WHC によるロゴ使用

の承認機関 
WHC が承認可能なロゴの

使用者 
WHC が承認可能なロゴ

の種類 
WHC が利用および/または承

認するロゴ 

1) 出版物 
2) コミュニケーション資

料 
3) ウェブサイト、ソーシ

ャルメディア、アプリ

など 
4) 作業文書 
5) 特別なイベントのため

のコミュニケーション

製品（T シャツ、バッ

グ、傘など） 
6) 文具 

ユネスコ/世界遺産条約

のロゴ 
法定使用 委員会を主催する締約国 ユネスコ/世界遺産条約

のロゴ 

 

1) 出版物 
2) コミュニケーション資

料 
3) ウェブサイト、ソーシ

ャルメディア、アプリ

など 
4) 作業文書 
5) 特別なイベントのため

のコミュニケーション

製品（T シャツ、バッ

グ、傘など） 
6) 文具 

ユネスコ/世界遺産条約

のロゴ 
法定使用 
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使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

世界遺産センター

（WHC）（続き） 
WHC が使用できるロ

ゴの種類 
WHC によるロゴ使用

の承認機関 
WHC が承認可能なロゴの

使用者 
WHC が承認可能なロゴ

の種類 
WHC が利用および/また

は承認するロゴ 
1) 出版物 
2) コミュニケーション資

料 
3) ウェブサイト、ソーシ

ャルメディア、アプリ

など 
4) 特別なイベントのため

のコミュニケーション

製品（T シャツ、バッ

グ、傘など） 
5) 文具 

世界遺産エンブレム 法定使用 1) 世界遺産サイトの管

理機関 
2) 委員会を主催する締

約国 

世界遺産エンブレム 

 

委員会会合 ユネスコ/世界遺産条約

のロゴ + 第〇回委員会

（XXth/st/rd/nd World 
Heritage Committee 
session） 

法定使用 委員会を主催する締約国 ユネスコ/世界遺産条約

のロゴ + 第〇回委員会

（XXth/st/rd/nd World 
Heritage Committee 
session） 

 

外部機関（民間および公

的セクター）とのパート

ナーシップ 

ユネスコ/世界遺産条約

のロゴと「With the 
support of」「In 
cooperation with」また

は「In partnership with」
のテキスト 

法定使用 契約上の取り決めの枠組

みにおける事業体 
ユネスコ/世界遺産条約

のロゴと「With the 
support of」「In 
cooperation with」または

「In partnership with」の

テキスト 

 

ユネスコ/世界遺産セン

ターまたは条約ロゴ + 
パートナーの logo およ

び/またはテキスト 

 
ユネスコ/世界遺産セン

ターまたは条約ロゴ + 
パートナーの logo およ

び/またはテキスト 
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国内委員会または国内機関 

使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

1. 国内委員会（国内コン

テンツ用） 
国内委員会が使用でき

るロゴの種類 
国内委員会によるロ

ゴ使用の承認機関 
国内委員会が承認可能

なロゴの使用者 
国内委員会が承認可

能なロゴの種類 
国内委員会が利用および/または

承認するロゴ 

1) 非商業的な出版物 
2) コミュニケーション

資料 
3) ウェブサイト、ソー

シャルメディア、ア

プリなど 
4) T シャツ、バッグ、

傘などのコミュニケ

ーション製品（非商

品化、特別なイベン

トのために例外的

に） 
5) 文具 

ユネスコ/世界遺産ロゴ

と「World Heritage in… 
[国名]」のテキスト 

法定使用 地方政府機関およびサ

イト管理機関 
ユネスコ/世界遺産ロ

ゴと「World Heritage 
in… [国名]」のテキス

ト 
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使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

1. 国内委員会（続き） 国内委員会が使用できる

ロゴの種類 
国内委員会によるロゴ

使用の承認機関 
国内委員会が承認可能な

ロゴの使用者 
国内委員会が承認可能

なロゴの種類 
国内委員会が利用および/または

承認するロゴ 

1) スペースに限りがあ

る場合のウェブサイ

ト、ソーシャルメデ

ィア、アプリなど 
2) グラフィック要素と

して、またはスペー

スに限りがある場合

のコミュニケーショ

ン製品 
3) 文具 
4) 作業指針に準拠する

その他の該当ケース 

世界遺産エンブレム 法定使用 世界遺産サイトの管理機

関 
世界遺産エンブレム 
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使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

1. 国内委員会（続き） 国内委員会が使用できる

ロゴの種類 

国内委員会によるロゴ

使用の承認機関 

国内委員会が承認可能な

ロゴの使用者 

国内委員会が承認可能

なロゴの種類 

国内委員会が利用および/または

承認するロゴ 

道路標識、高速道路標識 標識の種類と設置場所に

応じたロゴの選択可：ユ

ネスコ/世界遺産ロゴ

（ロゴ全体、または下に

サイト名を付けて簡略

化） 

法定使用 世界遺産サイトの管理機

関 
ユネスコ/世界遺産ロゴ

（ロゴ全体、または下

にサイト名を付けて簡

略化） 

サイト名の下のテキストはオプ

ション。 
「 inscribed on the World Heritage 
List in」を「 World Heritage 
since 」に置き換え可。 

世界遺産エンブレム 法定使用 世界遺産サイトの管理機

関 
世界遺産エンブレム 

 

商業利用 ユネスコ/世界遺産ロゴ

と「World Heritage in… 
[国名]」のテキスト 

ユネスコ事務局長 
   

世界遺産エンブレム 法定使用 国内事業者 世界遺産エンブレム 
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使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

1. 国内委員会（続き） 国内委員会が使用できる

ロゴの種類 
国内委員会によるロゴ

使用の承認機関 
国内委員会が承認可能な

ロゴの使用者 
国内委員会が承認可能

なロゴの種類 
国内委員会が利用および/または

承認するロゴ 

委員会会合 ユネスコ/世界遺産条約

のロゴ + 第〇回委員会

（XXth/st/rd/nd World 
Heritage Committee 
session） 

世界遺産センター 主催機関（Organizing 
authority） 

ユネスコ/世界遺産条約

のロゴ + 第〇回委員会

（XXth/st/rd/nd World 
Heritage Committee 
session） 

 

世界遺産に関連する 1 回

限りのイベントへの支援

（例：国または地方レベ

ルでの会議、出版物、ま

たは視聴覚資料制作活

動） 

  
主催事業者 ユネスコ/世界遺産条約

のロゴ と「Under the 
patronage of the National 
Commission of xxx for 
UNESCO」のテキスト 

 

国家機関との世界遺産関

連のパートナーシップ 

  
国家委員会とのパートナ

ーシップを確立した国内

機関 

ユネスコ/世界遺産条約

のロゴ と「With the 
support of the xxx 
National Commission for 
UNESCO」「In 
cooperation with the xxx 
National Commission for 
UNESCO」または「In 
partnership with the xxx 
National Commission for 
UNESCO」のテキスト 
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使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

2. 指定された国内機関

（国内コンテンツ用） 
国内機関が使用できるロ

ゴの種類 
国内機関によるロゴ使

用の承認機関 
国内機関が承認可能なロ

ゴの使用者 
国内機関が承認可能な

ロゴの種類 
国内機関が利用および/または承

認するロゴ 

1) 非商業的な出版物 
2) コミュニケーション

資料 
3) ウェブサイト、ソー

シャルメディア、ア

プリなど 
4) 特別なイベントのた

めの非商品化のコミ

ュニケーション製品 
( T シャツ、バッ

グ、傘など)  
5) 文具 

ユネスコ/世界遺産ロゴ

と「World Heritage in… 
[国名]」のテキスト 

国内委員会または世界

遺産センター 
 

 

 

1) 非商業的な出版物 
2) コミュニケーション

資料 
3) スペースに限りがあ

る場合のウェブサイ

ト、ソーシャルメデ

ィア、アプリなど 
4) 特別なイベントのた

めの非商品化のコミ

ュニケーション製品 
( T シャツ、バッ

グ、傘など) 
5) 文具 

世界遺産エンブレム 法定使用 世界遺産サイトの管理機

関 
世界遺産エンブレム 
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使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

2. 指定された国内機関

（続き） 
国内機関が使用できるロ

ゴの種類 
国内機関によるロゴ使

用の承認機関 
国内機関が承認可能なロ

ゴの使用者 
国内機関が承認可能な

ロゴの種類 
国内機関が利用および/または承

認するロゴ 

道路標識、高速道路標識 標識の種類と設置場所に

応じたロゴの選択可：ユ

ネスコ/世界遺産ロゴ

（ロゴ全体、または下に

サイト名を付けて簡略

化） 

国内委員会または世界

遺産センター 
世界遺産サイトの管理機

関 
ユネスコ/世界遺産ロゴ

（ロゴ全体、または下

にサイト名を付けて簡

略化） 

サイト名の下のテキストはオプ

ション。 
「inscribed on the World Heritage 
List in」を「World Heritage 
since」に置き換え可。 

世界遺産エンブレム 法定使用 世界遺産サイトの管理機

関  
世界遺産エンブレム  
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使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

2. 指定された国内機関

（続き） 
国内機関が使用できるロ

ゴの種類 
国内機関によるロゴ使

用の承認機関 
国内機関が承認可能なロ

ゴの使用者 
国内機関が承認可能な

ロゴの種類 
国内機関が利用および/または承

認するロゴ 

商業利用 ユネスコ/世界遺産ロゴ

と「World Heritage in… 
[国名]」のテキスト 

ユネスコ事務局長 
   

世界遺産エンブレム 法定使用 
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世界遺産サイトの管理機関 

使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

世界遺産サイトの管理機

関（サイト関連コンテン

ツ用） 

世界遺産サイトが使用

できるロゴの種類 
世界遺産サイトによる

ロゴ使用の承認機関 
世界遺産サイトが承認

可能なロゴの使用者 
世界遺産サイトが承認

可能なロゴの種類 
世界遺産サイトが利用および/ま

たは承認するロゴ 

1) 非商業的な出版物 
2) コミュニケーショ

ン資料 
3) ウェブサイト、ソ

ーシャルメディ

ア、アプリなど 
4) 特別なイベントの

ための非商品化の

コミュニケーショ

ン製品 ( T シャツ、

バッグ、傘など) 
5) 文具 
6) プレート、旗、バ

ナー 

ユネスコ/世界遺産サイ

ト特定のロゴ 
国内委員会または世界

遺産センター 

  

「inscribed on the World Heritage 
List in」を「World Heritage 
since」に置き換え可。 
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使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

世界遺産サイトの管理機

関（続き） 
世界遺産サイトが使用で

きるロゴの種類 

世界遺産サイトによ

るロゴ使用の承認機

関 

世界遺産サイトが承認

可能なロゴの使用者 
世界遺産サイトが承認

可能なロゴの種類 
世界遺産サイトが利用および/ま

たは承認するロゴ 

1) 非商業的な出版物 
2) コミュニケーショ

ン資料 
3) スペースに限りが

ある場合のウェブ

サイト、ソーシャ

ルメディア、アプ

リなど 
4) 特別なイベントの

ための非商品化の

コミュニケーショ

ン製品 ( T シャツ、

バッグ、傘など) 
5) プレート、旗、バ

ナー 

世界遺産エンブレム 国内委員会、国内機

関または世界遺産セ

ンター 
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使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

世界遺産サイトの管理機

関（続き） 
世界遺産サイトが使用で

きるロゴの種類 

世界遺産サイトによ

るロゴ使用の承認機

関 

世界遺産サイトが承認

可能なロゴの使用者 
世界遺産サイトが承認

可能なロゴの種類 
世界遺産サイトが利用および/ま

たは承認するロゴ 

道路標識、高速道路標識 標識の種類と設置場所に

応じたロゴの選択可：ユ

ネスコ/世界遺産ロゴ

（ロゴ全体、または下に

サイト名を付けて簡略

化） 

国内委員会または世

界遺産センター 

  

 

サイト名の下のテキストはオプ

ション。 
「inscribed on the World Heritage 
List in」を「World Heritage 
since」に置き換え可。 
 

世界遺産エンブレム 国内委員会または世

界遺産センター 
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使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

世界遺産サイトの管理機

関（続き） 
世界遺産サイトが使用

できるロゴの種類 

世界遺産サイトによ

るロゴ使用の承認機

関 

世界遺産サイトが承認可

能なロゴの使用者 
世界遺産サイトが承認

可能なロゴの種類 
世界遺産サイトが利用および/ま

たは承認するロゴ 

商業利用  ユネスコ/世界遺産サイ

ト特定のロゴ 
ユネスコ事務局長 

  

「inscribed on the World Heritage 
List in」を「World Heritage 
since」に置き換え可。 

世界遺産エンブレム 国内委員会 
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特定のケース：関連のある資産群、またはいくつかの/さまざまな要素/モニュメント/場所を含む非常に大規模なサイト 

使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

世界遺産サイトの管理機

関（続き） 
世界遺産サイトが使用

できるロゴの種類 
世界遺産サイトによる

ロゴ使用の承認機関 
世界遺産サイトが承認

可能なロゴの使用者 
世界遺産サイトが承認

可能なロゴの種類 
世界遺産サイトが利用および/ま

たは承認するロゴ 

1) 非商業的な出版物 
2) コミュニケーショ

ン資料 
3) ウェブサイト、ソ

ーシャルメディ

ア、アプリなど 
4) 特別なイベントの

ための非商品化の

コミュニケーショ

ン製品 ( T シャツ、

バッグ、傘など) 
5) 文具 
6) プレート、旗、バ

ナー 

ユネスコ/世界遺産サイ

ト特定のロゴ。ロゴの

前に「Xxxx [要素/モニ

ュメント/場所の名前] 
part of（Xxxx の一

部）」と記載。 

国内機関または世界遺

産センター 

  
 

Xxxx part of 
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世界遺産の諮問機関 

使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

諮問機関 諮問機関が使用できる

ロゴの種類 
諮問機関によるロゴ使

用の承認機関 
諮問機関が承認可能な

ロゴの使用者 
諮問機関が承認可能な

ロゴの種類 諮問機関が利用するロゴ 

1) 非商業的な出版物 
2) 非商業的なコミュニ

ケーション資料 
3) ウェブサイト 
4) 非商業的な文具 

ユネスコ/世界遺産条約

ロゴ 
世界遺産センター 

  

 

1) 出版物 
2) コミュニケーション

資料 
3) ウェブサイト 
4) 文具 

世界遺産エンブレム 世界遺産センター 
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後援・賛助（PATRONAGE） 

使用と目的 使用 承認 グラフィック図 

後援・賛助   
ユネスコ事務局長が承

認可能なロゴの使用者 
ユネスコ事務局長が

承認可能なロゴの種類 承認するロゴ 

1 回限りの活動（会議、

展示会、フェスティバ

ル、出版物、または視聴

覚作品） 

  
主催機関 ユネスコ/世界遺産ロ

ゴと「Under the 
patronage of」のテキ

スト 

 

 

 

.
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アップストリームプロセス 
要請書 

1. 締約国 

 

2. 世界遺産センターまたは諮問機関から要請されたアドバイスの対象 
(該当するボックスにチェック) 

  暫定一覧表の作成、改訂、調整  

  将来の推薦 – 該当する場合は資産名 

3. サイトの概要 (該当する場合は、サイトの事実に関する情報と質についての概要) 

 

4. アップストリームプロセスの実施のために予想される時間枠 

 

5. サイト訪問の必要性  Yes   No 

 

6. 要請を実施するための資金の利用可能性 
（アップストリームプロセス要請の実施に関連するコストをどのようにカバーするつもりかを

示すこと。また、資格がある場合は、世界遺産基金からの支援を申請する予定であるか（国際

援助メカニズムまたは諮問ミッションの予算）、別の資金源からの支援を申請する予定かどう

かを示すこと。） 

 

7. 提供したい追加情報 

 

8. 責任機関の連絡先 (名前、肩書、e-mail、電話番号) 

 

9. 締約国代表の署名 

アップストリームプロセス要請書の署名済み原本は、英語またはフランス語で次の宛先に送信

すること。 
UNESCO World Heritage Centre 
7, place de Fontenoy 
75352 Paris 07 SP 
France 
Telephone: +33 (0)1 45 68 11 36 
E-mail: wh-upstream@unesco.org 
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